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 〃        （教育委員会） 
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令和６年第１回高山村議会３月定例会会議録（第１号） 

 

令和６年２月29日（木曜日） 

                                  

高山村告示第４号 

 令和６年２月29日、高山村議会３月定例会を高山村役場に招集する。 

          令和６年２月７日 

                 高山村長 内 山 信 行 

──────────────────────────────────── 

    議 事 日 程 

日程第１ 会議録署名議員の指名 

日程第２ 会期の決定 

日程第３ 諸般の報告 

日程第４ 承認第１号 専決処分した条例の承認を求めることについて（高山村手数料条例の一部 

           を改正する条例） 

日程第５ 承認第２号 専決処分した予算の承認を求めることについて（令和５年度高山村一般会 

           計補正予算（第７号）） 

日程第６ 同意第１号 固定資産評価審査委員会の委員の選任につき同意を求めることについて 

日程第７ 議案第１号 長野広域連合規約の変更について 

日程第８ 議案第２号 長野広域連合における財産の処分について 

日程第９ 議案第３号 印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例 

日程第10 議案第４号 高山村個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正 

           する条例 

日程第11 議案第５号 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

日程第12 議案第６号 高山村特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を 

           定める条例の一部を改正する条例 

日程第13 議案第７号 高山村消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

日程第14 議案第８号 高山村介護保険条例の一部を改正する条例 

日程第15 議案第９号 高山村指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準 

           等を定める条例等の一部を改正する条例 

日程第16 議案第10号 高山村営水道条例等の一部を改正する条例 

日程第17 議案第11号 高山村水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

日程第18 議案第12号 下水道整備基金条例を廃止する条例 
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日程第19 議案第13号 下水道事業特別会計条例等を廃止する条例 

日程第20 議案第14号 辺地に係る総合整備計画について 

日程第21 議案第15号 令和６年度高山村一般会計予算 

日程第22 議案第16号 令和６年度高山村国民健康保険特別会計予算 

日程第23 議案第17号 令和６年度高山村診療所特別会計予算 

日程第24 議案第18号 令和６年度高山村介護保険特別会計予算 

日程第25 議案第19号 令和６年度高山村後期高齢者医療特別会計予算 

日程第26 議案第20号 令和６年度高山村温泉開発事業特別会計予算 

日程第27 議案第21号 令和６年度高山村上水道事業会計予算 

日程第28 議案第22号 令和６年度高山村下水道事業会計予算 

日程第29 発議第１号 高山村議会委員会条例の一部を改正する条例 

──────────────────────────────────── 

    本日の会議に付議した事件 

１ 会議録署名議員の指名 

２ 会期の決定 

３ 諸般の報告 

４ 承認第１号～承認第２号 

５ 同意第１号 

６ 議案第１号～議案第22号 

７ 発議第１号 

──────────────────────────────────── 

    出 席 議 員（12名） 

１番 久保田 雄 吉 議員       ２番 勝 山 正 弘 議員 

３番 滝 澤   聖 議員       ４番 梨 本   進 議員 

５番 沖 島 祥 介 議員       ６番 髙 井 央 葉 議員 

７番 柴 田 弘 男 議員       ８番 湯 本 辰 雄 議員 

９番 松 本   茂 議員       10番 山 嵜 秀 治 議員 

11番 黒 岩 清 道 議員       12番 西 原 澄 夫 議員 

──────────────────────────────────── 

    欠 席 議 員（なし） 

──────────────────────────────────── 

    説明のため出席した者 

村 長 内 山 信 行  副 村 長 藤 沢 敏 和 



－3－ 

教 育 長 澁 谷 茂 夫  総 務 課 長 宮 川 裕 明 

住民税務課長 

(会計管理者) 
西 原 一 美  健康福祉課長 堀   一 生 

産業振興課長 小 渕 義 彦  
建設水道課長 

(定住支援室長) 
荒 井 孝 浩 

教 育 次 長 

(人権推進室長) 
山 﨑 久 志    

──────────────────────────────────── 

    事務局出席職員 

事 務 局 長 山 嵜 賢 一  書 記 槇 田 和 子 

                                  

 

午前10時05分  開 会 

○議 長（西原澄夫議員） 

 ただいまから令和６年第１回高山村議会３月定例会を開会します。 

 議会招集の挨拶があります。 

─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 おはようございます。高山村議会３月定例会の開会に当たりまして、一言御挨拶を申し上げます。 

 本日は、令和６年高山村議会３月定例会の招集を申し上げましたところ、議員各位におかれまし

ては、大変お忙しいところ御参集いただき、ここに開会できますことに対しまして、厚く御礼申し

上げます。 

 日頃皆様方には、議会活動を通じまして村政発展のために御尽力を賜っておりますことに対しま

して、重ねて御礼申し上げます。 

 まず初めに、令和６年の新しい年を迎えた１月１日の午後４時10分頃、石川県能登地方を震源と

するマグニチュード7.6の地震が発生し、石川県志賀町で震度７を観測し、新潟、富山県等広い範

囲で激しい揺れに見舞われました。この地震により石川県で241名という多くの皆様が犠牲になら

れたほか、現在も９名の方の安否が分かっておりません。 

 地震発生から間もなく２か月になりますが、予想を超える被害の大きさで復旧には困難を極めて

いると報道されておりますので、国を挙げての全力で取り組むことを願うばかりであります。 

 このように復旧に困難を極めておりますが、改めましてお亡くなりになられました皆様の御冥福

をお祈り申し上げますとともに、被災された地域の皆様にお見舞い申し上げます。 

 さて、宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）が昨年９月に打ち上げた無人の月探査機「ＳＬＩＭ」

が１月20日の未明に月面着陸に成功したと発表しました。探査機の月面着陸は日本初で、旧ソ連、

アメリカ、中国、インドに次いで世界で５か国目になり、日本の宇宙開発史における大きな一歩と
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なりました。 

 また、同じくＪＡＸＡが開発した新たな大型主力ロケットＨ３の１号機が昨年の３月打ち上げに

失敗しましたが、わずか１年足らずで改良された２号機が去る17日打ち上げに成功しました。 

 このように明るいニュースとともに、１月21日、広島市平和記念公園前を発着点とする第29回全

国都道府県男子駅伝大会で長野県が３大会連続通算10度目の優勝を飾り、県民に勇気と大きな感動

を与えてくれました。選手並びに関係者の皆様にお祝いを申し上げますとともに、その御苦労に対

しまして敬意を申し上げます。 

 立春が過ぎ、県内も南信地方から梅の便りが聞こえるようになりましたが、２月５日、本州の南

岸を発達した低気圧が東に進んだ影響で、北部だけではなく県内全域で大雪となり、高速道路や幹

線道路が通行止めとなり、県民生活に大きな影響を及ぼしました。本村の小中学校におきましても、

翌６日の登校時間を遅らせるなどの対応をとらせていただいたところでありますが、雪による農業

施設等への被害もなくほっとしているところであります。 

 さて、政府は１月16日、令和６年度一般会計予算総額を112兆717億円とする予算案を閣議決定い

たしました。過去最大だった令和５年度の当初予算を1.8兆円の減額となっていますが、２年連続

で110兆円を超え、過去２番目の規模となっています。高齢化に伴う社会福祉費の増などによるも

ので、財政健全化は一段と厳しくなったと報道されております。 

 また、内閣府が15日発表しました昨年10月から12月期の実質ＧＤＰ（季節調整値）の速報値は、

前期比0.1％減で２四半期連続のマイナス成長となり、このペースが１年間続くと仮定した年率換

算は0.4％で、物価の高止まりで個人消費が前期比0.2％減だったほか、設備投資は0.1％減、住宅

投資が1.0％減など内需の鈍さが影響したものと報道されております。 

 したがいまして、地方におきましては引き続き厳しい財政運営が迫られるものと思われますが、

新年度を迎えるに当たり、改めて「めざす未来は豊かな高山村とそこに暮らす村民の幸せ」を目指

して、職員とともに全力で取り組んでまいりますので、引き続き議員各位並びに村民の皆様の御支

援、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 今定例会に提案いたしました案件は、令和６年度当初予算（案）など全部で25件であります。十

分御審議いただき、議決を賜りますようお願い申し上げまして、招集の御挨拶といたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 これから本日の会議を開きます。 

 本日の日程は、お手元に配りました印刷物のとおりです。 

 

──────────────────────────────────── 

日程第１ 会議録署名議員の指名 

○議 長（西原澄夫議員） 
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 日程第１ 会議録署名議員の指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第126条の規定によって、４番 梨本 進議員、５番、沖島祥介議

員及び６番 髙井央葉議員を指名します。 

 

──────────────────────────────────── 

日程第２ 会期の決定 

○議 長（西原澄夫議員） 

 日程第２ 会期の決定についてを議題とします。 

 お諮りします。 

 本定例会の会期は、本日から３月15日までの16日間にしたいと思います。 

 御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 異議なしと認めます。 

 会期は、本日から３月15日までの16日間に決定しました。 

 

──────────────────────────────────── 

日程第３ 諸般の報告 

○議 長（西原澄夫議員） 

 日程第３ 諸般の報告を行います。 

 それぞれの委員長から前定例会から今定例会までの間に行った所管事務の調査についての報告が

あり、別紙のとおりお手元に配りましたので、報告します。 

 監査委員から11月、12月及び１月分の執行した出納検査について報告があり、別紙のとおりお手

元に配りましたので、報告します。 

 前定例会会議後に議員の派遣を議長において別紙のとおり決定しておりますので、報告します。 

 広報担当職員による写真撮影を会議規則第102条によって許可しましたので、報告します。 

 これで諸般の報告を終わります。 

 

──────────────────────────────────── 

日程第４ 承認第１号 

～  

日程第28 議案第22号 

○議 長（西原澄夫議員） 



－6－ 

 日程第４ 承認第１号 専決処分した条例の承認を求めることについて（高山村手数料条例の一

部を改正する条例）から日程第28、議案第22号 令和６年度高山村下水道事業会計予算までの25件

を一括議題とします。 

 本案についての提案の理由説明を求めます。 

─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 令和６年度一般会計予算案をはじめとする各議案の御審議をいただくにあたり、私の村政運営に

向けての所信の一端と、主要施策の概要を申し上げ、議員各位並びに村民の皆様の御理解と御協力

をお願いする次第であります。 

 まず始めに、令和５年度を振り返ってみますと、昨年の５月８日からは、新型コロナウイルスの

感染症法上の位置づけが「５類」に移行されたことから、行動制限がなくなり、外出機会が増加す

るとともに、インバウンド事業の回復などによりサービス産業を中心に昨年度前半の日本経済は良

好に推移いたしました。 

 しかしながら、物価高が個人消費にもたらす影響は大きく、加えて物価上昇率に賃金の上昇率が

追いつかず、国民の消費や投資が停滞することで、日本経済がデフレに後戻りすることが懸念され

ておりました。 

 こうした状況を踏まえ、政府は、昨年11月７日に「デフレ完全脱却のための総合経済対策」を決

定し、物価高から国民生活を守るための対策や持続的賃上げと所得向上対策など経済対策となる５

本の柱を掲げ、新たなステージに向けて取組が進められております。 

 一方、本村におきましては、村民の皆様が一日も早く明るい日常生活に戻れるよう、活力ある村

政運営を行うとともに、きめ細かな施策を着実に実施する中で、希望に満ちた生活が送れるよう努

めてまいったところであります。 

 こうした中で、私は人づくりを柱に据えて「豊かな高山村とそこに暮らす村民の幸せ」を目指し、

職員とともに現場主義に徹し、50年先、100年先を見据えて村づくりに当たる中で、人口減少問題

に取り組むとともに、農業・商工業・観光振興等により活力ある村づくりを進めるため、「第六次

高山村総合計画」に沿って事業を円滑に推進してきたところでございます。 

 中でも活力とにぎわいのある村づくりを進めるため、にぎわいの場創出事業として山田牧場の施

設整備に着手するとともに、将棋の第81期名人戦を山田温泉に誘致し、本村において藤井聡太竜王

が史上最年少で７冠を達成されたことにより、全国の皆さんに高山村を知っていただくことができ

ました。 

 また、前年度において、原油価格や物価高騰等に直面する全村民に対し、国の交付金等を活用し

て水道基本料金の減免や、65歳以上の高齢者世帯等への燃料券の配布を始め、低所得世帯や子育て

世帯への給付金の支給などにより真に村民の皆様に寄り添った行政運営に努めてまいりました。 
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 加えて防災拠点の機能強化やゼロカーボンの実現に向けて、保健福祉総合センターに再エネ設備

を整備したほか、高山分署の高規格救急自動車を更新し、安全安心な村づくりを推進してまいりま

した。 

 そのような状況の中で、新年度はにぎわいの場創出事業において、山田牧場の施設整備計画の実

現に向けて、村内を訪れる観光客の皆さんの滞在時間を増やしてまいりたいと考えております。 

 また、自然災害などあらゆる災害に強い「安心・安全な村づくり」を最重要課題に位置づけると

ともに、子育て支援策の充実による「幸せな村」をはじめ、村民の皆様が誇れる、そして訪れるお

客様に満足していただける「誰からも愛される村」、さらには安定した果樹産業や村内の商工業事

業者等への支援を強化した「各産業が充実した村」、また、お客様でにぎわう「活力ある元気な村」

を柱として積極的な村政運営に取り組んでまいりますので、今後ともなお一層の御支援、御協力を

賜りますようお願い申し上げます。 

 以下、主な施策につきまして順次その概要を申し上げます。 

 まず初めに、「活力とにぎわいのある産業のむら」について申し上げます。 

 本村の基幹産業であります農業は、「高山村産りんご」としてブランド化されておりますが、農

業従事者の高齢化や担い手の減少などにより樹園地の面積が減少し、生産量の確保が課題となって

おります。 

 このような状況を踏まえ、農業委員会やＪＡなどと連携を図り、農地中間管理機構事業等を活用

し、認定農業者や認定新規就農者など経営の規模拡大を目指す担い手農家の皆さんへの農地集積を

図るとともに、「りんご」、「ぶどう」等の苗木の更新や棚資材の導入等を支援し、生産量の確保

に努めてまいります。 

 また、新規就農を目指す皆さんを村外から積極的に受け入れるため、就農相談会の開催を始め農

業体験の実施に加えて、新規就農者の農業技術や営農初期の農機具整備等への支援など経費の負担

軽減を図りながら、新規就農者の確保に努めてまいります。 

 さらに、熊やイノシシなどの有害獣から農作物や人命を守るため、地域の皆さんによる恒久電気

柵等の維持管理が負担となってきておりますことから、維持管理交付金を増額するほか、電気柵周

辺の緩衝帯整備等を進め、地域の皆さんの負担軽減を図りながら適正な維持管理に努めてまいりま

す。 

 将来を見据えた魅力ある農業の基盤づくりにつきましては、果樹栽培に適した自然条件など地域

の特性を生かした営農を確立するため、農業生産を支える圃場や農道整備のほか、水路や排水路等

地域の実情に応じたきめ細かな農業生産基盤施設を始め、生産・販売施設や新規就農希望者等の宿

泊滞在型研修施設等の整備が一体的に実施できるよう、新たな県営事業の導入に向けて地域要望等

を踏まえ、整備構想の策定に着手してまいります。 

 林業振興では、森林景観保全の観点から、被害の拡大が懸念される「松くい虫の防除対策」につ
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いて、引き続き重点的に駆除を実施してまいりますほか、台風等風倒木による停電を防ぐため、森

林環境譲与税を財源に県道沿いの支障木等を伐採するとともに、私有林の間伐を促進するため、そ

の費用の一部を助成してまいります。 

 商工業の振興につきましては、コロナ禍と物価高騰による影響を受けた商工・観光事業者等を支

援するため、引き続きプレミアム付き商品券発行事業を支援するとともに、県の「中小企業振興資

金」等の融資に伴う利子補給や信用保証協会保証料の負担などを支援してまいります。 

 観光振興につきましては、私の公約であります「にぎわいの場構想」を実現するため、山田牧場

にハイキングコース等の施設整備を実施してまいります。 

 また、本年５月末に、本村で開催予定の「第79期本因坊戦」を支援してまいりますほか、冬期の

観光振興や村内労働者の雇用に大きく寄与する山田牧場スキー場の索道の緊急修繕を支援するとと

もに、テレビ番組の制作や鉄道会社と連携した観光ＰＲ活動を実施するなどして本村の知名度アッ

プを図ってまいります。 

 次に、「笑顔あふれる健康・福祉のむら」について申し上げます。 

 少子化問題は、社会経済の根幹を揺るがしかねない喫緊の課題であります。子どもは社会の希望

であり、地域の宝であります。村の将来を担う子どもを安心して産み育てることのできる環境を整

備し、子どもたちが健やかに育つことのできる社会の実現を目指して、引き続き結婚から妊娠、出

産、子育て、教育に至るまでのライフステージに応じた総合的な少子化対策のほか、子育て世帯包

括支援センターにおける相談体制の充実に努めてまいります。 

 また、少子化の一因と言われております未婚化や晩婚化の対策として、「長野県婚活支援センタ

ー」と連携する中で、結婚相談事業を実施するほか、村の社会福祉協議会や商工会と連携し、婚活

イベントを開催するなど、出会いの場の確保に努めてまいります。 

 さらに、結婚を機に村内に定住される皆さんには、結婚祝金を支給するほか、住宅建設や賃貸料、

引越費用を補助するなど結婚に伴う経済的な負担軽減を図るとともに、人口の流出防止と定住を促

進してまいります。 

 子育て支援につきましては、引き続き出産祝金の支給や不妊治療費を助成するほか、子育て応援

交付金事業の実施や、新たに子育てに関する情報をプッシュ型で提供できるアプリを導入するほか、

４歳未満児の家庭に対し、おむつ購入費を助成するなど子育て世帯の経済的な負担軽減を図ってま

いります。 

 さらに、家庭で保育を行っている保護者が都合により保育できない場合、保護者代わって登録し

た「保育提供者」が保育を行う「ファミリーサポートセンター」の充実に努め、子育て世帯を支援

してまいります。 

 保育園につきましては、多様化する保育ニーズに的確に対応するため、たかやま保育園の受入れ

体制やＩＣＴを活用した保育園運営などの取組のほか、３歳未満児の発達段階に応じてきめ細かな
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安全で安心な離乳食の提供を継続してまいります。 

 また、村独自で３歳から５歳児の副食費を引き続き全額公費負担し、子育て世帯の経済的な負担

軽減を図ってまいります。 

 高齢者施策につきましては、民生児童委員を始め地域の関係者の皆さんと連携を図りながら、独

り暮らし高齢者に対する見守り活動や配食サービスを活用した安否確認等を継続実施するとともに、

高齢者のごみ出しを支援する「高山村ふれあい収集事業」などによって、高齢者の皆さんが安心し

て暮らせる地域づくりに努めてまいります。 

 障がい者施策につきましては、障がいをお持ちの方が、社会や地域で自立してあらゆる活動に参

画いただけるよう社会福祉協議会や須高地域総合支援センター等の関係機関と連携を図るとともに、

須高３市町村で共同設置する「須高地域成年後見支援センター」を拠点に相談体制の充実を図り、

センターの利用促進を図ってまいります。 

 健康づくり・医療につきましては、定期的な健康診査や各種検診等の受診を勧奨し、一人ひとり

に合った健康増進のための相談・指導の充実を図るとともに、疾病の早期発見、早期治療を促進し、

医療費の抑制に努めてまいります。 

 また、高山診療所を始め他の医療機関や近隣自治体と連携し、安心して医療を受けることができ

る診療体制の充実に努めてまいります。 

 次に、「豊かな自然と共生する安全・快適なむら」について申し上げます。 

 「高山村景観条例」を始め、「日本で最も美しい村」連合や「志賀高原ユネスコエコパーク」の

理念に沿って、豊かな自然環境の保全に努めるとともに、「エネルギーの地産地消」や「温室効果

ガスの大幅削減」、「気候変動などへの対応」の取組を展開し、「気候エネルギー自治」の確立に

努めてまいります。 

 また、「住宅用蓄電池システムの設置」に係る支援を継続して行うほか、さらなる再生可能エネ

ルギーの活用を図るため、村の防災拠点のうち高山中学校に太陽光発電設備や蓄電池設備等を整備

してまいります。 

 生活基盤の根幹であります道路交通網の整備につきましては、幹線道路網整備計画や橋梁長寿命

化修繕計画に沿って、引き続き安全性を重視した生活道路の確保に努めてまいります。 

 また、通学路の歩道整備としましては、「村道荒井原紫２号線」の工事を継続し、児童生徒等の

安全な歩行空間の確保を図ってまいりますほか、冬期間における道路の安全確保を図るため、歩行

型除雪機の地域配備を推進し、狭隘道路における除雪体制の一層の充実に努めてまいります。 

 移住・定住の促進につきましては、賃貸住宅の少ない本村において、昨年実施した村が空き家を

借り受け改修後に移住者等に貸し出す「空き家活用住宅設置事業」を継続するほか、45歳以下の若

者が親との同居を機に住宅の購入等に係る費用を助成することにより、人口増加と世代間の支え合

いを推進してまいります。 
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 また、増加傾向にある空き家対策につきましては、地域おこし協力隊員とともに、空き家バンク

の登録を推し進めるほか、空き家の購入等に係る費用の助成や個別相談会、移住者交流会を開催す

るなどして、個々の問題や意向把握に努め、空き家の適正管理と利活用を促進してまいります。 

 公園の整備及び充実につきましては、ＹＯＵ游ランドを始め、福祉公園など施設や遊具に係る安

全点検を行うとともに、適正な維持管理に努め、公園を利用される皆様の満足度の向上を図ってま

いります。 

 上下水道につきましては、水道水の安定供給と下水道の適正処理のため、施設の計画的な整備に

より長寿命化を図ってまいります。 

 また、農業集落排水事業特別会計及び下水道事業特別会計につきましては、令和６年度から下水

道事業会計として会計の一本化を図るとともに、公営企業会計へ移行し、経営の健全化に努めてま

いります。 

 治山・治水対策につきましては、防災・減災対策として引き続き駒場地区の排水対策工事を継続

し、大雨等による被害の拡大防止に努めてまいります。 

 安心で快適に暮らせるための公共交通の確保につきましては、令和５年度に策定した「第２期地

域公共交通計画」に沿って、高山村公共交通協議会を始め、利用される皆様の声をお聞きしながら

誰もが利用しやすい公共交通システムの構築を図ってまいります。 

 村民生活の安全・安心の確保につきましては、今なお地震や大雨による土砂災害、火山噴火など

の大規模な自然災害が全国各地で発生しておりますことから、本村におきましても「令和元年東日

本台風」や「令和６年能登半島地震」の検証結果を踏まえ、今後の集中豪雨や地震等による自然災

害に備えるとともに、自主防災組織の皆さんと実践的な防災訓練等を通して、引き続き危機管理・

防災意識の醸成に努めてまいります。 

 また、常備消防における救急及び消防力の強化を図るとともに、予防消防等の充実を図るため、

老朽化した高山分署の指令車を更新してまいります。 

 さらに、地域における消防力の向上と地域の安全・安心を守る消防団員の活動を支援するため、

老朽化した小型動力ポンプを始め、ホースや器具箱等も順次更新し、消防・防災体制の強化を図っ

てまいります。 

 次に、「一人ひとりが輝く教育、文化・スポーツのむら」について申し上げます。 

 村では、教育委員会との相互連携を図り、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づ

き設置した「総合教育会議」や「教育大綱」に沿って、教育行政の推進に努めてまいります。 

 保育園・学校教育につきましては、子どもたちが生きる力を身につけ、個性や創造性を伸ばしな

がら次代を担う人材として成長できるよう、保育園から中学校まで一貫した教育体系の整備充実に

より学力の向上を図るとともに、保育園・学校・家庭・地域が一体となって「信州型自然保育」の

充実に努め、園児の健やかな成長や保護者の皆様に寄り添った安心できる保育所運営に努めてまい
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ります。 

 小学校では、令和５年度に改訂した小学校３・４年生の社会科等の副読本を令和６年度から活用

し、村のすばらしい自然や文化・産業などについての学習を深め、ふるさと高山村に愛着を持って

もらうことかできるよう努めてまいります。 

 一方、中学校では、引き続き社会や数学の学習支援員を配置し、生徒の学力の向上を図るととも

に、心の悩みを抱えた生徒の相談や不登校ぎみな生徒を支援するための支援員を配置するなど基本

的な生活習慣や学習習慣の向上に取り組んでまいります。 

 また、教育現場において効果的なＩＣＴの活用が図られるようデジタル教科書や学習用教材を活

用するなど時代に対応できる人材の育成に向けた学校教育を積極的に推進してまいります。 

 さらに小中学校入学時の入学祝金やテスト経費、総合的な学習の時間等に係るバスの運行経費、

緊急連絡システムの経費などを引き続き公費負担してまいります。 

 学校給食費につきましては、令和５年度一食当たり161円の公費負担を実施してまいりましたが、

令和６年度からは私の公約の一つであります児童生徒一食当たり平均301円、年間６万200円を全額

公費負担することとし、保護者の経済的な負担軽減を図るとともに、学校給食の質の確保と充実に

努めてまいります。 

 一方、高校生に対しましては、奨学金の貸与をはじめ、村内の定期路線バスの利用者を対象に定

期券購入費の70％を助成し、保護者の経済的な負担を軽減するとともに、バス利用の促進を図って

まいります。 

 生涯学習・文化の向上・スポーツの推進につきましては、村民の皆様一人ひとりが心豊かに生き

がいを持って生活を送っていただける環境づくりが極めて大切であります。このため老朽化が進む

公民館につきましては、学びの場・憩いの場として現代の生活スタイルを取り入れたホールや図書

室機能の充実を図るため、早期に具体化し施設の改修工事に向けて準備してまいります。 

 また、文化財の保護や地域の伝統芸能などの継承、スポーツ少年団や部活動の地域移行など小中

学生との関わりなど少子高齢化の影響により地域において新たな課題が見えており、これまで培わ

れてきた歴史から学び、地域の特性をどう生かしていくのか、村民の皆様の御協力をいただきなが

ら、必要な活動が次の世代に引き継がれるよう支援してまいります。 

 また、新年度は隔年で開催しております「文化祭」の年に当たりますので、文化協会と連携を深

める中で、文化活動に携わる皆さんの発表の場として、また村民の皆さんが音楽や絵画などの文化

に親しむことのできる場として、地域文化の向上に努めるとともに、人とのつながりや地域の活動

を再認識していただく機会となるよう努めてまいります。 

 次に、「ともに創る参画と協働のむら」について申し上げます。 

 村民の皆様とともに策定いたしました「第六次高山村総合計画」に基づき、その将来像でありま

す「ずっと住みたい また訪れたい いいね信州高山」の村づくりに向けて全力を傾注するととも
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に、後期５か年計画の策定を進めてまいります。 

 また、国が定めた「第二期まち・ひと・しごと創生総合戦略」を踏まえ、令和２年度を初年度と

する第二期高山村総合戦略を推進してまいりましたが、令和６年度をもって本計画が終了すること

から、５か年の効果検証を行うとともに、次期総合戦略の策定を進め、関係人口の創出や拡大、子

育て支援や定住・移住促進事業等の施策を通じて人口減少に歯止めがかかるよう努めてまいります。 

 加えて、国が示す「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」のビジョンに沿って、行政サ

ービスのオンライン化等を進め業務の効率化を図るとともに、住民サービスの向上に努めてまいり

ます。 

 一方、行財政運営につきましては、地方交付税などが不透明で増額が見込めない中、「自律して

持続可能な魅力ある村づくり」を実現するため、税などの収納率の向上や住民との協働による村づ

くりを一層推進しながら、積極的に行財政改革を進めてまいります。 

 また、本村の特産品等を返礼品とする「ふるさと納税」につきましては、品目の拡充等を図り、

高山村をさらに応援していただけるよう努めてまいります。 

 最後に村政運営に当たりましては、村民の皆様との協働による村づくりを推進するため、「ブロ

ック行政懇談会」や「出前いろり端会議」、「気軽に村長室」や「きらめきポスト」等を通じて、

村民の皆様のご意見等をお聞きするとともに、広報紙や行政無線、ホームページなど広報・広聴の

充実に努めてまいります。 

 村民の皆様におかれましては、可能な範囲で村づくりに参画していただきますよう御理解と御協

力をお願い申し上げます。 

 今後とも本村発展のために職員とともに一層の情熱を傾け、村民の皆様のための村政運営に努め

てまいる所存であります。 

 議員各位を始め、村民の皆様のなお一層の御理解と御協力を賜りますようお願い申し上げまして、

村政の運営方針といたします。 

 なお、提案いたしました議案のうち、条例等につきましては副村長から、予算につきましては、

総務課長からそれぞれ説明申し上げますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────藤沢副村長。 

○副村長（藤沢敏和） 

 承認第１号から議案第14号までの17件について、一括して御説明申し上げます。 

 承認第１号 専決処分した条例（高山村手数料条例の一部を改正する条例）の承認を求めること

について申し上げます。 

 本案は、戸籍法の一部改正に伴う「地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部を改正する

政令」等が令和５年12月６日に公布され、戸籍謄本等の広域交付を行う際の手数料等を本年３月１
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日までに改正する必要が生じたため、地方自治法第179条第１項の規定に基づき専決処分したので、

同条第３項の規定により報告し、承認を求めるものであります。 

 承認第２号 専決処分した予算（令和５年度高山村一般会計補正予算（第７号））の承認を求め

ることについて申し上げます。 

 本案は、降雪量の増加に伴い、除雪事業に要する経費に不足分が生じたため専決処分したもので、

歳入歳出それぞれ3,600万円を追加し、当初予算からの累計額を50億4,025万5,000円としたもので

あります。 

 同意第１号 固定資産評価審査委員会の委員の選任につき同意を求めることについて申し上げま

す。 

 本案は、固定資産評価審査委員会の委員であります涌井富生さんの任期が、来る３月29日に満了

となりますことから、後任に高山村大字中山130番地、中沢尚夫さんを選任したいので、地方税法

の規定に基づき、議会の同意をお願いするものであります。 

 議案第１号 長野広域連合規約の変更について申し上げます。 

 本案は、長野広域連合が運営する「特別養護老人ホーム豊岡荘」、「戸隠中央デイサービスセン

ター」及び「戸隠在宅介護支援センター」を本年４月１日付で社会福祉法人に移管することに伴い、

長野広域連合規約の一部を変更するため、連合長より協議があったので、地方自治法の規定に基づ

き議会の議決をお願いするものであります。 

 議案第２号 長野広域連合における財産の処分について申し上げます。 

 本案も議案第１号と同様に、長野広域連合が運営する「特別養護老人ホーム豊岡荘」、「戸隠中

央デイサービスセンター」及び「戸隠在宅介護支援センター」を本年４月１日付で社会福祉法人に

移管することに伴い、「特別養護老人ホーム豊岡荘」の土地、建物及び物品類を始め、「戸隠中央

デイサービスセンター」及び「戸隠在宅介護支援センター」の物品類を移管先法人へ譲渡するため、

連合長より協議があったので、地方自治法の規定に基づき議会の議決をお願いするものであります。 

 議案第３号 印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例について申し上げます。 

 本案は、「デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律」が令和３年５月19日

に公布され、「電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律」の一部

が改正されたことに伴い、個人番号カード所持者について電子証明書のスマートフォンへの搭載に

より、コンビニ交付における各種証明書の取得が可能とされたことから、条例の一部を改正するも

のであります。 

 議案第４号 高山村個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例

について申し上げます。 

 本案は、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部を

改正する法律」が令和５年６月９日に公布され、「行政手続における特定の個人を識別するための
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番号の利用等に関する法律」の一部が改正されたことに伴い、規定を整備する必要が生じたため、

条例の一部を改正するものであります。 

 議案第５号 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例について申し上げます。 

 本案は、「地方自治法の一部を改正する法律」が令和５年５月８日に公布され、会計年度任用職

員に対して令和６年度から勤勉手当の支給が可能とされたことに伴い、本村では一般職職員の支給

月数に準じて勤勉手当を支給するに当たり、育児休業の会計年度任用職員についても同様の扱いと

するため、条例の一部を改正するものであります。 

 議案第６号 高山村特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例について申し上げます。 

 本案は、「母体保護法施行規則等の一部を改正する内閣府令」が令和５年12月26日に公布され、

「特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに子ども・子育て支援施設等の運営に関する基

準」の一部が改正されたことに伴い、この基準を参酌し、条例の一部を改正するものであります。 

 議案第７号 高山村消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例について申し上げます。 

 本案は、「非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令の一部を改正する政令」が本年

２月９日に公布され、非常勤消防団員等及び消防作業従事者の損害補償に係る補償基礎額が本年４

月１日から引き上げられることに伴い、基準政令に準じて損害補償基礎額を改定するため、条例の

一部を改正するものであります。 

 議案第８号 高山村介護保険条例の一部を改正する条例について申し上げます。 

 本案は、「高山村第九期介護保険事業計画」に基づき、第１号被保険者に係る保険料率の改定に

合わせ、介護保険法施行令の一部改正により、低所得者の保険料上昇の抑制を図る観点などから、

第１号被保険者に係る保険料区分を国と同様の13段階に見直すことに伴い、条例の一部を改正する

ものであります。 

 議案第９号 高山村指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例等の一部を改正する条例について申し上げます。 

 本案は、「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省

令」が公布され、「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」等が一部

改正されたことに伴い、基準を参酌し、関連する４条例の一部を改正するものであります。 

 議案第10号 高山村営水道条例等の一部を改正する条例について申し上げます。 

 本案は、「生活衛生等関係行政の機能強化のための関係法律の整備に関する法律」の制定により、

水道法の一部が改正され、現在厚生労働省が所管する水道整備・管理行政を社会資本整備等におい

て専門的な能力・知見を有する国土交通省に移管されるほか、水質基準の策定等については、環境

省に移管されることに伴い、関連する２条例の一部を改正するものであります。 

 議案第11号 高山村水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例について申し上げます。 
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 本案は、総務大臣通知による「公営企業会計の適用の更なる推進」の要請に基づき、農業集落排

水事業特別会計及び下水道事業特別会計を地方公営企業法の全部適用により高山村下水道事業会計

として公営業会計に移行するとともに、会計移行に伴う規定の整備に当たっては、高山村水道事業

の設置等に関する条例に追加規定するため、条例の一部を改正するものであります。 

 議案第12号 下水道整備基金条例を廃止する条例について申し上げます。 

 本案は、本年４月１日に農業集落排水事業特別会計及び下水道事業特別会計を公営企業会計に移

行することに伴い、一般会計において基金を保有する必要がなくなったことなどから、本年３月31

日をもって条例を廃止するものであります。 

 議案第13号 下水道事業特別会計条例等を廃止する条例について申し上げます。 

 本案も本年４月１日に農業集落排水事業特別会計及び下水道事業特別会計を公営企業会計に移行

することに伴い、「農業集落排水事業特別会計条例」、「下水道事業特別会計条例」、「高山村農

業集落排水施設管理運営基金条例」及び「高山村下水道施設管理運営基金条例」の４条例を本年３

月31日をもって廃止するものであります。 

 議案第14号 辺地に係る総合整備計画について申し上げます。 

 本案は、奥山田地区の辺地に係る総合整備計画を変更したいので、「辺地に係る公共的施設の総

合整備のための財政上の特別措置等に関する法律」の規定に基づき、議会の議決をお願いするもの

であります。 

 以上、条例案等17件について一括して御説明申し上げましたが、十分に御審議の上、議決を賜り

ますようお願い申し上げまして、提案説明といたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 しばらく休憩します。 

 ただいまから議場内の換気のため、15分間休憩します。 

 会議は午前11時15分に再開します。 

午前11時00分  休 憩 

──────────────────────────────────── 

午前11時15分  再 開 

○議 長（西原澄夫議員） 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

─────宮川総務課長。 

○総務課長（宮川裕明） 

 議案第15号から議案第22号までの８件について、一括して御説明を申し上げます。 

 議案第15号 令和６年度高山村一般会計予算について申し上げます。 

 この会計の予算総額は45億4,600万円で、前年度の当初予算と比較して0.6％の増であります。 
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 歳入の主なものは、村税では、個人住民税で定額減税により減収となるものの、法人村民税で設

備投資などによる償却資産の増収などを考慮して、前年度並みの７億889万4,000円といたしました。 

 地方譲与税では、森林環境譲与税の増額を見込み7.8％増の5,849万3,000円を計上いたしました。 

 地方消費税交付金では、地方財政見通し及び社会保障財源分の増額を見込み11.8％増の１億

5,200万円といたしました。 

 地方特例交付金では、個人住民税の定額減税分を国が補塡するため、1,252.3％増の3,245万

6,000円を計上いたしました。 

 地方交付税につきましては、地方財政見通し等を踏まえ、1.1％増の18億4,400万円といたしまし

た。 

 使用料及び手数料では、ふれあいの湯などの温泉施設の前年度実績利用者数等を勘案し、1.2％

増の7,309万4,000円といたしました。 

 国庫支出金につきましては、道路改良事業に伴う防災・安全社会資本整備交付金や公共施設の再

エネ設備導入事業に係る二酸化炭素排出抑制対策事業費補助金などが減額となったことに伴い、

4.2％減の４億1,788万2,000円といたしました。 

 県支出金につきましては、地籍整備推進調査費補助金や児童手当負担金などが増額となったもの

の県議会議員選挙費委託金などが減額となったことに伴い、0.2％減の２億2,215万3,000円といた

しました。 

 寄附金につきましては、前年度同額の１億400万1,000円といたしましたほか、繰入金につきまし

ては、ふるさと創生基金繰入金や道路橋梁施設整備基金繰入金の増などにより5.2％増の２億9,855

万円といたしました。 

 諸収入につきましては、分収造林地の除伐事業等に係る森林研究・整備機構受託事業収入や学校

給食費を全額公費負担とすることなどに伴い、6.1％減の１億2,221万1,000円といたしました。 

 村債につきましては、高井運動広場の照明器具のＬＥＤ工事や北部トレセン階段改修工事に伴う

緊急防災・減災事業債が増となったものの、千本松排水路施設工事や不動川改修工事の完了に伴い、

緊急自然災害防止事業債の減などに伴い、6.7％減の４億140万円といたしました。 

 次に、歳出につきましては、各款ごとに主なものを申し上げます。 

 まず、総務費におきましては、総務管理費の一般管理費で、宿直業務の民間警備会社への代行業

務や公共施設の図面・設計図書などをデータ化するための公文書電子化など委託料に1,793万3,000

円計上、文書広報費では、「広報たかやま」や行事カレンダーなど印刷製本費に810万円計上、財

政管理費では、地方公会計財務４表作成に係る地方公会計業務委託料に170万5,000円計上、財産管

理費では、山田牧場旧バス停解体撤去工事費や役場第２会議室空調設備更新工事費など工事請負費

に363万円を計上、公共施設改良費では、災害時の防災拠点施設及び指定避難所となります高山中

学校に太陽光発電設備や蓄電池設備等を整備する公共施設再エネ設備等整備事業として２億8,000
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万円、指定避難所である北部トレーニングセンターの階段等の改修や駐車場の整備を行う公共施設

改修事業として2,213万2,000円を計上いたしました。 

 企画費では、第六次総合計画後期基本計画策定や総合戦略策定など委託料に1,180万円、太陽光

発電や住宅用蓄電池システム等設置に係る地球にやさしい住宅用エネルギー設備等設置費補助金

300万円、高山村ふるさと景観育成寄附金事業に4,893万円計上、情報化推進費では、ケーブルテレ

ビ「たかやまチャンネル」の番組制作委託料に594万円計上、諸費では自治区施設整備等補助金に

677万9,000円計上、基金費ではふるさと納税寄附金を積み立てるため、ふるさと創生基金積立金に

１億円、村営住宅等の適正な管理等を図っていくため、高山村営住宅等基金積立金に978万5,000円

を計上、徴税費の賦課徴収費では、税業務全般に係るリームスシステム使用料や個人住民税システ

ム使用料など電算使用料に1,370万4,000円計上、戸籍住民基本台帳費では、コンビニ交付システム

保守料など電算委託料1,771万3,000円、戸籍システム使用補修委託料として919万6,000円を計上、

選挙費では任期満了に伴う村長選挙一般経費に834万9,000円を計上いたしました。 

 統計調査費では、農林業センサスなど指定統計調査実施に係る統計調査一般経費に240万1,000円

計上。 

 民生費におきましては、社会福祉費の社会福祉総務費で、須高地域成年後見支援センター業務委

託料350万5,000円、社会福祉協議会助成金1,501万4,000円、定住促進結婚祝金に100万円、介護保

険特別会計繰出金１億975万3,000円計上、高齢者福祉費では、高齢者等公共交通ＩＣカード利用者

負担金121万3,000円、老人福祉施設措置費902万4,000円、寝たきり高齢者等家庭介護手当318万

8,000円、シニアクラブの加入者促進を支援するため、シニアクラブ育成事業に132万円計上、障害

者福祉費では、障害者医療費特別給付金1,921万4,000円、重度心身障害者家庭介護手当83万円、人

工透析等患者見舞金190万円、障害者自立支援給付費２億2,349万5,000円、地域生活支援事業給付

費に211万4,000円計上、社会福祉施設費では、高齢者福祉センターの指定管理料943万8,000円、ふ

れあい号奥山田牧線及び支線交通運行委託料や地域間幹線系統路線運行補助金など公共交通事業に

6,688万8,000円計上、地域包括支援センター費では、介護予防サービス計画作成委託料に283万

1,000円計上、保健福祉費では、後期高齢者医療広域連合医療給付費負担金に8,175万1,000円、国

民健康保険特別会計繰出金に4,493万3,000円、後期高齢者医療特別会計繰出金に2,710万3,000円を

計上いたしました。 

 児童福祉費の児童福祉総務費では、高校３年生相当の18歳までの医療費負担を軽減する乳幼児等

医療費特別給付金に1,206万7,000円、新たに子育て世帯ショートステイ事業委託料として９万

8,000円計上、児童手当費では令和６年10月から高校生まで支給が拡充される児童手当に9,666万円、

４歳未満の乳幼児に対しおむつ購入費を助成する乳幼児おむつ購入助成金に240万円、出産祝金91

万円、３歳未満児の乳幼児を日中、家庭で育児する保護者の皆さんを対象に村内で利用できる商品

券を支給する家庭育児給付金に100万円計上、保育所運営費では、村外の保育所へ通園する園児の
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保育所運営費委託料498万5,000円、私立幼稚園等へ通園する園児の幼保無償化に伴い、子育てのた

めの施設等利用給付交付金に133万2,000円計上、児童福祉施設費では、給食材料費に985万2,000円、

児童クラブ事業に1,378万8,000円計上、子育て支援センター費では、子育て支援センター事業など

1,487万円計上、子育て世代包括支援センター費では、子育て世代包括支援センター事業など378万

4,000円を計上いたしました。 

 災害救助費では、災害備蓄品など災害救助一般経費に182万4,000円を計上、人権推進費では、部

落解放協調団体活動補助金120万円、男女共同参画社会づくり計画見直しに係る委員報酬やいきい

きフォーラムの開催など男女共同参画推進事業に35万8,000円を計上いたしました。 

 衛生費におきましては、保健衛生費の保健衛生総務費でＥＶ軽自動車の公用車購入費に350万円、

地域医療福祉ネットワーク推進事業負担金99万8,000円、保健補導員会補助金に30万円、難病患者

等見舞金に39万円を計上、予防費では、肺がん検診などのほか、後期高齢者の基本健康診査など健

康診査事業に1,967万6,000円、乳幼児の定期予防接種、高齢者のインフルエンザやコロナウイルス

予防接種など感染症予防事業に2,044万3,000円、水中運動などヘルスアップ事業に42万7,000円計

上、母子衛生費では、妊婦一般健康診査委託料199万4,000円、妊娠期から出産・子育て世帯への相

談支援の充実と経済的支援を行う出産子育て応援交付金として210万円計上、公園費ではＹＯＵ游

ランドプール棟天井照明の改修や游々亭下屋修繕などの修繕費に511万1,000円、雪と光の祭典補助

金200万円、福祉公園事業で噴水広場花壇や看板修繕などの修繕費に71万5,000円計上、診療所費で

は、診療所特別会計繰出金に3,014万8,000円計上、環境衛生費では、高山村ふれあい収集事業委託

料49万5,000円、長野広域連合負担金1,821万3,000円、須高行政事務組合負担金1,730万6,000円、

狂犬病予防事業に52万6,000円、防犯対策事業に56万2,000円計上、浄化槽費では合併浄化槽設置補

助金47万4,000円を計上いたしました。 

 清掃費の清掃総務費では、廃棄物収集所設置補助金に152万円計上、塵芥処理費では、一般廃棄

物収集委託料に1,934万4,000円、一般廃棄物処理委託料に1,145万円、可燃ごみ処理費負担金に714

万6,000円を計上いたしました。 

 上水道費の上水道施設費では、上水道事業会計繰出金に1,712万8,000円を計上いたしました。 

 労働費におきましては、労働諸費でＵＩＪターン就業・創業移住支援事業補助金に100万円、協

調融資預託金に500万円を計上いたしました。 

 農林水産事業費におきましては、農業費の農業振興費で優良農地の保全を図るため、日本型直接

支払制度多面的機能支払事業に1,412万2,000円、有害鳥獣駆除対策の強化を図るため、鳥獣被害防

止機器の購入や電気柵維持管理交付金など「自ら守ろう農作物」推進事業に766万6,000円、日本型

直接支払制度中山間地域等直接支払事業に2,065万7,000円、新規就農者への支援など担い手育成事

業に1,327万3,000円、最先端農業実証実験などＩＣＴを活用したスマート農業促進事業に384万

8,000円、新規就農を目指す皆さんを対象に農作業体験の受入れを行う就農促進事業に82万6,000円、
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農作業支援等を行う地域営農支援事業に235万8,000円計上、畜産業費では、山田牧場放牧推進事業

補助金や公共牧場利用促進事業補助金など畜産業一般経費に508万8,000円計上、園芸振興費では、

りんご、ぶどう及びワインぶどうの苗木等購入に係る補助金や、農家の収入減少を補塡する収入保

険への加入補助金など園芸振興事業に654万2,000円、遊休荒廃農地対策事業に188万5,000円計上、

農地費では基幹水路改修工事など農道水路等維持管理事業に158万2,000円、下水道事業会計繰出金

に3,295万6,000円計上、地力増進施設費では、生ごみ保管庫等のシャッター修繕や老朽化した建設

機械等の修繕など地力増進施設事業に952万3,000円を計上いたしました。 

 林業費の地籍調査費では、高井４区の地籍調査など地籍調査事業に2,117万6,000円計上、林業振

興費では、村有林の下草刈りや作業道開設など森林造成事業委託料1,073万6,000円、恒久電気柵の

緩衝帯整備委託料495万円、松くい虫の森林病害虫防除対策事業に1,947万6,000円、森林研究・整

備機構受託事業委託料に2,000万円計上、林道費では維持管理工事請負費など林道維持管理事業に

449万円を計上いたしました。 

 商工費におきましては、商工業振興費で、県信用保証協会保証料215万円、高山まつり補助金400

万円、物価高騰で落ち込んだ村内経済活性化ため、商工会の「プレミアム付き」商品券発行事業に

2,000万円、創業を目指す起業家への創業支援事業補助金100万円、金融機関預託金3,000万円計上、

観光費では、観光協会補助金320万7,000円、桜まつり補助金350万円、スキー場緊急対策事業に

1,930万円、奥山田温泉の維持管理費等の支援として温泉開発事業特別会計繰出金1,500万円、蕨温

泉ふれあいの湯の施設管理委託料や公衆浴場清掃委託料など、蕨温泉ふれあいの湯事業に3,314万

7,000円、山田温泉大湯事業に1,819万9,000円、信州高山アンチエイジングの里スパ・ワインセン

ター事業に444万円、観光客の滞在時間を増やすための「にぎわいの場」を創出するため、山田牧

場にハイキングコースを整備する工事請負費など、にぎわいの場創出事業に4,580万4,000円、地域

おこし協力隊支援事業補助金など地域おこし協力隊（観光振興）事業に357万9,000円を計上し、消

費者行政推進費では、消費生活センター広域連携負担金や迷惑電話防止機器購入補助金など消費者

行政推進一般経費に37万6,000円を計上いたしました。 

 土木費におきましては、土木管理費の土木総務費で、県の急傾斜地崩壊対策事業工事負担金に

500万円計上、道路橋梁費の道路橋梁総務費では、道路台帳整備委託料262万9,000円、防犯街路灯

設置工事請負費470万4,000円を計上、道路維持費では、安全安心な道路交通の確保を図るため、道

路修繕事業に2,419万8,000円、冬期間における良好な道路環境を維持するため、除雪事業に3,425

万5,000円、協働の村づくりを進める道路おてんま支援事業に140万円計上、道路新設改良費では、

村道駒場５号線ほか排水対策工事や村道藤沢線道路改良工事のほか、村道水中久保２号線舗装工事

など道路新設改良事業に２億523万8,000円を計上いたしました。 

 下水道費では、下水道事業会計繰出金に8,162万5,000円計上、住宅費では村営住宅の長寿命化修

繕計画に基づき、給湯器を更新するなど修繕費に198万5,000円、就農おためし住宅事業に58万
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6,000円、住宅耐震補強工事補助金やブロック塀除却事業補助金など住宅耐震化事業に127万5,000

円、空き家の利活用を促進するため、村が空き家を借り上げ、リフォームして貸し出しするための

空き家改修工事請負費や空き家活用推進事業助成金、空き家バンク成約奨励金など空き家対策事業

に1,607万4,000円、また空き家バンク登録家屋の掘り起こしや移住者支援等に関する地域おこし協

力隊１名の人件費287万円を計上、むらづくり推進費では、景観形成事業補助金126万7,000円、移

住・定住を推進する若者住宅建設促進事業助成金に215万円を計上いたしました。 

 消防費におきましては、常備消防費で高山分署の指令車更新を含む広域消防事務委託料や消防防

災航空隊負担金で、常備消防一般経費に１億5,876万9,000円計上、非常備消防費では、消防団員の

報酬や出動報償費のほか、分団交付金など非常備消防一般経費に2,921万1,000円計上、消防施設費

では、消防用備品購入費など消防施設一般経費に722万3,000円、防火水槽を修繕する消防施設等整

備事業に506万円を計上、災害対策費では高山村地域防災計画策定委託料や地区防災計画策定支援

業務委託料のほか、防災備蓄倉庫内の照明設備のＬＥＤ化に伴う防災資機材等備蓄施設工事請負費

など災害対策一般経費に957万9,000円を計上いたしました。 

 教育費におきましては、教育総務費の教育委員会費で、小中学校外国語授業のためのＡＬＴを配

置するなど語学指導等を行う外国青年招致事業に475万9,000円を計上いたしました。 

 小学校費の学校管理費では、ＧＩＧＡスクール構想に基づき、ＩＣＴ授業支援員を配置するため

のＩＣＴ業務委託料や電子黒板、プロジェクター及びパソコンなどの機器リース料、小学校入学祝

金など小学校管理一般経費に4,344万4,000円計上、きめ細かな学習のための学習支援員や障がいを

持つ子どものための看護師配置など、会計年度任用職員人件費に3,094万3,000円計上、教育振興費

では、定期テスト及び総合テスト購入代として消耗品費や遠距離通学児童のための自動車借上料な

ど小学校教育振興一般経費に284万6,000円、一般教材備品や図書購入で小学校教育振興備品購入事

業に106万8,000円を計上いたしました。 

 中学校費の学校管理費では、小学校費と同様にＧＩＧＡスクール構想に基づきＩＣＴ授業支援員

を配置するためのＩＣＴ業務委託料などのほか、電子黒板、プロジェクター及びパソコンなどの機

器リース料、職員室等の空調設備整備工事費や中学校入学祝金など中学校管理一般経費に8,437万

1,000円計上、きめ細かな学習のための学習支援員や不登校支援員、部活動指導員の配置など会計

年度任用職員人件費に1,608万7,000円計上、教育振興費では、小学校費と同様に定期テストの購入

費や印刷製本費のほか、遠距離通学生徒のための自動車借上料など中学校教育振興一般経費に257

万1,000円、吹奏楽部で使用するチューバなどの一般教材備品や図書の購入など中学校教育振興備

品購入事業に192万7,000円を計上いたしました。 

 社会教育費の公民館費では、自動火災通報設備の修繕費や文化協会補助金など公民館一般経費に

687万円、分館長協力報償費や分館活動補助金など広報・普及活動事業に580万9,000円、二十歳の

つどいや青年健全育成推進大会など生涯学習推進事業に374万6,000円計上、文化財保護費では、歴
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史民俗資料館の館内燻蒸業務委託料など歴史民俗資料館経費に328万5,000円、一茶館の施設の維持

管理費や離れ家茅葺屋根ふき替えに向けた原材料購入費など一茶ゆかりの里一般経費に1,037万

1,000円、一茶ゆかりの里俳句大会や個人コレクション展など一茶ゆかりの里企画展経費に188万

9,000円計上、人権教育推進費では、人権教育総合推進地域事業による人権教育の推進や人権教育

指導員の配置など742万2,000円計上、保健体育費の保健体育総務費では、体育協会や総合型スポー

ツクラブへの活動の支援など保健体育総務一般経費に696万円計上、体育施設費では、高井運動広

場夜間照明施設のＬＥＤ化に伴う設計委託料や施設改修工事請負費及び須高広域プール負担金など

体育施設一般経費で5,588万2,000円計上、給食施設費では、施設の維持管理に伴う給食施設一般経

費に1,605万9,000円、安全安心な地元食材を活用したおいしい給食を提供するため、給食材料費に

2,766万円を計上、高等学校費では高校生定期券補助金181万2,000円を計上いたしました。 

 次に、議案第16号 令和６年度高山村国民健康保険特別会計予算について申し上げます。 

 この会計の予算総額は８億9,193万2,000円で、前年度当初予算比6.7％の増であります。 

 歳出の主なものは、保険給付費で６億6,269万6,000円、国民健康保険事業費納付金で２億695万

円を計上し、歳入では、国民健康保険税、県支出金及び繰入金など所要額を計上いたしました。 

 議案第17号 令和６年度高山村診療所特別会計予算について申し上げます。 

 この会計の予算総額は7,701万3,000円で、前年度当初予算比1.7％の増であります。 

 歳出の主なものは、総務費で5,559万4,000円、医業費で1,239万8,000円を計上し、歳入では診療

収入、繰入金など所要額を計上いたしました。 

 議案第18号 令和６年度高山村介護保険特別会計予算について申し上げます。 

 この会計の予算総額は７億8,160万円で、前年度当初予算比1.9％の増であります。 

 歳出の主なものは、居宅介護サービス等給付費など保険給付費で７億4,399万円、地域支援事業

費で2,744万5,000円を計上し、歳入では保険料、国庫支出金及び支払基金交付金、県支出金、繰入

金など所要額を計上いたしました。 

 議案第19号 令和６年度高山村後期高齢者医療特別会計予算について申し上げます。 

 この会計の予算総額は１億1,265万9,000円で、前年度当初予算比15.4％の増であります。 

 歳出の主なものは、総務費で106万3,000円、後期高齢者医療広域連合納付金で１億1,149万4,000

円を計上し、歳入では、後期高齢者医療保険料及び繰入金など所要額を計上いたしました。 

 議案第20号 令和６年度高山村温泉開発事業特別会計予算について申し上げます。 

 この会計の予算総額は5,166万3,000円で、前年度当初予算比40％の増であります。 

 歳出の主なものは、山田温泉給湯事業では、わな場送湯管布設替工事を、奥山田温泉給湯事業で

は、温泉揚湯用２号ポンプオーバーホールや源泉井戸内パイプのスケール除去工事など温泉給湯事

業費で5,075万6,000円を計上し、歳入では、使用料及び手数料、繰入金など所要額を計上いたしま

した。 
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 議案第21号 令和６年度高山村上水道事業会計予算について申し上げます。 

 この業務の予定量は給水戸数で2,750戸、年間総給水量は78万4,750㎥、１日平均給水量は2,150

㎥であります。 

 収益的収入及び収益的支出の予定額は、水道事業収益で１億1,937万8,000円で、水道事業費用は

１億1,569万5,000円であります。 

 また、資本的収入は4,353万1,000円、資本的支出は7,985万5,000円で、主なものは資本的支出に

おいて山田温泉減圧槽更新工事など建設改良費で3,654万3,000円を計上いたしました。 

 議案第22号 令和６年度高山村下水道事業会計予算について申し上げます。 

 この業務の予定量は、特定環境保全公共下水道事業の接続戸数で1,500戸、年間総処理水量は36

万7,000㎥、農業集落排水事業の接続戸数は750戸、年間総処理水量は20万2,000㎥であります。 

 収益的収入及び収益的支出の予定額は、下水道事業収益で１億4,516万4,000円で、下水道事業費

用は１億4,385万6,000円であります。 

 また、資本的収入は１億4,333万9,000円、資本的支出は２億1,262万5,000円で、主なものは資本

的支出において駒場・牧地区管渠整備事業実施設計業務委託料や千曲川流域下水道負担金など建設

改良費で9,009万7,000円を計上いたしました。 

 以上、一般会計及び特別会計等８件について御説明申し上げましたが、十分に御審議いただき議

決を賜りますようお願い申し上げまして、提案説明といたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 しばらく休憩します。 

午前11時48分  休 憩 

──────────────────────────────────── 

午後０時00分  再 開 

○議 長（西原澄夫議員） 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 これから承認第１号に対する質疑を行います。 

 質疑ありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 
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 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから承認第１号 専決処分した条例の承認を求めることについて（高山村手数料条例の一部

を改正する条例）を採決します。 

 本案は、承認することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、承認することに決定しました。 

 これから承認第２号に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから承認第２号 専決処分した予算の承認を求めることについて（令和５年度高山村一般会

計補正予算（第７号））を採決します。 

 本案は、承認することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、承認することに決定しました。 

 これから同意第１号について質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 お諮りします。 

 本案については、討論を省略し、採決したいと思います。 

 御異議ありませんか。 
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（「異議なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 異議なしと認めます。 

 同意第１号については、討論を省略し、採決することに決定しました。 

 これから同意第１号 固定資産評価審査委員会の委員の選任につき同意を求めることについてを

採決します。 

 この採決は起立によって行います。 

 本案は、同意することに賛成の方は、起立願います。 

（起立11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 起立全員です。 

 本案は、同意することに決定しました。 

 これから議案第１号に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第１号 長野広域連合規約の変更についてを採決します。 

 本案は、原案のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、原案のとおり可決されました。 

 議案第２号に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 
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 これから討論を行います。討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第２号 長野広域連合における財産の処分についてを採決します。 

 本案は、原案のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、原案のとおり可決されました。 

 これから議案第３号から議案第13号までの11件について一括質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 お諮りします。 

 ただいま議題となっております議案第３号から議案第13号までの11件については、お手元に配り

ました議案付託表のとおり所管の常任委員会に付託することにしたいと思います。 

 御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 異議なしと認めます。 

 議案第３号から議案第13号までの11件については、議案付託表のとおり所管の常任委員会に付託

することに決定しました。 

 

議 案 付 託 表 

議               案 付 託 委 員 会 

議案第３号 印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例 

議案第４号 高山村個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例 

      の一部を改正する条例 

議案第５号 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

議案第６号 高山村特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に 

総 務 文 教 

常 任 委 員 会 
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      関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

議案第７号 高山村消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

議案第12号 下水道整備基金条例を廃止する条例 

議案第８号 高山村介護保険条例の一部を改正する条例 

議案第９号 高山村指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営 

      に関する基準等を定める条例等の一部を改正する条例 

議案第10号 高山村営水道条例等の一部を改正する条例 

議案第11号 高山村水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

議案第13号 下水道事業特別会計条例等を廃止する条例 

福 祉 産 建 

常 任 委 員 会 

 

○議 長（西原澄夫議員） 

 お諮りします。 

 ただいま所管の常任委員会に付託しました議案第３号から議案第13号までの11件については、会

議規則第45条第１項の規定によって３月12日までに審査を終了するよう期限をつけることにしたい

と思います。 

 御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 異議なしと認めます。 

 議案第３号から議案第13号までの11件については、３月12日までに審査を終了するよう期限をつ

けることに決定しました。 

 議案第14号については、後日審議としたいと思います。 

 御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 異議なしと認めます。 

 議案第14号については、後日審議することに決定しました。 

 これから議案第15号から議案第22号までの８件について一括質疑を行います。 

 質疑ありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 お諮りします。 
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 ただいま議題となっております議案第15号から議案第22号までの８件については、お手元に配り

ました議案付託表のとおり予算決算審査特別委員会に付託することにしたいと思います。 

 御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 異議なしと認めます。 

 議案第15号から議案第22号までの８件については、議案付託表のとおり予算決算審査特別委員会

に付託することに決定しました。 

 

議 案 付 託 表 

議               案 付 託 委 員 会 

議案第15号 令和６年度高山村一般会計予算 

議案第16号 令和６年度高山村国民健康保険特別会計予算 

議案第17号 令和６年度高山村診療所特別会計予算 

議案第18号 令和６年度高山村介護保険特別会計予算 

議案第19号 令和６年度高山村後期高齢者医療特別会計予算 

議案第20号 令和６年度高山村温泉開発事業特別会計予算 

議案第21号 令和６年度高山村上水道事業会計予算 

議案第22号 令和６年度高山村下水道事業会計予算 

予算決算審査 

特 別 委 員 会 

 

○議 長（西原澄夫議員） 

 お諮りします。 

 ただいま予算決算審査特別委員会に付託しました議案第15号から議案第22号までの８件について

は、会議規則第45条第１項の規定によって、３月12日までに審査を終了するよう期限をつけること

にしたいと思います。 

 御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 異議なしと認めます。 

 議案第15号から議案第22号までの８件については、３月12日までに審査を終了するよう期限をつ

けることに決定しました。 

 

──────────────────────────────────── 
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日程第29 発議第１号 

○議 長（西原澄夫議員） 

 日程第29 発議第１号 高山村議会委員会条例の一部を改正する条例を議題とします。 

 本案についての趣旨説明を求めます。 

─────10番 山嵜秀治議員。 

○10番（山嵜秀治議員） 

 ただいま議題となっております発議第１号 高山村議会委員会条例の一部を改正する条例の趣旨

説明をさせていただきます。 

 さきの10月臨時会において特別委員会として設置した予算決算審査特別委員会は、議会の議決を

経て付議された予算決算に関わる所管事務の審査、調査を行うもので、今後における議会の権能強

化と行政の複雑化、専門家に即応するため、地方自治法第109条に基づき所管事務の審査、調査の

権限を与えられている常任委員会に移行するものです。 

 常任委員会は、所管事務の調査を与えられた固有の権限であり、議会会期中に限らず常任委員会

独自の判断により所管事項の現場調査や審査等を自主的に行うことができることから、予算及び決

算に関わる事業の適正かつ的確な行政執行及び行政効果の評価を図ることができるようになります。

これにより一部改正する条例には、予算及び決算に関わる事項の審査や調査を行う新たな常任委員

会を設置し、審査、調査を対象とした所管事務事項及び委員定数を加えるものであります。 

 新たな常任委員会の名称については、他市町村において同様の常任委員会を設置している例に沿

い、その呼称に合わせ予算決算常任委員会とするものであります。 

 議員各位におかれましては、適切な御判断の上、賛同されますようお願い申し上げて、趣旨説明

とさせていただきます。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 これから発議第１号について質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから発議第１号 高山村議会委員会条例の一部を改正する条例を採決します。 
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 この採決は起立によって行います。 

 本案は、原案のとおり決定することに賛成の方は、起立願います。 

（起立11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 起立全員です。 

本案は、原案のとおり決定されました。 

──────────────────────────────────── 

○議 長（西原澄夫議員） 

 以上で本日の日程は全て終了しました。 

 明日３月１日から４日までの４日間は休会とします。 

 来る５日は午前10時から本会議を開き、一般質問を行います。 

 本日はこれにて散会します。 

午後０時11分  散 会 

                                  

 地方自治法第123条第２項の規定により署名する。 

          令和６年２月29日 

                 高山村議会議長  西 原 澄 夫 

 

                 署 名 議 員  梨 本   進 

 

                 署 名 議 員  沖 島 祥 介 

 

                 署 名 議 員  髙 井 央 葉 
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令和６年第１回高山村議会３月定例会一般質問目次 

 

令和６年３月５日（火曜日） 

 

９番 松本 茂議員 ………………………………………………………………………………………33 

   第３セクターによる農業振興公社の設立について 

 

10番 山嵜秀治議員 ………………………………………………………………………………………37 

   給付型奨学金について 

   上下水道施設、住宅の耐震化について 

   介護保険について 

 

３番 滝澤 聖議員 ………………………………………………………………………………………49 

   高山村果樹産業の更なる支援策について 

   有害鳥獣駆除費用の公平な負担額について 

 

８番 湯本辰雄議員 ………………………………………………………………………………………57 

   各種助成金について 

   子供医療費の完全無料化について 

 

６番 髙井央葉議員 ………………………………………………………………………………………64 

   村内小中学校女子トイレに生理用品設置に向けて 

   村民有志団体が主催する『イベント』を村としてどう考えるか 

   高山村ホームページのリニューアルとさらなる活用を 

   香害についての村の対応は 

 

11番 黒岩清道議員 ………………………………………………………………………………………81 

   高山村の大災害の防災について 

   地域おこし協力隊について 
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令和６年第１回高山村議会３月定例会会議録（第２号） 

 

令和６年３月５日（火曜日） 

                                  

    議 事 日 程 

日程第１ 一般質問 

──────────────────────────────────── 

    本日の会議に付議した事件 

１ 一般質問 

──────────────────────────────────── 

    質 問 し た 者 

９番 松 本   茂 議員       10番 山 嵜 秀 治 議員 

３番 滝 澤   聖 議員       ８番 湯 本 辰 雄 議員 

６番 髙 井 央 葉 議員       11番 黒 岩 清 道 議員 

──────────────────────────────────── 

    出 席 議 員（12名） 

１番 久保田 雄 吉 議員       ２番 勝 山 正 弘 議員 

３番 滝 澤   聖 議員       ４番 梨 本   進 議員 

５番 沖 島 祥 介 議員       ６番 髙 井 央 葉 議員 

７番 柴 田 弘 男 議員       ８番 湯 本 辰 雄 議員 

９番 松 本   茂 議員       10番 山 嵜 秀 治 議員 

11番 黒 岩 清 道 議員       12番 西 原 澄 夫 議員 

──────────────────────────────────── 

    欠 席 議 員（なし） 

──────────────────────────────────── 

    説明のため出席した者 

村 長 内 山 信 行  副 村 長 藤 沢 敏 和 

教 育 長 澁 谷 茂 夫  総 務 課 長 宮 川 裕 明 

住民税務課長 

(会計管理者) 
西 原 一 美  健康福祉課長 堀   一 生 

産業振興課長 小 渕 義 彦  
建設水道課長 

(定住支援室長) 
荒 井 孝 浩 

教 育 次 長 

(人権推進室長) 
山 﨑 久 志    

──────────────────────────────────── 
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    事務局出席職員 

事 務 局 長 山 嵜 賢 一  書 記 槇 田 和 子 

                                  

 

午前10時00分  開 議 

○議 長（西原澄夫議員） 

 これから本日の会議を開きます。 

 

──────────────────────────────────── 

諸般の報告 

○議 長（西原澄夫議員） 

 日程に先立ち、諸般の報告を行います。 

 感染症対策により、１時間を目安に換気及び質問席、答弁席の消毒のため休憩を取り、議事進行

したいと思います。 

 テレビ中継のほかに、質問者のカメラ撮影を許可しましたので、報告します、 

 これで諸般の報告を終わります。 

 

──────────────────────────────────── 

日程第１ 一般質問 

○議 長（西原澄夫議員） 

 日程第１ 一般質問を行います。 

 順番に発言を許します。 

─────９番 松本 茂議員。 

○９番（松本 茂議員） 

 質問前に一言御挨拶申し上げます。本年１月１日に能登半島を震源とするマグニチュード7.6の

大震災が発生。石川県発表によります２月19日現在で232人の死亡と22人の安否不明者の方がおら

れます。亡くなられました皆様の御冥福と安否不明になられておられます方々が早期発見されます

ようお祈り申し上げます。また、被災され、避難生活されています１万4,000人の皆様には健康に

十分注意していただくことと、ライフラインの整備など一刻も早い復旧・復興が実現できますよう

祈念申し上げます。 

 それでは、質問に移ります。 

 第三セクターによる農業振興公社の設立についてです。 

 本村の農業振興について。飯綱町では農業後継者不足や荒廃農地の解消を図るため飯綱町ふるさ
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と振興公社を立ち上げ、直売所運営（３店舗）、飲食店（そば店）の運営、りんごジュースなどの

農産物加工所の運営など事業を展開しております。 

 高山村でも第三セクターによる会社等を立ち上げて、農業後継者の不足解消、それから農産物直

売所の運営による雇用創出や耕作農地の拡大につながると考えますが、第三セクターによる会社等

を設立するお考えはありますか、御答弁願います。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 第三セクターによる農業振興公社の設立についてお答えいたします。 

 国が平成27年に実施した2015農林業センサスでは、村内の農業を主に従事する基幹的農業従事者

数は718人でありましたが、５年後の2020農林業センサスでは149人減の569人となっております。

この2020農林業センサスの従事者数569人のうち、70歳以上の従事者数は全体の58％に当たる328人

で、このうち80歳以上の従事者数は40％に当たる124人ということから、本村では従事者数が減少

する中で高齢者の皆さんによって農業が支えられている状況であります。 

 また、農業委員会の農地利用状況調査によりますと、村内の耕作放棄地や遊休地のほか、草刈り

などの保全管理をしている令和元年度の合計面積は119haであったものが、４年後の令和５年度に

は147haと28ha増え、24％の増加率となっております。 

 このようなことから、本村の農地の総面積は759haでありますので、５分の１となる19％の農地

が耕作されておりません。特に、本村の果樹栽培はこれまでりんごが中心でありましたが、高収益

が期待できる生食のぶどう栽培が増加傾向にあり、りんごの成木は伐採され、りんごの生産量が

年々減少しております。このように本村の農業の現状は農産物価格の低迷や就業形態の変化等によ

り農業後継者が減少するとともに、農業従事者の高齢化が急速に進行し、栽培面積や生産量が大幅

に減少してきております。 

 村ではこれらの課題に対処すべく、農業に従事していただく方を増やすため、45歳未満の若い農

業者を対象に国の農業次世代人材投資資金を活用するとともに、村単独で55歳未満までの農業者を

対象に農業研修費や農地、農業機械の賃借料、農業共済掛金等やＩターン者向けの住宅の修繕費、

転入経費及び農業関係の高校や大学等を卒業された方の奨学金返還に対する補助を行っております。

このほか都市部等で開催される就農相談会へ積極的に参加し、本村の新規就農支援制度の説明に加

え、村単独による果樹等の農作業を行う就農体験会を開催し、担い手の確保に努めているところで

あります。 

 これによりまして、平成18年度から令和５年度までの19年間で、村外から高山村に移住またはＵ

ターンなどにより就農された方は36名おられますので一定の成果と受け止めておりますが、さらな

る新規就農者や定年帰農者のほか、農業後継者の増加策を図っていかなければ村の将来の農業を支
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えていくことは難しいものと考えております。 

 そこで、農業振興公社の設立についてのお尋ねでありますが、本村の基幹産業であります農業は

りんごやぶどうなどの果樹栽培を中心に、安全で安心なおいしい農産物の産地として市場関係者や

消費者の皆さんから高い評価をいただいております。 

 このようなことから、ＪＡでは本村の果樹栽培の特徴は標高差と寒暖差を利用した適地適作によ

る果樹の複合栽培が可能であるとしており、農作業の分散や収益の安定化のほか、凍霜害などの災

害リスクの軽減が図れ、果樹栽培に適した自然条件に恵まれた地域であり、温暖化の影響に対応で

きる果樹産地として大いに期待できると言われております。 

 このため新規就農を目指す移住者や定年帰農者などのほか、農業に関心のある方や農業への参入

を目指す企業などに、優れた自然条件の特徴を持つ将来性のある本村の果樹栽培などの魅力や収益

性などを推奨するための研修を始め、相談業務や営農指導などを行い、農家数の安定確保と技術力

や経営の向上を支援する施設や体制の整備を県やＪＡなどと連携して強化する必要があると、この

ように思っております。 

 また、成木のりんご園はすぐに収益が見込まれるため、伐採されることのないよう樹園地を借り

受け、優良農地を維持し、新規就農希望者等に仲介する機関の整備により産地を維持していくこと

が必要であるとも思っております。 

 さらに、農家の繁忙期となる摘果や摘粒などの時期に労働力不足を補うため、農家以外の多様な

人材を農業ヘルパーとして斡旋できるよう、農業技術を習得する機関もなくてはならないと考えて

おります。 

 また、大型機械利用組合では高山村営農支援センターと連携して、水稲の機械産業や耕作放棄地

対策として麦や大豆、そばの播種から収穫等の作業に係る農業機械の作業を農家から受託しており

ますが、オペレーターが不足しているため、オペレーターを養成する機関も必要となっております。 

 このほか、地域の電気柵の除草などが高齢化などにより難しくなってきている現状にある中で、

作業の受託先が課題となっていることから、新規就農者などの収入の確保と定年後の新たな雇用先

となる機関が望まれております。 

 このような課題に取り組むために、村としては農業委員やＪＡのほか、りんご部会などの生産者

団体や農業関係団体などで組織している高山村営農支援センター推進協議会において、営農支援セ

ンターの業務の充実と労働力の確保の場となる第三セクターによる法人化について、関係者間で研

究し検討してまいりたい、このように考えております。 

 しかしながら、議員お話の直売所や飲食店等の経営については、地産地消や六次産業化の推進に

とって重要と思っておりますが、利益の追及が求められますことから民間活力による経営が好まし

いのではないかと考えており、慎重に検討する必要があると思っておりますので、よろしくお願い

いたします。 
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○議 長（西原澄夫議員） 

─────９番 松本 茂議員。 

○９番（松本 茂議員） 

 再質問させていただきます。 

 農業者の高齢化や後継者がいない、こんな現状を解決する目的で、飯綱町ふるさと振興公社が有

限会社組織で飯綱町、それからＪＡながの、サンクゼールが出資する第三セクターの会社でござい

ます。そこでは遊休荒廃農地、あるいは遊休地のところへそばをまいたりして、そばを作り、それ

から製粉工場を越こし、それでそば店を経営するというような一連の農業の六次産業化ですね。そ

ういうようなこともなされているわけですね。 

 それから、りんごとかりんごの剪定とか、あるいは田植え作業。高山村は大型機械ございますけ

れども、そんなようなこともなされているわけです。もちろん、これは利益を追及するといっても、

そんなに農業のことですから大きな利益は出ないんです。出ないけれども、農地を守るという観点

からすると、この事業はやっていかないと困る。農地がどんどん荒廃農地になっていって困っちゃ

うんですね、高山村自体でも。 

 高山村のりんごの直売所は、旧高山農協の時代から直売施設として、ずっとこういうふうに安定

した形で評判が高いです。こういういいところをまた継続したり、それから蕨温泉、それから八滝、

雷滝、この直売所はコロナの関係もあったせいかもしれませんが、非常に休業が続いていると。貸

し出しているけれども休業が続いているというようなこともございます。それで、運営されて、委

託されています奥山田委員会さんですかね。休業状態になっているようなところもあるというふう

に私は認識しているんですが。 

 それから、営農に関して言いますと、大型機械組合、薬調施設、フクイハラコンポ等、これも非

常に高山村のカラーの出ている、自然農法に適した有機肥料を作成しているというような、こんな

すばらしいところはないと思います。こういうものを大切にして、それで高山村のカラーの、高山

村のこの高低差を利用した果樹栽培、いろいろな品種が高く売れてもいいんじゃないかというよう

な気しているわけです。 

 一番はやはり地域が高齢化してきている。後継者の見通しが立たない現状に歯止めをかけるため

に、移住者だけでは間に合わないと。ここで団塊の世代の人が一気にいなくなるわけですね。そう

した場合に、それを対処していくには、やはり第三セクターで起業を起こして、それで農業をやる

会社をつくって、それに対処していくという手も一つ大事なことじゃないかと思うんです。この点

について、完成できれば、このにぎわいの場構想や道の駅とか生産物直売所に一着する、できるこ

とと思います。 

 それで、第三セクターによる企業化というのは、高山村の知名度を上げるとともに、産業の発展

に必要不可欠の事業と考えているわけなんですが、この点についてもう一度、答弁お願いします。 
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○議 長（西原澄夫議員） 

─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 再質問にお答えします。 

 今、答弁申し上げましたことは、いわゆる高山村の農業が危機的な状況になっている。そのため

に第三セクターを立ち上げる必要があると、このように申し上げたつもりであります。ですから、

今の議員の再質問についてはそのことについてですので、私が申し上げたのと第三セクターの立ち

上げは全くイコールですので、そこについては何ら矛盾はないと思いますので、御理解をよろしく

お願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────９番 松本 茂議員。 

○９番（松本 茂議員） 

 ただいま村長さんが述べられたとおりの形であるということであれば、企業化を含めて、また大

型機械さんの関係とかいろいろな方と検討なされて、ひとつよろしく御理解していただきたいと思

います。 

 以上で質問を終わります。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 以上で松本 茂議員の質問を終わります。 

─────10番 山嵜秀治議員。 

○10番（山嵜秀治議員） 

 ３項目質問します。 

 初めに、給付型奨学金についてでありますが、この件につきましては、昨年12月議会で沖島議員

も質問をされておられますが、私からも改めて質問をさせていただきます。 

 教育費の重い負担を軽減することは、多くの皆さんの願いではないでしょうか。家計を応援し、

子育て支援にもつながります。憲法では、教育の機会均等をうたっており、どんな経済的条件でも

平等に教育を受ける権利があることを保障しております。そして、世界は大学などの高等教育の無

償化へ大きく前進をしております。 

 今、大学の初年度納入金は国立大学で81万7,800円、私立大学では平均135万7,000円になってい

るといいます。その一方で、奨学金は貸与性、貸付けが中心で、しかもその半分が有利子となって

いるのです。この結果、学生の３人に１人が平均300万円の借金を背負って社会に出ていて、その

総額は約10兆円近くになるといいます。 

 学生や保護者の負担能力を超えた高い学費のためにバイト漬け、バイトが必修、これが当たり前

の状態になっています。家族などからの仕送りは、全国大学生協連盟の調査では、1980年以降、最
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少になっているといいます。ちなみに1982年の国立大学の授業料は21万6,000円、入学金は10万円

合わせて31万6,000円でした。1990年代からの30年は失われた30年とも言われ、これは政権与党も

認め、労働者の賃金が増えていない、こうした状態が続いています。授業期間中にもアルバイトを

する学生は全学生の４分の３になっていて、バイトに追われる学生生活の改善は当事者の学生にと

っても大学にとっても、卒業生を受け入れる企業や社会にとっても待ったなしの課題といえるので

はないでしょうか。 

 日本の高等教育への国内総生産ＧＤＰ費は、経済協力開発機構ＯＥＣＤ加盟国平均の半分以下、

ＯＥＣＤ加盟国では最下位クラスをずっと続けております。その結果、50年というスパンで見ると、

学費は国立大学で50倍、私立大学で10倍になっています。経済の長期にわたる低迷で、親世代の賃

金が増えなくなると、国は若者に借金をさせる方向を強化することとしました。2000年代には有利

子の奨学金が増えて、奨学金の貸与総額は15年間で２倍に膨れ上がり、先ほども述べましたように

10兆円ということになったのです。 

 日本も批准している国際人権規約は「高等教育は無償教育の前進的な導入により、能力に応じ、

全ての者に対して均等に機会が与えられるものとする」としております。学費を値下げして、無償

に進むことは世界標準の教育政策で、世界でも異常な高学費は50年間もの長い間にわたって学費値

上げを繰り返してきた政治の責任であります。 

 国の助成で国公立、私立、全ての学費を半分に、そして入学金を廃止する。奨学金は借金から給

付へと大転換する。10兆円にも上る若い世代の借金、奨学金返済を半額に減額する。こうしたこと

を多くの皆さんとともに求めていきたいと思うところであります。こうしたことを国に求めながら

も、地方自治体としても給付型奨学金制度を創設し、若者を応援すべきと思います。 

 そこで伺います。 

 村が実施しております奨学金制度、無利子でありますが、この利用状況はいかがでしょうか、お

願いをいたします。北佐久郡の立科町では、令和６年度、来年度から町独自の給付型奨学金制度を

創設し、実施することとしております。採用予定人数は大学８人以内、短期大学・専修学校及び高

等専門学校の４年次に進級予定４人以内。支給額は月額３万5,000円、年額では42万円。資格要件

は、立科町に住所を有し、かつ実家があり、保護者が居住する者の子弟、子女であること。経済的

理由により就学が困難で、就学意欲が高く、将来、立科町の発展に貢献しようとする意志のある学

生であること、この２点です。 

 ６年度、大学８名、短期大学等４名を内定されたということで、町長は10年間は続けると、この

ように表明されているということであります。立科町の令和２年度の人口は6,700人台で、ほぼほ

ぼ本村と同程度です。本村でもこうした給付型奨学金制度の創設を考えることが必要だと思います

が、いかがでしょうか、答弁をお願いします。 

○議 長（西原澄夫議員） 
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─────澁谷教育長。 

○教育長（澁谷茂夫） 

 給付型奨学金についてお答えをいたします。 

 奨学金制度は、経済的に困難な場合であっても意欲のある学生の就学する機会が奪われないよう

にするためにつくられた制度であります。そのため、学生の能力を引き出し、社会に生かす仕組み

として国や県を始め各自治体では様々な奨学金制度の取組がされており、本村では無利子による奨

学金制度を運用しております。 

 一方で、日本経済はデフレ状態が長引き、経済が停滞したことから個人所得が伸び悩み、子ども

の貧困問題などが大きな問題となり、さらにコロナ禍において学生の就学の困難さがさらに増大し

たことなどから、奨学金の返済が学生自身の将来に負債となって残る現実についても大きくクロー

ズアップされております。 

 そこで、まず初めに村独自の奨学金制度の利用状況についてのお尋ねでありますが、平成26年か

ら現在まで奨学金の貸与を受けた学生数は年度ごとに若干の違いはありますが、この直近の10年間

の平均では年間20人ほどが貸与を受けておられます。このうち、当該年度に新規で奨学金を申し込

まれた方は平均約５人ほどで推移しております。また、奨学金を返済されている社会人の皆さんは

この10年間で大きな変動はなく、年間平均で約45人であります。 

 次に、給付型奨学金制度の創設についてでありますが、先ほど議員からお話がありましたように、

立科町におきましては「立科っ子給付型奨学金制度」が令和６年度に創設され、運用されるようで

ありますが、この制度は経済的な理由や、将来、町の発展に貢献しようとする意志のある学生に対

し給付する奨学金であります。 

 一方、県においては「信濃の学生応援奨学金」として、将来、長野県に様々な形で貢献しようと

する意志を持つ学生に給付型の奨学金制度を設けているほか、国では日本学生支援機構が月に１万

7,500円から７万5,800円まで、通学形態や国公立及び私立、または大学・短大・専門学校に合わせ

た給付型の奨学金制度を導入しております。 

 このような中で、奨学金制度を含めた様々な子どもたちに対する支援はそれぞれの自治体ごとに

多様であり、本村においては様々な形で子育て支援を実施しているところでございます。このよう

なことから、本村におきましても様々な支援の中で総合的に検討してまいりたいと考えております

が、現在のところ給付型奨学金の導入は大変難しいものと思っておりますので、御理解を賜わりま

すようよろしくお願い申し上げます。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山嵜秀治議員。 

○10番（山嵜秀治議員） 

 再質問します。 
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 世界では給付型奨学金が主流となっています。スロベニア、イタリア、フィンランド、ハンガリ

ー、スペイン、フランスなどはほぼほぼ100％が給付型、ドイツで80％弱、アメリカ70％弱、韓国、

ここでも40％強、これが給付型奨学金です。先ほど教育長は、国の制度あるいは県の制度等述べら

れましたが、現状において日本は奨学金の約５％以下というのが給付型奨学金の現状です。 

 先ほど立科町の例をお示ししましたが、立科町、人口はほぼほぼ本村と同程度、一般会計予算の

総額においても、令和２年度で40億強でありまして、そう大きく変わらない。そうしたところでも、

学生たちの現状を鑑みて、大学で８名、短期大学で４名、既に内定をされて、次年度６年度から給

付型奨学金を始められます。授業料や入学金が高騰を続けている中での今、奨学金ローンになって

しまっているわけです。 

 先ほど給付型奨学金制度の創設は難しいと言われましたが、今、学生が村の奨学金も含めて、奨

学金ローンにつかってしまっている。この現状を何とか改善しようと思うことが必要ではないかと

思います。 

 教育長は、今、学生が奨学金ローンになってしまっている、この現状というものをどのように捉

えておられますか。大変なことだというふうにお考えですか。改善したいとこのようにお考えです

か。その点、お願いします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────澁谷教育長。 

○教育長（澁谷茂夫） 

 先ほど答弁をさせていただいたように、奨学金の返済が学生の将来に負債となっている現状、こ

れは本当に社会問題であるというふうに認識をしております。大きな問題であるというふうに感じ

ておるところであります。 

 その一方で、子育て支援は立科町を始め、どの自治体もそれぞれの課題や目指すところがあり、

取り組まれているというふうに思っております。本村においても様々な子育て支援とともに、その

特徴を考えて、総合的に考えていくことが必要ではないかなというふうに思っています。 

 ほかの自治体の施策について、その内容以外について申し上げることは多少、躊躇があるわけで

はありますけれども、立科町では、今、議員がお話しされましたように、４年制の大学の給付は８

名以内、短大等２年制では４名以内というような人数の枠の中で、成績証明、小論文、所得証明等

の提出物により選考されるようであります。基準が明確であるかという点も含めて、１人当たり大

きな額を一部の皆さんに支給するというようなこととなり、公平性がどう担保されるかどうかとい

うようなことについても考えていく必要があるのかなというふうに思っております。 

 進学を志す方の中で比較的に経済的に余裕のある方、それから余裕のない方にとっても、誰にと

っても給付はありがたいというふうに思われますが、所得の低い方を優先していくことについて理

解をするところであります。今、議員が申されますように、このことについては大変重いことであ
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るというふうに思っております。この所得の基準も含めて、また将来、地域への貢献度のもくろみ

とどう関係していくのか、またこの公平性をどう保つのか難しいところを感じるところであります。 

 このようなことから、本村の現行の奨学金制度を給付型に変更することや、また新たに給付型奨

学金制度を現行の貸与型奨学金制度に併設することについては、大変難しいと考えておりますので、

御理解賜わりますよう、よろしくお願いをいたします。 

 以上です。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山嵜秀治議員。 

○10番（山嵜秀治議員） 

 いずれにしても、先ほど申し上げましたように、憲法では教育の機会均等をうたい、どんな経済

的条件下であっても平等に教育を受ける権利があることを保障しているわけですから、この精神を

生かして、学生が多額な借金を背負って大学を出なければならないという状態を、地方自治体だけ

でなく国も含めて、改善していくことを私自身も強く運動をしていくとともに、皆さん方にも求め

ていきたいというふうに思います。 

 次に、上水道施設などの耐震化について質問をいたします。 

 今年の元旦に発生しました能登半島地震、先ほどもありましたが、改めてこの地震により亡くな

られた方々に心から哀悼の意を表すとともに、被災された方々に心からのお見舞いを申し上げるも

のであります。 

 この能登半島地震では、下水道も上水道も非常に大きな被害を受けました。下水道液状化による

マンホール被害などが出ているわけであります。こうした災害を教訓として対策を進めることが強

く求められております。 

 避難場所等の問題等ありますが、今回はインフラ、ライフラインですね。上下水道施設や住宅の

耐震化について質問したいと思います。 

 まず住宅の耐震化についてです。今回の地震で建物に大きな被害が出た原因として、１つはキラ

ーパルス、これが影響していると言われております。キラーパルスとは、揺れの周期が１、２秒で

小刻みな揺れを起こす地震波、この揺れは木造の住宅の揺れを増幅させる強振と呼ばれる現象を引

き起こし、甚大なダメージを与えるといいます。 

 今回、観測されたキラーパルスは阪神淡路大震災と同等と過去最悪クラスで、これが大きな被害

が出た１つの要因ということです。さらに、全体的に建物の耐震強度は今回の地震に対して少し足

りなかったと金沢大学の村田教授は指摘をされています。 

 1981年、震度５強を想定した耐震基準に代わり、震度６強から７程度の地震でも倒壊しないこと

を基準に法律が改正をされました。全国ではこの耐震基準を適用した住居が９割近くといいますが、

輪島市や珠洲市はこれを大きく下回り、５割前後であったといいます。 
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 しかし、村田教授によれば「1981年以降の建物でも損壊があった。1995年の阪神淡路大震災を契

機に2000年に耐震基準は改定された。2000年以降に建築された比較的新しい家屋とそれ以前の家屋

では同じ揺れでも被害に違いが出る」とのことです。木造住宅の弱みを克服するすべを基準にした

のが2000年、1981年から2000年はグレーゾーン耐震と指摘する専門家もいます。建物を壊れないよ

うにすることは自分たちでできる地震対策。耐震補強を検討することは非常に有効と専門家は指摘

しております。 

 国土交通省の資料によりますと、平成30年で戸建て住宅総戸数2,880万戸、うち昭和50年以降の

建設で耐震ありが1,970万戸、昭和56年以前建設で耐震あり、これが340万戸、耐震性不十分560万

戸。これを令和12年までに不十分な住宅をおおむね解消するというのが国の目標とされております。 

 本村における住宅の耐震化の現状はどのようでしょうか。また、今後どのように耐震化を進めて

いくのか伺います。 

 次に、上水道施設、ライフラインの耐震化です。 

 上水で見ますと、石川県内では20日現在、断水が２万戸をまだ超えております。下水では、２月

27日の新聞では、石川県輪島市など６市町村の下水管延長685㎞のうち52％に当たる359㎞で汚水を

流す機能が失われたと報じております。 

 こうした上水道の被害を抑えるためには耐震化が有効とされています。しかし、こうした対策が

遅れているのが現状です。長野県と市町村営を合わせた下水道施設の耐震化率は管路施設が50％、

全国平均は56％。ポンプ場は51％、この全国平均は38％。終末処理場34％、全国平均は40％といい

ます。本村の上水道施設の耐震化の現状はどのようになっていますか。さらに、今後の方針につい

て示してください。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────荒井建設水道課長。 

○建設水道課長（定住支援室長）（荒井孝浩） 

 上下水道施設、住宅の耐震化についてお答えをいたします。 

 令和６年の元日に発生した能登半島地震により、石川県内で亡くなられた方は３月１日時点で

241名が犠牲となられ、このうち倒壊した建物の下敷きになったことによる圧死が全体の41％に当

たる92名であったと報道がなされております。 

 一方、上下水道施設におきましては各地で甚大な被害が発生しており、特に石川県では２月22日

時点で２万1,000戸余りが断水していたほか、下水道施設は石川県内の17市町で総延長の27％に当

たる管が破損し、汚水を流す機能が喪失したことにより復旧にはかなりの期間を要すると報道され

ております。 

 そこで、まず初めに昭和56年以前に建築された個人住宅の耐震診断の状況と耐震工事の進捗状況

についてでありますが、村では地震による住宅等の倒壊被害から村民の皆様の生命、財産を保護し、
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震災時の被害を軽減するため、平成20年３月に第１期高山村耐震改修促進計画を策定し、その後、

見直しを行いながら現在、令和３年度から令和７年度までの第３期計画により既存住宅等の耐震診

断及び耐震補強の推進を図っているところであります。 

 計画では、平成27年度の村内の離れ等を含む住宅総数が2,903戸で、このうち昭和56年５月31日

以前に建築された住宅は999戸あり、昭和56年６月１日以降に建てられた住宅1,904戸に耐震改修等

を行った住宅122戸を加えた耐震性を満たす住宅は2,026戸で、耐震化率は69.8％であります。その

後、耐震改修工事を実施した住宅は２戸にとどまる状況であり、令和６年２月末時点で見ますと

69.9％で、平成27年度以降はほとんど進捗してないない状況であります。 

 一方、耐震診断を行った住宅は、平成18年度から19年度までに実施した外観調査等による簡易耐

震診断が232戸で、平成20年度以降、平成26年度までに実施した精密耐震診断の46戸を合わせます

と278戸となり、耐震診断の実施率は27.8％であります。また27年度以降、耐震診断を行った住宅

は11戸で、令和６年２月末時点で見ますと28.9％ということから、こちらもほとんど進んでいない

状況であります。 

 次に、住宅の耐震化の進め方についてのお尋ねでありますが、耐震診断につきましては、国、県、

村の補助により自己負担なしで実施できますが、耐震改修工事につきましては工事費の１／２以内

で上限100万円の助成があるものの、自己負担が多額となることなどから耐震が進んでおりません

が、能登半島地震を教訓に耐震化の重要性を周知してまいりたいと考えておりますので、よろしく

お願いいたします。 

 次に、上下水道施設の耐震化の現状についてでございますが、本村の上下水道施設の耐震化率に

つきましては、管渠施設が総延長86㎞のうちの44.2％に当たる38㎞で、浄水施設は８施設のうち

25％に当たる２施設で、配水施設は16施設のうち18.8％に当たる３施設にとどまっております。ま

た、下水道施設につきましては、４つの農業集落排水施設及び特定環境保全公共下水道の山田温泉

処理区ともに耐震化は実施しておりません。 

 一方、高井地区で供用している高山処理区では耐震化が行われていないものの、毎年、管渠施設

の保守点検を委託している下水道公社によりますと、主要幹線7.2㎞のうち6.5㎞は一定の強度を持

つ構造である旨の報告をいただいております。 

 次に、上下水道施設の耐震化の進め方についてのお尋ねでありますが、ただいま御説明申し上げ

ましたとおり、本村では上下水道施設ともに管渠施設の一部で耐震化が図られているものの、処理

施設など建築物の耐震化はほとんど進んでいない状況であります。このため、村といたしましては

上下水道施設の耐震化は大変重要であると考えておりますが、今後の人口減に伴い、料金収入が先

細る中で、老朽化した設備等の更新などもあり、大変厳しい財政運営が予想されます。 

 そのような状況下ではありますが、今後、能登半島地震による被災状況等に関する分析や検証等

が行われることと思われますので、その検証結果なども参考にするとともに、令和７年度には国の
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要請に基づき上下水道事業に係る経営戦略の見直しが予定されておりますことから、上下水道施設

の耐震化につきましても併せて検討してまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いいたし

ます。 

 したがいまして、村といたしまては、このたびの能登半島地震を教訓に既存住宅や上下水道施設

の震災被害を最小限にとどめるため、今後も継続して耐震化の促進に努めてまいりますので、よろ

しくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山嵜秀治議員。 

○10番（山嵜秀治議員） 

 再質問します。 

 住宅の耐震化について、昨日の新聞では長野県の耐震化率は82.5％と報じています。そして、高

齢化が壁になっている。費用負担が大きく、踏み切れないとも報道しております。確かにそのとお

りだと思います。そして、上水道施設の耐震化が進まない、この原因としても費用の問題が大きく

影響していると思います。先ほど課長が答弁されたとおりの実態かと思います。 

 2012年度の国の防災関係予算、これは５兆164億円でした。一方、防衛費は４兆6,453億円、これ

が2014年度に逆転して、防災関係４兆7,320億円、防衛費４兆8,848億円となったのです。2022年度

は防災関係３兆169億円、防衛費５兆4,005億円です。どこにお金を使うか、これが私は問われてい

ると思います。 

 先ほど課長からるる答弁がありましたが、やはり上下水道等の施設の耐震化を進めていくために

は国等の支援、これが欠かせないと思います。それで、あらゆる機会を通じて、こうした防災関係

予算を増やし、市町村における上下水道施設の耐震化を促進するよう、あらゆる機会を捉えて働き

かけるべきだと思いますが、この点についてお願いします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────荒井建設水道課長。 

○建設水道課長（定住支援室長）（荒井孝浩） 

 ただいまの再質問についてお答えをいたします。 

 先ほど御答弁申し上げましたが、この耐震化、上下水道施設の耐震化につきましては、公営企業

という形もございますが、料金収入の中で施設の維持管理を行う中で、それに加えて耐震化につき

ましてもしていく。今後進めていかなければいけないというふうに考えておるところでございます。 

 それにつきましても、国・県などの支援をいただかなければ村単独で進めるということは大変困

難な財政状況等もございます。そんなことで、今後、いろいろな機会を捉えまして、国・県に要望

をしていきながら、できるだけこの施設を維持管理していくように努めてまいりたいというふうに

考えておりますので、よろしくお願いいたします。 
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○議 長（西原澄夫議員） 

 しばらく休憩をしたいと思います。 

 これより本休憩とします。 

 ただいまから議場内換気のため15分間休憩します。会議は午前11時10分から再開します。 

午前10時57分  休 憩 

──────────────────────────────────── 

午前11時10分  再 開 

○議 長（西原澄夫議員） 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

─────山嵜秀治議員。 

○10番（山嵜秀治議員） 

 それでは、３項目め、介護保険について質問します。 

 平成12年からスタートした介護保険、令和６年度からは第９期の計画が始まることになります。

介護保険では、とりわけホームヘルパーの人手不足は重大事態と言われております。その下、政府

が打ち出した訪問介護基本報酬の引下げに介護関係者などが抗議し、撤回を求める声が大きくなっ

ています。深刻な介護職員不足を訴える事業所は全体の８割に及び関係職種でも群を抜いています。 

 ホームヘルパーの有効求人倍率は、22年度15.53倍と言われます。ヘルパーの不足や高齢化の影

響で訪問介護事業所の倒産は昨年67件と過去最多を更新しています。深刻な人手不足は介護保険創

設以来の国の介護給付費抑制策が原因です。訪問介護は基本報酬が引き下げられてきました。30分

以上、１時間未満の身体介護の基本報酬は、当初の4,020円から2021年には3,960円に下がっていま

す。この時期の最低賃金は、2000年の659円から21年の930円へと1.4倍になっています。 

 政府は介護職員の処遇改善に加算をつけてきたといいます。取得には条件があり、全事業所が算

定できるわけではありません。22年の厚労省の調査では、残業代を除いた介護職の給与は、全産業

平均よりも７万円下回っています。ホームヘルパーの高齢化も進み、22年10月時点で7.4人に１人

が70歳以上、60歳以上は全体の４割近くに迫っていると介護労働安定センター調査で明らかとなっ

ています。 

 村、社協も含め、訪問介護の現場で人出不足の現状はありますか。あるとすれば、その原因はど

こにあるとお考えでしょうか。このまま政府の方針どおりに訪問介護報酬の引下げが行われた場合、

どのような影響が考えられますか。 

 以上、お願いします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────堀健康福祉課長。 

○健康福祉課長（堀 一生） 
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 介護保険についてお答えいたします。 

 介護保険制度は平成12年に施行され、65歳以上の方が寝たきりや認知症等で介護を必要とする状

態になった場合、要介護認定や要支援認定を受けた方が居宅における家事や身支度などの日常生活

への支援や施設で提供される介護サービスを受けることができる制度で、これまでも社会情勢や生

活環境の変化に合わせ、定期的に見直しが行われてきております。 

 そのような中で本年度は、３年ごとに介護保険事業計画を見直しすることとなっておりますこと

から、令和６年度から令和８年度までを計画年次とする第９期介護保険事業計画を策定するため、

高山村介護保険事業計画策定懇話会において、新たな介護保険料の基準額などを審議いただき、過

日、計画案の取りまとめを行ったところでございます。 

 一方、国では令和６年度からの介護報酬改定に当たり、令和６年１月に開催された第239回社会

保障審議会・介護給付費分科会において介護報酬改定の概要が示され、人口構造や社会経済情勢の

変化などを踏まえ、地域包括ケアシステムの深化・推進や自立支援・重度化防止に向けた対応など

４項目からなる基本的な考え方に基づき改定が行われております。 

 この改定では介護報酬全体の改定率がプラス1.59％となり、このうち0.98％が介護職員の処遇改

善に、残りの0.61％が介護職員以外の処遇改善を目的に引き上げられることとなっております。こ

のほか、処遇改善加算の一本化や光熱水費の基準費用額の増額による介護施設等に0.45％相当の引

上げを行い、合わせて2.04％相当の引上げになる一方で、議員お話の訪問介護に係る基本報酬の引

下げについては、身体介護や生活援助の区分において、平均２％から３％程度の引下げが見込まれ

ております。 

 そこでまず初めに、村社協も含めた現場での人材不足の状況とその要因についてのお尋ねでござ

いますが、現在、村内にある訪問介護事業所は高山村社会福祉協議会と、令和５年４月に事業を開

始した株式会社セカンドファミリーの２事業者であります。しかしながら、村の社会福祉協議会で

はヘルパーの人員を確保するため介護職員の募集を行ってまいりましたが、新たな人材を確保する

ことが困難な状況に加え、訪問介護の利用者が大きく減少したことなどから介護報酬収入も減り、

赤字経営が続いていることなどから、サービスの利用者やその御家族から御理解をいただくととも

に、新たな訪問介護サービス利用者の受入先の確保が整ったことにより、令和５年度をもって訪問

介護事業所を休止することとしております。 

 一方、株式会社セカンドファミリーに介護職員の人手不足の状況をお聞きしましたところ、村社

会福祉協議会の訪問介護の利用者の受入れなどもあり、介護職員を募集し増員していきたいが、募

集してもなかなか応募がないと伺っております。 

 そのような中で、介護職員の人手不足の主な要因としましては、近年の新型コロナウイルス感染

拡大などに関わる離職理由に加え、低賃金や職員の高齢化、また利用者から大声を発せられたり、

どなられるなどのハラスメントといった訪問系サービスにおける介護現場が見えにくいなど、独特
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の構造が要因の１つではないかとは思っております。 

 次に、訪問介護報酬の引下げによる影響についてでございますが、訪問系サービスの基本報酬の

引下げは、本村のような中山間地域の場合、都市部とは異なり、利用されるお宅の距離が離れてい

るため訪問までに時間がかかり、１日当たりの訪問件数が限られてしまうことや、車両で移動する

ためのガソリン代などの経費がかかることから利益を得にくいため、訪問介護事業所の運営は大変

厳しい状況が続くものと思われます。 

 また、一般社団法人全国介護事業者連合会によりますと、令和６年度の介護報酬の改定による訪

問系サービスの基準報酬の引下げは、地方の訪問介護事業所の経営が成り立たなくなり、閉鎖する

事業所が増加するのではないかと言われておりますことなどから、村といたしましては大変危惧す

るところでございます。 

 そのようなことから、村としましては、訪問介護サービスは要介護・要支援の皆様が住み慣れた

自宅、地域において安心して生活していく上で大変重要なサービスであると考えますことから、訪

問介護事業者と連携を密にし、継続してサービス提供が行えるよう、相談業務などできる範囲の支

援に努めてまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山嵜秀治議員。 

○10番（山嵜秀治議員） 

 再質問します。再質問は村長にお答えいただければというふうに思っていますので、お願いしま

す。 

 先ほど述べましたように、厚生労働省、来年度の介護報酬改定で、訪問介護事業所が他の介護サ

ービスより高い利益を上げているということで、課長の答弁にありましたように基本報酬２％から

３％引き下げるとこのように言われています。 

 ところが、厚生労働省の同じ調査で、訪問介護事業所の36.7％が赤字状態になっているというこ

とも明らかとなっています。この厚労省の調査は2023年度介護事業経営実態調査というものですが、

訪問介護3,105事業所を対象に調査して、1,311事業所が回答をされたといいます。そして、全介護

サービス平均の収支差率、つまり利益率が2.4％なのに比べて、訪問介護の平均収支差率は7.8％で

高いからということで引下げの理由にしているわけです。 

 ところが、先ほど言いましたように、訪問介護事業所の36.7％が赤字と。そして、これはヘルパ

ーの移動時間がほとんどない集合住宅併設型や都市部の大手事業者が平均値を引き上げているから

利益率が高くなっているという結果なのです。 

 また、全日本民医連事務局次長、ここの林さんという方が次のように話されています。「ハード

ルが高い割に加算はあまりに不十分で、その上、基本報酬を引き下げれば、大半を占める小規模事

業者は耐え切れず倒産や閉鎖が増え、訪問介護事業そのものが崩壊すると危惧します。訪問介護は
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在宅生活を支える基本中の基本サービスです。地域に根づいてきた小規模事業者を潰せば、行き場

のない介護難民や家族の介護離職が確実に広がります。介護保険制度の理念である介護の社会化に

逆行しています。根本的解決のため利用者負担を増やさないよう、国費、公費負担割合を引上げ、

抜本的な処遇改善やサービスの拡充、支払える保険料への軽減を求めるべきです。このままでは制

度だけ残って介護なしという深刻な事態を招きかねません」、このように話されております。 

 先ほど答弁でありましたが、村内では社会福祉協議会が行っているヘルパー派遣事業から撤退を

される。残るは民間事業者の１箇所、１事業所。これでは、まさに制度はあるけれども介護なし、

サービスも受けられないということにつながる懸念が非常に大きい、このように思います。 

 村の社協の会長でもあります村長は、こうした制度はあるけれどもサービスは受けられないとい

う事態が引き起こされない懸念が生じている。このことについて、どう捉えられているのでしょう

か。村の地方自治の原点というのは、村民の福祉を向上するというところにあるんですが、これで

はまさに逆行することにつながってしまうのではないかと思いますが、村長のこの問題についての

考えを伺いたいと思います。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 再質問にお答えいたします。 

 先ほども申し上げましたけれども、訪問介護につきましては大変厳しい状況にあります。この状

況を何とか打破するために、やはり訪問介護の、先ほど議員言われましたように、都市部での訪問

介護、そしていわゆる農山村の訪問介護というのは、おのずからかなり違って、そういった点では、

私どもの地方自治体で行う訪問介護にはかなりの限りがあって、先ほども申し上げましたように、

訪問介護へ行った先でのいろいろな問題もあります。そういった点で職員の負担が大きい、そうい

うふうな状況もありますけれども、それに対してじゃ、どう対応するか。何とかこの状況は継続し

ていかなければいけない。これは当社協の問題でもあると、このように思っております。 

 そういった点で、今、議員から言われましたけれども、そのようなことのないように、先ほど言

いました村内のセカンドファミリー、あるいはそれらの所と合わせ、連携を強めて、そして何とか

この訪問介護を続けていきたい。このように継続していきたいと思っておりますので、よろしくお

願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山嵜秀治議員。 

○10番（山嵜秀治議員） 

 今、村長からお答えはありましたが、再度、やはりどういうことになってもといったら変ですが、

今このままいきますと介護報酬が引き下げられて、訪問ヘルパー派遣事業そのものが非常に厳しい
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状態に追い込まれかねないと思うんですね。そうした場合であっても、村はヘルパー派遣事業、こ

れについては責任を持って対応していくんだということを再度、お願いしたいと思います。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 地方自治体の責務として、そこに生活する皆さんがそこで平和に、そして安全に生活するという

ことをやるための責務が自治体にあるというふうなこともありますので、それを含め、村、社協と

しても、先ほど言いましたように、ほかの皆さんと連携を密にしながら、しっかりと取り組んでま

いりたいと、このように考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 以上で山嵜秀治議員の質問を終わります。 

─────３番、滝澤 聖議員。 

○３番（滝澤 聖議員） 

 通告書に従い、質問いたします。 

 高山村果樹産業のさらなる支援策についてを質問します。 

 令和５年度のながの農協須高ブロックでの果樹販売状況を見ると、販売実績は81億円となり、ぶ

どうでは65億円で全体の８割となっています。また、ぶどうでの品種構成は75％をシャインマスカ

ットが占め、黒系の品種、巨峰、ナガノパープルなど合わせても20％の状況となっています。 

 高山村のぶどうの正確な本年度の生産額はまだ出ておりませんが、昨年より高い生産額となって

いると思っております。地球温暖化が進み、標高の高いところでも作付けが増えています。高品質

生産に向けた取組支援が必要と思いますが、今後の支援策について質問いたします。 

 また、りんご産業の所得向上策に伴うブランド策を強化するため、志賀高原ユネスコエコパーク

の認証表示を出荷箱や贈答用段ボールなどに使用するようにできないか質問します。 

 まず１点目、ぶどう栽培農家の高品質生産と所得向上策を鑑みると、農家当たりの栽培面積拡大

は有効な施策と考えます。また、労働従事者の減少や高齢化が進む中での労働力確保が難しい状況

となっています。青果市場からはシャインマスカットの栽培面積を維持しながら黒系品種の増産を

望まれ、３割を希望されています。 

 この打開策として繁忙期の労力分散ができる雨よけ栽培が有効と思います。このトンネルハウス

は簡易的なもので、費用や維持費は安価です。このハウス導入は生産農家にとって所得向上や品質

の向上に寄与するものと思います。国・県などの助成事業の取組はできないか質問します。また、

村の事業にも取り入れることができないか質問します。 

 ２点目、ぶどう栽培、簡易雨よけ栽培やりんご高密植矮化栽培の普及導入を進めるに当たり、区

画整理された圃場が有利となり、水の確保も容易にできます。基盤整備された水田に積極的に推進
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をすることはできないか質問します。 

 ３点目、共選所出荷箱に志賀高原ユネスコエコパークの認証表示を行い、信州高山村の知名度向

上を目的にしたことの標記はできないか質問します。 

 ４点目、贈答用段ボール、これはりんご、ぶどうともにですが、女子美術大学作成のものに志賀

高原ユネスコエコパーク認証表示を入れることができないか。また、新たに段ボールデザインを作

成する考えはないかを質問とします。お願いします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────小渕産業振興課長。 

○産業振興課長（小渕義彦） 

 高山村果樹産業のさらなる支援についてお答えをいたします。 

 令和５年度のぶどうの生産額は、出荷当初、単価の低迷といった報道も一部されておりましたが、

気候はおおむね良好に推移し、単価の回復や収量も確保できたことなどから、議員お話のとおり、

結果としてＪＡの販売実績が過去最高を記録するまでになっております。 

 そこでまず初めに、ぶどうにおける雨よけ栽培の支援についてのお尋ねでありますが、近年、農

業従事者の高齢化や担い手不足による荒廃地化とともに労働力の確保が困難な状況となっており、

議員御提言の繁忙期の労働力を分散するためには、雨よけ栽培は有効な手段であると考えておりま

す。 

 そこで、国や県によるぶどうの雨よけ栽培の施設整備に対する補助としては、担い手確保・経営

強化支援事業や新規就農者向けに経営発展支援事業があります。この国や県の補助とは別に、ＪＡ

では令和５年度まで簡易な雨よけの資材費に限って補助をしてまいりましたが、令和６年度につい

ては現時点で未定とされており、施設整備に当たっては制度資金の活用が考えられますので、引き

続き栽培者の皆様に周知を図ってまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

 次に、基盤整備された水田地帯に果樹栽培を推進することについてでありますが、果樹栽培に当

たっては、先端農業技術や機械を活用した労働力の省力化のため区画整備された圃場は効率的であ

り、中でもりんごの新矮化栽培にあっては、昨年、夏のような高温少雨の気象条件の下で水利を確

保することは困難なことから、既に用水路が整備された圃場で栽培することは大変有用であると考

えられます。 

 特に、農業における高齢化と担い手不足という状況下にあっては、現在、次期の県営による中山

間地域農業農村総合整備事業の採択に向け、村内のブロック単位で様々な意見をお聞きしておると

ころであります。この事業の中では、区画が整備されている水田も果樹栽培に適した圃場にする暗

渠排水対策工事を行うことができます。 

 一方で、農薬のドリフト問題や整備に要する費用負担などの課題もありますので、地元での合意

形成を図りながら解決策を模索し、適地適作を基本に据えて検討してまいりたいと考えております
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ので、よろしくお願いいたします。 

 次に、共選所の出荷箱に志賀高原ユネスコエコパークの認証表示を標記することについてであり

ますが、志賀高原ユネスコエコパークのオリジナルロゴは、関係する皆さんに積極的に利用してい

ただけるよう利用方法を定めており、知名度向上を目的として農林水産物の商品パッケージで使用

することは可能となっておりますことから、りんご部会の皆さんによる先進的なブランド強化策と

して、既にＪＡ高山共選所の出荷箱において、志賀高原ユネスコエコパークのロゴが使用されてお

りまので、よろしくお願いいたします。 

 次に、女子美術大学生が制作した贈答用段ボール箱の図案に志賀高原ユネスコエコパークの認証

を入れることや、新たな図案を作成することについてのお尋ねでありますが、平成26年度に作成し

たりんごとぶどうの贈答用の箱は、共選所の要望で産学官連携地域文化創生事業によりデザインを

募集し製品化されたものでありますので、志賀高原ユネスコエコパークのロゴマークを追加するこ

とは可能であると考えております。 

 また、新たに図案を作成することについてでありますが、共選所で使用されるりんごやぶどうの

箱は共選所で作成されておりますので、村が作成するものではないと考えています。しかしながら、

作成に当たる支援については、本村のブランドであるりんごの栽培を推進するためにも必要と考え

ておりますので、要望があれば検討してまいりたいと思っておりますので、よろしくお願いいたし

ます。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────滝澤 聖議員。 

○３番（滝澤 聖議員） 

 再質問いたします。 

 過去の話でございますけれども、平成28年、29年２か年にわたりまして、国の補助事業、産地パ

ワーアップ事業がございました。これは冷蔵庫を導入するリース事業であり、須高地区には約78台

が導入されたものというふうに思っております。総事業費は１億9,000万円の事業で行われており

まして、３市町村ということの取組でもありましたし、これは平成27年度に、当時の長野改良普及

センターの所長さんのほうから、国のこういう事業があるけれども、産地として取り上げてみない

かというような、そういう形の中で提案がございまして、それぞれ農協の担当者や行政の皆さんに

お寄りいただいてのこの事業をどう進めるかで会議を持たれ、よし、やろうということで、須坂市

が窓口になり、当時の係長さん、精力的にお仕事をしていただきましたし、我々、昔農協にいた者

としてもそんな事業を取り組んだ思い出がございます。現在では個人での導入も進みまして、およ

そ須高地区では150台余りが使用されるものというふうに思っております。 

 本年度の出荷者数は120名というような内容での冷蔵ぶどうの出荷者実績であり、売上げは12億

円を超えてきているというようなことでございます。農業所得向上に大きく寄与したものというこ
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とでございますし、こういうような過去の例からも思いますと、行政の皆さんの御協力は大変やは

り有意義なものということで感謝もしております。 

 先ほど申し上げました１の中で、やはり山ノ内町等は棚にもパワーアップ事業を取り入れたとい

うようなことでございます。これ、同じ事業を２回使うということはもうできないということの内

容は分かっておりますが、これに代わるようなものでも、高山村の発展のために寄与するようなも

のの事業取組、再度そういうようなものを検討、また実施していただくことはできないかを再質問

とさせていただきます。 

 また、私のほうでちょっと勉強不足というようなところでありますエコパークの関係、今、課長

さんからのお話のとおり、農協の出荷段ボールには標記されているということで御報告をしていた

だいたわけでございますけれども、さらにやはり個人贈答用の段ボールにもこういうようなものを

入れたほうが、なおやはりいいのではないかというふうに思いますので、重ねてそんなところを質

問させていただきたいと思います。お願いします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────小渕産業振興課長。 

○産業振興課長（小渕義彦） 

 再質問についてお答えをいたしたいと思います。２問あったかと思います。 

 これまで、県の先進的な職員の皆さん方と地域の須坂市ですか、先ほどお話ありました産地づく

りというような中で事業取組が須高管内でされたというようなことで、それに代わるような事業と

いうようなことも踏まえる中ではございますが、現時点で県の皆さんからお話をさせてもらってい

る中では、先ほどのような支援事業でございましたけれども、やはり今後いろいろな部分で、本村

のりんごにつきましては特に出荷量も減ってきていると。ぶどうにつきましては、いいものが生産

できるということでございますので、その辺も踏まえながら、これからも県と、また近隣市町村と

も相談する中で支援について検討してまいりたいと、こんなふうに考えております。 

 それと、個人に対する段ボールの図柄のようなものも支援するというようなことのお話でござい

ますが、やはりこういった部分の取組につきましては、農協さんとも連携する中で高山村独自の生

産をされている生産者に限ってということになるかと思いますので、その辺の部分の位置づけやら

いろいろございます。その辺も調整する中で、段ボールの図柄については検討する必要があると思

いますが、個人への段ボールの支援というような形の中の支援策という部分ではなかなかちょっと

厳しいのかなというような気がしております。 

 いずれにしましても、この辺の部分も踏まえながら、今後また研究・検討させていただきたいと、

こんなふうに思いますが、よろしくお願いしたいと思います。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────滝澤 聖議員。 
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○３番（滝澤 聖議員） 

 それでは、引き続き次の質問に移らせていただきます。 

 有害鳥獣駆除費用の公平な負担額について質問をいたします。 

 有害鳥獣駆除の収支の状況を見ますと、村が多く拠出し、ＪＡのりんご部会、ぶどう部会、サク

ランボ部会、プラム部会、ながの農業協同組合、長野森林組合等となっております。また、農協に

出荷されない方からは負担をしていない状況となっています。また、野鼠駆除も農家組合で実施し

ておりますが、中止する考えはないのかを質問します。 

 １点目、りんご部会は過去、高井果樹組合、山田果樹組合として発足し、後にＪＡに移管され現

在に至っています。栽培面積、生産量も以前に比べ減少していますが、負担額が一向に下がりませ

ん。ぶどう部会も須坂支部と合併となり、費用負担を求めるには高山地区のみに限定するのは難し

い状況となっています。プラム部会はぶどう同様で、サクランボ部会は数名の出荷者です。 

 農協は公認会計士監査が義務づけられ、二重の費用支出は認められない状況にあります。これは

合併のため旧ながの農協に準ずるようになっているということでございます。公正・公平な観点か

ら各部会の負担をなくすことはできないか質問します。 

 ２点目、近年、キツネやタヌキが生息範囲を広げ、日中でも見かける状況になっています。その

ため、被害が減少傾向となっていると感じています。野鼠駆除の薬剤も安全のため低毒性が求めら

れ、野鳥や犬、猫などペットが間違って食べてしまっても被害がないものとなっています。野鼠の

捕殺をするには数回食べさせる必要があり、効果を出すには熟練の作業となっています。配布中止

をする考えがないか質問します。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────小渕産業振興課長。 

○産業振興課長（小渕義彦） 

 有害鳥獣駆除費用の公平な負担についてお答えをいたします。 

 村においては有害鳥獣駆除にあたり、村をはじめＪＡやＪＡの生産部会、森林組合などで構成す

る高山村地域有害鳥獣駆除推進協議会を設置し、捕獲計画に基づき大分の負担をお願いする中で、

この協議会から高山村猟友会に駆除を委託しております。 

 そこで、ます初めに有害鳥獣駆除推進協議会におけるりんごやぶどうの部会の負担金をなくすこ

とについてのお尋ねでありますが、令和５年度に村が負担する協議会の額は委託費の79万円、ＪＡ

ながの高山支所が15万円、りんご部会が13万円、ぶどう部会は８万円で、そのほかの生産部会や森

林組合を合わせると24万円を負担いただき有害鳥獣駆除事業を行っており、今後も農林業生産の被

害対策として生産者負担をお願いする中で実施してまいりたいと考えております。 

 しかしながら、生産部会の負担金については、これまで栽培面積によってその金額の調整を行っ

てまいりましたが、協議会の総会などでは農家の高齢化が急速に進行するとともに、りんごの栽培
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面積も減少していることから、りんご部会が負担する額の妥当性の問題の指摘がされています。 

 一方、ぶどうは販売価格の高騰を受け、村内の栽培面積が増加していますが、ＪＡながのに合併

したことによりぶどう部会の組織が須高支部に統合されたため、村外生産者を含む団体からの負担

に矛盾が生じております。 

 また、他のＪＡ部会もぶどうのように統合する検討がされているとお聞きしているほか、ワイン

用ぶどうの栽培面積が拡大している生産者から負担を求めることや、有害獣による人的被害防止の

観点からも村の負担を見直す必要性もお聞きしております。 

 このため、協議会の幹事会を開催し、りんごなどの生産部会の実態と今後の方向性を話し合った

ところ、昨今の全国的な人的被害を見据え、村の負担額を増やすことや負担割合についてＪＡと協

議を始めたところであります。 

 しかしながら、近隣の須坂市や小布施町の有害鳥獣対策事業に対する行政負担の考え方や負担額

は行政間で違いがありますので、須高管内の営農指導を担うＪＡながの須高営農センターにも協議

をしているところであります。このような状況でありますので、ワイン用ぶどうの栽培関係者との

協議も進める中で、令和７年度で負担金の改定ができるよう協議を重ねてまいりたいと考えており

ます。 

 このようなことから、当面、令和６年度では村が負担する予算を10万円増額していますので、こ

の予算の範囲で生産部会やＪＡなどと調整し、有害鳥獣対策に支障とならないよう対応してまいり

たいと考えておりますので、御理解賜わりますようお願いいたします。 

 次に、野鼠駆除の中止についてでありますが、国が令和元年度に実施した全国の野生鳥獣による

農作物被害調査によりますと、ネズミによる被害金額は7,900万円で全体の約0.6％に過ぎませんが、

ネズミによる被害は作物だけではないため、被害が少ないからといって油断できないと考えており

ます。 

 ネズミがもたらす被害については、芋などの根野菜を始め、稲などの穀物などの非常に幅広い作

物が被害を受けているほか、果樹の根をかじる被害や倉庫内の家具や電気コードがかじられること

もあるため火災につながる可能性もあり、ネズミが媒介するダニなどは人への被害をもたらし、特

に病原菌を含むふんが付着した作物を人が食べると、サルモネラ菌による食中毒のほか腹痛や頭痛

といった症状が出る腸チフスや、６年前に流行した豚熱といった病害もネズミが媒介する可能性に

ついて指摘されております。 

 このような中、議員お話のように、天敵であるキツネやタヌキなどの肉食獣などが増え、ネズミ

が減少する可能性もあると思いますが、侵入経路や生息場所を特定して一斉に殺鼠剤を散布するこ

とは、一定の防除効果が期待でき、作業効率もよいと言われております。 

 このようなことから、近隣の須坂市や小布施町も本村と同様に殺鼠剤による一斉駆除を継続して

いる状況もありますので、議員御指摘の野鼠の一斉駆除の効果や必要性などの課題については、地
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域の農業振興などを検討する県や、ＪＡと須高三市町村で組織している「須高農業振興会議」の中

で研究・検討をしてまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────滝澤 聖議員。 

○３番（滝澤 聖議員） 

 再質問いたします。 

 高山村の農業関係予算は、須高地区の行政の中でも農家当たりの金額は極めて高く、大変優遇し

ていただきまして本当にありがとうございます。果樹だけでなく全ての農業従事者に寄り添う予算

措置というふうに思っております。 

 先ほど公平な観点ということでお願いしたわけですが、農協に出荷している皆さんは全体の７割

前後であって、３割の皆さんの部分については負担されていないという現状があるわけです。令和

５年度の予算、それから６年度の予算を見ても、農業に物凄い予算があって、私言う、この22万円

の農協への部会への負担額をなくしてほしいということを重ねて申し上げるものでございます。 

 これを部会数で、それぞれ13万円を180戸で割ってみたり、それからサクランボ部会でも5,000円

を３人で割ったりすると、１戸当たりの負担額に大きく差が出るわけです。これは勘定を各部会ご

とに持っていたときはいいんですけれども、先ほど申し上げたとおり、農協の費用の全体の中から

支出しているんだということをお願いしていますので、これ以降、各部会ごとにやるということで

なし、村から直接、あなたはりんごを作っていますねということに関しては１戸あたり幾らとかそ

ういうような徴収方法をするなりして、公平にこの負担をしていただくような措置をしていただき

たいということを申し上げているんです。 

 農協は、やはり農協として組合員さんから組合費をいただいておりますので、営農改善費はそれ

の以内であればこれまでどおりお支払いするということには、これは当然なるわけですけれども、

それぞれ部会ごとには難しいということを申し上げて、新たにまた負担をどうするというようなこ

とになれば、今言ったこともやはりきちんとやっていって、公平に負担をしていただくことの基準

をやっていただきたいと思いますし、農業センサスで面積だとか農家戸数ということが公表されて

おりません。したがって、農協のほうではこれをどうやって徴収するかということはできないんで

す、行政ならできますけれども。そこら辺の部分の整合性も改めて求めたいというふうに思ってお

ります。 

 それから、２点目の野鼠駆除の関係ですけれども、農家組合でお配りしているものの野鼠駆除の

は農地で使うことを限定されているものであって、家の中で家ネズミだとかそういうようなものの

駆除に使うということは農薬取締法の違反になるわけで、そういうことは指導はしておりませんし、

そういう使われ方は農家の皆さんはしておりません。 

 まして須高地区といっても、須坂市、小布施町は、やはり千曲川の堤防をみんなで守るというこ
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とで、やはり全員で堤防周辺、特にその周りの農地には、昔は出不足金を取るなどして、全員で駆

除作業を行っていたということと、それから特定毒物を使って一撃で殺鼠していくというようなこ

とで、過去には犬、猫まで死んでしまったというようなそういうことがあって、現在では、そうい

うような特定毒物を使用した駆除というのは認められない、また農協でも実施しないということで、

この低毒性でカラスが幾ら食べても何回食べても死にませんし、犬、猫も何回食べても死なないと

いう低毒性なものを使用するということに現在に至っているわけです。 

 だから、高山村はやはり標高があり、崖があり、やっこらがありということですが、これを捕殺

していくには、やはり熟練の作業で何回も食べさせないと死なないんだという現実。それから、や

はり薬剤の有効成分や実効果ということの検証も含めて、やはりしっかりしたもので、本当に二十

数万円かけて、村民の皆さんが喜んでいただいているかどうかということも検証をいただいて実施

するんであれば、そういう要件をきちんと調査した上でやっていただくことが望ましいのではない

かと思いますけれども、いかがですか。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────小渕産業振興課長。 

○産業振興課長（小渕義彦） 

 ただいま２つの再質問ということでお答えをさせていただきたいと思います。 

 最初の果樹の関係においてお話を頂戴いたしました、１戸当たりの徴収負担というような意味合

いかと思うんですけれども、そういった部分で、そういうことも検討されたらというようなお話で

お話を聞いたところでございますが、やはりこういった戸当たりの負担を求めながら進めるという

形の中では、今の段階では難しいかなと、こんなふうに思っております。 

 そして、戸当たりの負担について求める場合については、近隣市町村におきましても、これだけ

の部分の中でどのように進めるかという部分ございますので、相談をする中で解決をしながら進め

ていく必要があるかと思っておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 次に、野鼠駆除の関係のものでございますけれども、確かに議員おっしゃられるように、農産物

を守るための殺鼠剤の散布ということで実施してきているわけでございますが、やはりこういった

部分では、その関係において、今後の中でも使い方については十分注意していただきながら、効か

ないという薬だというようなお話も今、頂戴しておりますが、近隣市町村との連携も図る中で、そ

れ相応の形の中で考え方を整理して、近隣市町村と連携する形で進めるべきだと、こんなふうに今

のところは思っております。 

 また、村民にも相談する中でどうかというようなこともお聞きしました。そういう中でも今後、

村には農業振興委員でありましたり農業委員会もございます。また、農業農村振興会議というのも

ございまして、そういう中でもお話を持ち出しながら、方向性を期して進めてまいりたいと、こん

なふうに考えておりますが、よろしくお願いいたします。 
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○議 長（西原澄夫議員） 

─────滝澤 聖議員。 

○３番（滝澤 聖議員） 

 先ほど述べましたとおり、高山村はやはり農家１戸当たりの金額、補助金額は非常に高いんです。

だから、ほかの市町村と一緒にしちゃうと高山村の予算が下がっちゃう。だから、今もう充実して

いるんだから、この22万円なり、野鼠駆除の二十数万円あたりのはちゃらにしてもらって、そのほ

かの違う予算を削っても40万円程度のものですから、やはり村負担でやってもらいたいということ

をお願い申し上げまして、質問を終わります。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 以上で滝澤 聖議員の質問を終わります。 

 しばらく休憩します。 

 これより本休憩とします。会議は午後１時から再開します。 

午後０時04分  休 憩 

──────────────────────────────────── 

午後１時00分  再 開 

○議 長（西原澄夫議員） 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

─────８番 湯本辰雄議員。 

○８番（湯本辰雄議員） 

 それでは、通告に従いまして質問いたします。 

 初めに、各種助成金について２点お尋ねします。 

 人は、高齢化に伴い物が見えづらくなったり、音が聞こえにくくなったり、また、物覚えが悪い

と感じるようになったりと、高齢化とともに様々な障がいが現れます。 

 75歳以上になると、約７割の人が軽度の難聴になると言われております。 

 そこで、聞こえにくくなったと感じたときに補聴器を利用することにより、従来の生活を維持す

ることができるようになると思っております。 

 しかし、購入にあたり高額であったり、また、慣れるまで一定の時間がかかったりと、二の足を

踏む方もいらっしゃいます。私は元気で快適な生活をしていただくためにも、補聴器は必需品と考

えます。 

 そこで、最近、飯山市が補聴器の購入に対し、助成制度を設けました。また、現在県内では14自

治体がこの補聴器への助成制度を設けていると報道されております。利用者からは大変喜ばれてい

るというふうに聞いております。私もそのとおりだろうというふうに思いますが、やはり本村でも、

この補聴器の購入に対する助成制度の創設を求めたいと思います。 
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 次に、２番目、帯状疱疹の発症は、高齢化に伴って増加すると言われております。皆さん御存知

のように、帯状疱疹は子どもの頃に感染する水ぼうそうと同じで、水痘帯状疱疹ウイルスでありま

す。ところが、子どもの時に水ぼうそうが治った後も、ウイルスは背骨に近い神経に症状を出さな

い状態で潜んでいて、年齢を重ねたり、また疲労やストレスなどによって、免疫機能が低下すると、

そのウイルスが目覚めて、帯状疱疹として発症すると言われております。 

 帯状疱疹は、強い痛みとともに水疱ができます。そして、中には治療しましてもなかなか完治に

時間がかかってしまったり、また、痛みが長期間残ってしまうという方もいらっしゃいます。 

 兵庫県では、1987年から2016年にかけて疫学調査が行われ、50から70代で患者数が多くなったと

言われて、という結果が出されております。 

 また、同じように宮崎県でも疫学調査が行われ、帯状疱疹の発症率は、50歳以上で増加している

ということが示されております。 

 また、この宮崎県の調査では、50歳代、また60歳代では、女性のほうが男性より多い感染者だっ

たというふうにも報告されております。 

 そこで、予防ワクチンの接種ができることで、発症を防いだり、発症しても痛みなどが緩和でき

るのであれば、ワクチン接種も大切です。 

 帯状疱疹の予防ワクチンは、生ワクチンと不活化ワクチンがあります。 

 生ワクチンの乾燥弱毒性水痘ワクチンは、１回の接種で料金およそ１万円ぐらい、不活化ワクチ

ンの乾燥組替え帯状疱疹ワクチンは、２回接種でこれは４万円から６万円と言われております。現

在、基本的には当然個人の負担ということであります。 

 本村のある高齢の方、女性の方ですが、今は元気ですがこれからの病気を考えると、帯状疱疹だ

けにはかかりたくないとおっしゃっていました。 

 帯状疱疹は、先ほども言いましたように強い痛みを伴った病気ですので、その方は、帯状疱疹予

防ワクチン接種に対し、強い期待を持っていました。助成制度があればワクチン接種をしたいなと

いうふうにもおっしゃっております。 

 また、現在、県内では、松本市などでワクチン接種への助成制度が設けております。全国では、

2021年、３年ほど前ですか、は36自治体であったものが、最近は238自治体がその制度を、助成制

度を創設していると聞いております。 

 東京都の都としてもその制度をつくっている自治体には半額の補助ということも言われているそ

うです。 

 そこで、私は、本村でも帯状疱疹の予防ワクチン接種への助成制度の創設を求めたいと思います。 

 以上２点、答弁をお願いします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────堀健康福祉課長。 
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○健康福祉課長（堀 一生） 

 各種助成金についてお答えいたします。 

 加齢とともに多くの方が体感される現象として、聴力低下は内耳にある聴覚をつかさどる感覚器

官の蝸牛の中にある有毛細胞がダメージを受け、その数が減少したり、聴毛が抜け落ちたりするこ

とが要因とされております。 

 さらに、聴力の低下は、重度化すると日常生活を営む上で、周りの人との意思疎通が困難になる

など、周囲に与える影響も大きいことから、本人自身も活動が消極的となり、外出や対人関係がお

っくうになることで、対話等のコミュニケーションが不足し、それが要因となって抑鬱状態や認知

症へとつながっていく方が増加傾向にあると言われております。 

 このため、低下した聴力機能を補完し、生活の質を向上させるための手段の１つとして、補聴器

の使用は有効的でありますが、使用効果を最大限に発揮させるためには、専門医等の処方に基づき、

個々の聴覚状況に合わせた機器を装着することが大変重要となります。 

 そこで、聴覚機器購入に対する助成金制度の創設についての御提言でありますが、補聴器の購入

にあたっては、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、いわゆる障害者総

合支援法に基づき、聴覚障がいの身体障害者手帳をお持ちで、専門医の意見書により装着の必要性

が認められた方に対し、個々の聴力状況に合わせた機器を給付する国の補装具費支給制度があり、

聴力の障がい程度に合わせて、機器の形状や構造などにより、４万円から15万円程度の価格が規定

されており、原則１割負担で給付を受けることができます。 

 このため、本村では、本年２月末時点で15名の方が、聴覚障がいを理由として身体障害者手帳を

所持され、このうち11名は補装具費支給制度における補聴器の給付を受けておられます。 

 また、先ほども申し上げましたように、補聴器は、おのおのが医学的な判定に基づく自身の聴覚

状況に合った機器を購入し装着することが望ましいとされておりますことから、村といたしまして

は、今後も国の補装具費支給制度を活用する中で、手帳をお持ちの方を対象に給付を行ってまいり

たいと考えております。 

 しかしながら、聴力の障がい程度が軽度であるために、手帳交付の認定の基準に達せず、対象外

となる方もおられますことから、県内では軽度の方に対する補聴器購入制度を導入している自治体

は、17市町村のうち、先ほどの御質問の中では、14市町村となっております。 

 したがいまして、引き続き対象者の要件や範囲等、勘案すべき事項を整理するとともに、近隣市

町村の状況等も調査する中で、慎重に検討してまいりたいと考えておりますので、よろしくお願い

申し上げます。 

 次に、帯状疱疹予防ワクチン接種に対する助成制度の創設についてでありますが、帯状疱疹は、

日本人成人者の90％以上は、帯状疱疹の原因となるウイルスを体内に保有しており、過労やストレ

スなどで免疫力の低下に伴い、ウイルスが活発化することにより50歳代から80歳までに約３人に１
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人が帯状疱疹を発症すると言われております。 

 また、帯状疱疹は、水ぼうそうと同じウイルスで起こる皮膚の病気であり、帯状疱疹を始め、多

くの疾患において、事前に予防接種を行うことで、感染症の発症を予防するとともに、蔓延を防ぐ

ことにより、命と健康を守る重要な対策の１つとされております。 

 なお、予防接種には定期接種と任意接種があり、定期接種のワクチンで予防できる疾患は感染力

が強く、発症した場合の健康被害が拡大することから、社会や集団で予防する必要があるため、国

が接種を勧奨し、自治体において接種を行うことから、費用の全額または一部を公費としておりま

す。 

 一方、任意接種のワクチンは、接種しておいたほうがよいと個人が判断したときに接種するため、

接種にかかる費用は個人負担としております。 

 したがいまして、帯状疱疹ワクチンは、現在、任意接種に位置づけられておりますことから、現

時点において接種補助は考えておりませんが、国では、厚生科学審議会において、帯状疱疹の発症

頻度やワクチン効果の持続性等を考慮し、接種に最適な対象年齢と期待される効果や安全性など、

定期接種化に向けての検討が行われておりますことから、村といたしましては、引き続き国や県の

動向を注視するとともに、今後、定期接種化された際は、村民の皆様の命と健康を守るため、速や

かに実施してまいりたいと考えておりますので、御理解賜りますようお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────湯本辰雄議員。 

○８番（湯本辰雄議員） 

 それでは、再質問いたします。 

 まず、補聴器の関係ですが、やっぱり補聴器につきましても難聴というのはやはり障がい者、先

ほどと今の答弁にありましたけれども、障がい者にならなければ補助はないというのが今の実態だ

というふうに考えます。聞きました。ということになるとなかなかちょっと聞きにくいなというよ

うなときとか、そういうような状態のときはまだ軽度ということだと思います。 

 そうすると当然、補聴器ちょっと使ってみるかというような段階では、個人負担ということにな

るんだと思います。ですので、先ほど言いました、この近在では飯山市などでは、補聴器の購入に

対して、購入額の半額または最高は３万円までみるよという制度になっておりますけれども、やは

り高齢化に伴い、また、多くの皆さんが高い確率で発症するというものになっていきます。だんだ

んとそれこそ高齢化が、平均年齢が高くなっていくということになると、こういう元気で体は元気

なんですが、なかなか耳とかというあたりが以前のように元気でなくなるという方が増えていくと

いう実態になるのだと思うんです。 

 そうすると、やはり行政としまして、そういう制度、ぜひ私としては助成制度つくっていただき

たいなというふうに思います。 
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 また、帯状疱疹についても、こちらのほうも高い確率でなる可能性がある。ただこちらのほうは

なかなかまだまだ目に見えるという状態でもないんですが、やはりそうは言っても、今先ほど言い

ましたように、ここ数年で補助制度つくっていく市町村が増えているというのは、やはり先ほど言

いましたけれども、難聴問題と同じですが、高い確率で病気になるという人が増えてくる、そうい

う状態になったということを、それぞれの自治体の皆さんが認識したということだと思うんです。 

 ですので、これ近在では今のところ長野県内では、私がちょっと調べた段階では５自治体くらい。

例えば、松本市では、１回だけの接種については3,000円、２回接種の場合は6,000円を２回分とい

うような形になるようですが、ぜひ、高山村も御検討いただいて進めていただくようにお願いした

いと思いますが、お願いします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────堀健康福祉課長。 

○健康福祉課長（堀 一生） 

 再質問にお答えをさせていただきます。 

 ２つあったかと思います。 

 補聴器の助成の関係でございますけれども、先ほどの答弁の繰り返しになってしまいますけれど

も、村としましては、やはり医師の診断の下、手帳の交付が認められた皆様に今後も給付を行って

いきたいということでございますので、よろしくお願いいたします。 

 なお、あわせて、手帳の対象にならない方への補助につきましては、先ほども同じですけれども、

対象者の要件、範囲等、県内の状況等も調査をさせていただく中で、引き続き慎重に検討をさせて

いただきたいというふうに思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

 また、２点目の関係でございます。こちらも先ほどの答弁の繰り返しになりますけれども、村と

いたしましては、これまで定期接種と任意接種の一定のルールに基づきまして、定期接種におきま

して、接種費用の一部等補助をさせていただいておりますことから、この帯状疱疹に係る接種が、

定期接種になった場合には、速やかに対応してまいりたいと考えておりますので、よろしくお願い

いたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────湯本辰雄議員。 

○８番（湯本辰雄議員） 

 ぜひ、検討するというお答えだったというふうに考えますが、ぜひ前向きにお願いしたいという

ふうに思います。 

 それでは、次の質問に移ります。 

 子ども医療費の完全無料化について、お聞きします。 

 現在、本村では、18歳までの医療費が無料化となっております。子どもを持つ御家庭にとっては、
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重要な施策と思います。子ども医療費の無料化は村民の要望によりまして、対象の範囲を段階を踏

みながら、平成23年に高校３年生まで拡大になりました。 

 ところで、平成15年に受益者に自覚していただくためと、１レセプト300円の請求手数料が導入

され、平成23年からは500円となりました。 

 最近、子育て施策の拡大のためということで、１レセプト500円の請求手数料を廃止して、完全

無料化となる自治体が増加しておりまして、県内では昨年の８月時点で、20市町村が実施している

と信濃毎日新聞が報じております。 

 今年から、県では、現在小学３年生までの子どもの医療費負担を、中学３年まで拡充するという

ことになりました。これによる本村の医療費負担は、90万から100万ほど減少するというふうに聞

いております。 

 私は、本村の子どものレセプト数、１万件くらいというふうに聞いていましたが、500万円ほど

が全体としては必要となるはずですが、これを先ほどの90万円から100万のこれを原資に充てて、

本村もこの機会に高校生までの医療費自己負担完全無料化ということになるように求めたいと思い

ます。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 子どもの医療費の完全無料化についてお答えいたします。 

 村では、令和２年３月に策定いたしました高山村総合戦略の中で、４項目から成る基本目標の１

つに、若い世代の結婚、出産、子育ての希望をかなえるとした目標に向かって、ライフステージに

応じた子育てしやすい環境の充実と子育て世帯への経済的負担軽減の充実に努めているところであ

ります。 

 中でも、福祉医療費につきましては、子育て世帯への経済的支援として、他の自治体に先駆けて、

18歳までの子どもさんを対象にかかった医療費の自己負担分のうち、１レセプトあたり500円を受

給者の皆様に負担していただき、残りは村が負担しております。 

 この受給者負担金の考え方につきましては、これまでも一般質問において、答弁申し上げてまい

りましたが、平成13年に県と市町村が共同設置した福祉医療制度の在り方検討委員会の提言に沿っ

て創設されたもので、この制度を持続可能なものとするために、県・市町村・受給者の三者が共に

支え合うという制度の趣旨の下、今日まで実施しているところであり、令和５年８月１日時点で、

県内の全77市町村のうち、本村を含む74％に当たる57市町村が受給者負担金制度を導入しておりま

す。 

 さらに、先ほども申し上げましたように、平成13年の提言における医療機関等を受診した皆様に

福祉サービスの受益と負担の関係を明確にし、共に制度を支え合う一員であることを自覚していた
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だくために、医療費の一部を負担することが適当であるとの趣旨から、受給者の皆様に御理解をい

ただき、これまで受給対象範囲を拡大しながら、制度を充実させてまいりましたので、持続可能な

制度とするための三者での支え合いの考え方が定着しているものと思っております。 

 そこで、子育て施策と、高校生までの医療費自己負担を完全無料化することについてでございま

すが、議員お話しのとおり、長野県では、令和６年度からこれまでの医療費負担を小学校３年生ま

でとしていたものを、中学３年生まで拡大することとしております。 

 このため、議員お話しの医療費負担拡大に伴う財源を使って、完全無償化にしたらどうかとの御

提言でありますが、医療費負担拡大分として年間で仮に令和４年度実績で試算しますと、約96万円

見込まれますが、本村において、１レセプト500円を完全無償化した場合は、おおよそ年間で600万

円から700万円を負担することとなりますことから、完全無償化にするための財源としましては、

非常に厳しいものと考えております。 

 そのようなことから、村といたしましては、これまでも子育て支援策は、総合的に検討すること

として進めておりますことから、令和６年度は、私の公約であります小中学生の給食費の完全無償

化に向けて、今定例会において予算審議をしていただくこととしておりますので、議員御提言の子

ども医療費の完全無償化につきましては、今後、子育て支援を総合的に検討する中で、判断してま

いりたいと考えておりますので、よろしくお願い申し上げます。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────湯本辰雄議員。 

○８番（湯本辰雄議員） 

 それでは、再質問いたします。 

 本村の高校生までの人口、残念ながら毎年減少という形になるかと思っております。したがいま

して、病気になる子どもさんの数も減少するのではないかというふうにも思います。 

 先ほど、今、完全無料化にするとなれば600万円くらい必要だという話ではありますけれども、

やはり今、県内では完全無料化に進んでいく自治体が、毎年少しずつではありますけれども増加し

ている。やはりこれは県内全体がそういう方向に向かっているというふうに言えるのではないかと

思います。 

 ただいまの答弁でも、平成12年でしたっけ、受益と負担の関係で共に支え合う制度ということで、

なかなかこれは譲れないという話というふうに聞きましたけれども、現在の長野県の様子を見れば、

例えば、上伊那関係の様子を見れば、この考え方そのものは大分破綻しているのではないかという

ふうにも思います。 

 最近の報道によれば、長野市も請求手数料廃止を検討しているという旨の報道もあります。私は、

今の答弁でもありました、今年は給食費の無償化をすると、これについては、大変私も大賛成する

わけでありますけれども、やはり子どもの医療費の完全無料化についても、早期に取り組まれるよ
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う、改めて求めたいと思いますが、よろしく、どうでしょうか。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 再質問にお答えしたいと思います。 

 先ほど、私答弁の中で申し上げさせていただきましたけれども、現在、１レセプト500円を負担

している自治体は、県内で77市町村、そのうち74％に当たる57市町村が１レセプト500円というこ

とで、この状況は御説明したとおりであります。 

 そういったことから、まだまだ全体としてはそういう三者の協働というのは浸透しているという

ふうに考えております。 

 また、議員申されましたように、全体として私は子ども支援策を総合的に判断してまいりたいと、

このように考えておりますので、今の状況が大きく変わるかどうか、そういうふうな状況を見なが

ら、しっかりと対応してまいりたいとこのように考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 以上で、湯本辰雄議員の質問を終わります。 

─────６番 髙井央葉議員。 

○６番（髙井央葉議員） 

 通告に従いまして、質問いたします。 

 １問目に、村内小中学校女子トイレの生理用品設置に向けてということでお尋ねします。 

 令和２年頃から、生理の貧困ということで、経済的に生理用品の入手に苦労している学生がいる

ということに注目が集まり、国からの支援や地方自治体での無償配布などが始まり、その後、令和

３年頃から毎年内閣府男女共同参画局では、地方公共団体の取組について調査をされており、今年

１月29日に発表された生理の貧困に係る地方公共団体の取組、これは第４回目の調査として、2023

年７月18日時点のものになりますが、その調査において前回2022年７月１日、約１年前の調査と比

べて、配布場所として学校等の個室トイレに設置している地方公共団体がさらに増えたとされまし

た。 

 また、調達元としては、予算措置が最も多く、生理の貧困として調査は行われてはいるわけです

けれども、生理における女性たちの困ったに対して向き合う自治体が増えたことを表しているので

はないかなと感じております。 

 そのような、全国的な動きがある中で、本村において、村内小中学校の女子トイレへの生理用品

設置について伺います。 

 １つ目に、令和４年12月定例会でも、生理用品の小中学校女子トイレ設置についての質問をいた

しました。この質問に対して、トイレに置くことについては、さらに研究をしていきたいとの答弁
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をいただいております。 

 １年余りの中で、どんな研究をされて現在の状況はどうなっていますでしょうか。お答えくださ

い。 

 ２つ目に、生理用品の設置をする、しないにかかわらず、実際に今の小学生、中学生がどんな状

況にあるのかということを、把握する観点からアンケートの実施が必要と考えますが、いかがでし

ょうか。 

 ３つ目に、先ほど内閣府男女共同参画局の調査報告において、配布場所として学校等の個室トイ

レに設置している地方公共団体がさらに増えたと申し上げましたが、この調査の結果の中で、長野

県では、学校女子トイレへの設置はなかなか進んでいない状況にあるようです。 

 ただ、冒頭にも申しましたように、全国的には、自治体独自の取組として広がりを見せている中

で、この状況を村としてどう捉えていますでしょうか。 

 ４つ目に、学校とは別になりますが、公共施設女子トイレへの生理用品の設置についてのお考え

をお聞かせください。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────澁谷教育長。 

○教育長（澁谷茂夫） 

 校内小中学校の女子トイレに生理用品を設置することについてお答えいたします。 

 小中学校の子どもたちにとりましては、自他の性についての知識や心の理解面を教えるだけでな

く、子どもたちの体の変化に関わる戸惑いや不安についても丁寧に話を聞いて、適切な助言をして

いくことが必要な時期であります。 

 そこで、まず初めに、トイレに生理用品を置くことについてでありますが、令和４年度の12月議

会において、議員からの御質問に対して私からは、生理用品等を保健室で管理し、必要に応じて使

用できるようにし、子どもたちの体の変化に関わる戸惑いや不安についても丁寧に話を聞いて、適

切な助言をしていくことが安心につながることや、衛生管理面から、女子トイレの個室に生理用品

を設置する考えのないことを答弁させていただきました。 

 議員御指摘のように、全国的には学校のトイレに生理用品を設置している割合が低いものの、

徐々に設置している学校が増えている状況にあると報告されており、一部の学校で実施している自

治体の教育委員会や校長先生、養護教諭の皆さんからもお話をお聞きし、状況を把握するなどして

検討してまいりましたが、保健室での管理が適切と判断しましたので、よろしくお願いをいたしま

す。 

 次に、状況を把握する観点からアンケートの実施についてでありますが、高山中学校では、月経

随伴症状に関わる保健調査票によるアンケートを保護者と子どもが相談しながら記入し、保健室に

提出していただいております。 
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 また、高山小学校では、宿泊を伴う行事の機会を通して、心身の状況の把握に努めるほか、小中

学校ともに保健だより等の通知を通して、学校と児童及び保護者がその対応について理解を深めて

いただいております。 

 一方、生理用品のトイレ設置の意向を問うような児童生徒向けのアンケートの実施は考えており

ませんので、御理解を賜りますようお願いいたします。 

 次に、全国的に、自治体独自の取組の広がりを見せていることについて村としてどう考えている

かということでありますが、先ほども触れましたように、全国的には学校のトイレに生理用品を設

置している割合は低いものの、設置する学校が増えていると報告されておりますが、これまでに聞

き取りをさせていただいた中で、生理用品の管理は保健室での管理が適切と考えておりますので、

よろしくお願いいたします。 

 次に、公共施設女子トイレへの設置についての考え方でありますが、公共施設の女子トイレへの

生理用品の設置につきましては、不特定多数の皆さんが御利用されますので、衛生管理面から多く

の課題がありますので、設置は難しいものと考えておりますので、よろしくお願いをいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────髙井央葉議員。 

○６番（髙井央葉議員） 

 再質問いたします。 

 子どもたちの体の変化や心の変化に対する戸惑いや不安に常に寄り添っていただいていることは

十分理解しておりますし、学校の先生方、養護教諭の先生方には感謝をするばかりです。 

 また、月経随伴症状の調査をしていただいているということなどは私の子どもの頃、年代なのか

私が行っていた学校がしていなかっただけなのか、記憶にはありませんが、今は子どもたちの成長

に丁寧に対応していただいているというのをとても感じます。 

 心身の状況の把握についてもとても大切であること、しっかり子どもたちに向き合っていただい

ていることに重ねて感謝を申し上げます。 

 ですので、私が申し上げているのは、そういったことが不要であるとか、そういったことの代わ

りにということでトイレへの生理用品設置を申し上げているわけではありません。 

 今回、この質問をするに当たって、短い期間ではありましたが、ウェブでの簡単なアンケート調

査を行ってみました。ウェブでということであって、回答者は村内には限りませんで、高校生も何

人か答えてはくれたんですけれども、大半が保護者の方の回答で、保護者の方が、御自分の経験と

して回答をしていただきました。全体の回答数としては、106件程度でしたので、これをもってど

うこうということはありませんけれども、参考として実施をしてみたわけであります。 

 その結果として、学校で手元に生理用品がなくて困った経験がありますか、との問いに対しまし

て、「ある」と回答した方が82.1％、「ない」と回答した方が逆に17.9％でした。 
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 その、困ったときにどのように対処したかという問いには、「保健室へ行ってもらった」が

28.1％に対して、「友達に譲ってもらった」が59.6％、「トイレットペーパーやティッシュなどで

代用した」が71.9％でした。この結果から見ると、保健室での対応ももちろん必要だと思うんです

けれども、加えて、何かしらほかにも対策が必要ではないかなということが言えるかなと思います。 

 また、学校のトイレに生理用品を置くことについてどう思いますかという問いには、「不衛生で

ある、トイレには置かないでほしい」という回答は3.8％、「保健室にあるからトイレにはいらな

い」が12.3％に対して、「置いてあると安心できる」が77.4％でした。大人でも多くの人が置いて

あると安心なんです。これが子どもであればなおさらではないかと思っております。 

 そこで、再質問ですが、子どもたちに生理に関して困っていることの調査、体調の調査を小中と

もにしていただいているとのことですので、併せて行っていただくことも可能ではないかなと考え

ます。これに関して、体調の調査と併せて、困っていることはありませんかという調査を一緒にし

ていただくのは、なぜできないのかなというのは何か理由がありましたら教えてください。 

 また、先ほど、学校トイレの設置が増えているけれども、関係者に聞き取りを行ったところ、保

健室での対応が妥当だという答弁をいただきましたが、増えているけれども、やらない、保健室で

対応するのが妥当だとした聞き取りの内容について詳しく教えてください。 

 もう１つ、公共施設トイレへの設置については、学校のトイレよりも全国的にこちらは長野県内

でも設置が広く広まってきております。 

 そんな中で、不特定多数の方が利用するからというような理由で設置しないというのはちょっと

納得できる理由にはならないように思われます。 

 全ての公共施設というのは、現実的には難しいと思いますけれども、例えば、村民ホールができ

て、外部の方、特に最近中学生の利用も増えましたので、庁舎１階のトイレにやってみる、チャオ

ルのトイレでやってみるということもできるのではないかと思いますがいかがでしょうか。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────澁谷教育長。 

○教育長（澁谷茂夫） 

 何点かについて、お答えしたいと思います。 

 まず、全般的なことなんでありますが、全般的には学校に関わることの方向づけ、これは学校現

場の様々な状況や課題、それから校長先生を始め、場合によっては職員の皆さんからも考え方やそ

れからいろんな情報を収集して判断していくべきものが大変多いのかなというふうに私は思ってお

ります。 

 そんな中で、聞き取りの内容についてどうなのか、というようなことも今御質問されましたけれ

ども、県内の若干の自治体でありますけれども、トイレの個室ではありませんけれども、手洗い場

付近に生理用品を設置する動きがございます。その、自治体の教育委員会ですとか、それから手洗



－68－ 

い場付近に設置の動きのある北信地方の数校、それから北信以外の数校の校長先生や養護教諭の皆

さんからも様々なお話を聞かせていただきました。 

 そんな中で、多くの養護教諭の皆さん、またはそんな話の中で、養護教諭部会での会合というよ

うな話の中では、生理用品等を保健室で管理をして、そして必要に応じて使用できるようにするこ

とで、貧困の問題も含めて、今の月経随伴症状や、それから性被害、虐待の問題等々、ＳＯＳを出

せる機能としての保健室の運用、そういったものを大切にしたいという、そういった考え方や、そ

れから、これからの子どもたちに自己管理の力もぜひつけていきたいというような考え方、それか

ら衛生面のことなど、そのような懸念が大変大きいようなことをお聞きした上で、女子トイレに生

理用品を置かないものと判断させていただいたところであります。 

 また、先ほどのアンケートのことなんですけれども、教育委員会として、この件において子ども

たちにトイレの設置の是非についてアンケートを取って方向を決めるというようなふうには考えて

おりません。 

 子どもたちが、普段知りたい、調べたいこと以外は、アンケートは内容を精査して行うべきと思

っております。 

 また、トイレにあるということはないことより利便的であるということは言えると思いますが、

学校のトイレでも、公共のトイレでも、それはそうでありますけれども、トイレに置かないという

観点は今までに述べさせていただいたとおりであると考えておりますので、よろしくお願いしたい

というふうに思っております。 

 私、お話をさせていただいております、生理の貧困の課題から、保健室の場を指導の場というふ

うにしたいことと、同じく生理の貧困の課題からトイレの個室に設置すること、これは対処の価値

が全く違う筋のものであるというふうには思っておりますけれども、内容的には、どちらも子ども

に寄り添う、貧困も含めて、対策であるというふうには思ってはいるんです。 

 ただ、筋立てが違うんだというふうには思っております。 

 養護教諭の皆さんが、保健室が指導の場でありたいと考えていても、生理の貧困という問題にお

いて、トイレの設置がベターだというような話になれば、そこにその場を預かる先生方の願いはあ

っても、全く価値観の違う提示でありますので、それはそうだというようなことになるのではない

かなというふうにも私は考えておるところではあります。 

 そんなようなことで、生理用品を置かないというふうに判断をさせていただいたところでありま

す。 

 それから、３問目になりますけれども、公共施設に置くことの広がりがあるんだけれどもという

ことでありますけれども、チャオルですとか、それか１階のところに置くということでありますけ

れども、そのいろんな問題があると思うんですけれども、衛生面だけでなくて、本当に必要な人が

必要なときに使えるかどうか、つまり一度にいっぱい持っていかれてしまいましては、本当に必要
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な人が、必要なときに逆に使えないのではないかというような懸念ですとか、やはり公共施設のと

ころに置くというのは管理面からも非常に課題が多いのかなというふうに思っておりますので、よ

ろしく御理解いただきたいと思っております。 

 以上です。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────髙井央葉議員。 

○６番（髙井央葉議員） 

 再々質問をいたします。 

 今回、私が、教育長の答弁の中で、学校の状況も把握する必要があると、もちろんそれは必要が

あるかと思います。 

 また、保健室の先生たちの保健室の運用について、指導の場ということの話ですけれども、これ

は、先ほど教育長おっしゃったように、別の話なんです。保健室で指導する話と、ただただ困った

ときにそれがあるという話は別のものなので、保健室の指導の場がなくなるとか、運用がなくなる

ということの話ではないんです。もちろん保健室をよりどころとしている子どもたちもとても多い、

保健室に行って相談したいという子もとても多い、ただただ教室でかばんからそれを出して、トイ

レに行くことの恥ずかしさだったり、この月経随伴症状がある子は分かっているので、持っていく

んですけれども、全くない子っているんです。大人でもそうです。私もそうですが、なるかどうか

も分からない人っているんです。本当にトイレに行って生理になってしまっていたときに、先ほど

のアンケートにもありましたように、友達に大声で貸してって言って借りる、もしくは言えなけれ

ばトイレットペーパーなどを代用して、それから保健室に行ける子は行けるんでしょうけれども、

行かないでそのまま家に帰って処理をする子も出てくるというようなことが出てきます。別のこと

として、これもやっていただけたらというふうに思っております。 

 今回、私が行ったアンケートの中で、経験としてトイレで困った経験のある高校生以上の方が

80％以上を超えているわけです。保健室の対応は昔からもちろんあって、昔から保健室は頼りにさ

れていて、特にその対応が変わっていることはないと思いますので、そうなると今の子どもたちも

一定数同じように困っている子どもはいるんだと思われます。 

 ただこれは推測ですので、実際聞いていただいて、その結果、困っている子がいないとか、もし

くは少ないのであれば、今までの保健室での対応でそれはいいと思うんです。高山村は、そういう

ふうに聞いたところ大丈夫だったから、保健室の対応にしましたと言っていただければそれは納得

できると思うんです、みんな。でも、調査もせずに困っている子を見逃してしまっては、子どもた

ちに向き合えていない、子どもたちに支援の手が届いていないと思いますけれども、それに対して

どう思われますか。 

○議 長（西原澄夫議員） 
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─────澁谷教育長。 

○教育長（澁谷茂夫） 

 先生方のお話をたくさんお聞かせいただく中で、私としては、ぜひともトイレにあると、その利

便性は分かります。しかしながら、そこにあるからというような状況はつくっていきたくないなと

いうふうに思います。 

 これ組織の問題でもありますけれども、そこにあるから何かこう解決しているようなそういった

状況ではなく、今までのように、保健室で丁寧な対応をしていただけるということが大事なんだろ

うなというふうに思っているところであります。 

 それから、言えない子どもに対してなんですけれども、先ほど議員がお話しされたように、私も

今までは子どもたちの様子から、困ったときは大概は保健室に行くですとか、それから友達同士で

貸し借りといいますか、やり取りをし合っているのかなとそんなふうに思っていました。 

 何かこう困ったときにヘルプを出すこと、この月経随伴症状に関するアンケートもそうなんです

けれども、ＳＯＳを出すということも大事な力なのかなというふうに思っておりまして、先ほども

お話をいたしましたけれども、設置されているからよいんだということとは全く別であろうという

ふうに考えているところであります。 

 それから、困っている子がいないのか、見逃していないのかというようなことなんですけれども、

この月経随伴症状このアンケートもそうなんですけれども、かなり細かなことを調査をしておりま

す。そういった中で、見逃しているということではないように、私この調査の内容からして、思っ

ておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 以上です。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────髙井央葉議員。 

○６番（髙井央葉議員） 

 今回、アンケートの中で自由回答欄も設けましたところ、保護者からのたくさんの意見いただき

ました。心配していること、経験からの希望など、様々ですけれども、もちろんただ置けばいいと

いうことは、誰も思っていなくて、どういう状況でこれが置いてあるのかということの性教育と併

せた周知だとか、そういうのももちろん必要になってくるということは私も思っております。 

 ヘルプを出すことの大切さとか、それを通じた教育と言うこともできるかなというふうに思って

います。デリケートな問題であることはよくよく分かっております。生理用品の質問もこれで４回

目になりますけれども、初めて質問したときからずっと申し上げておりますけれども、生理用品は

女性が健康に過ごすために必要不可欠なものです。その生理用品が学校のトイレにあるということ

は、繊細で複雑な悩みを抱える子どもたちにとって、あなたのことが大切だよというメッセージに

もなりますので、ぜひ子どもたちのために、未来のために、再考を要望してこの質問を終わります。 
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 ２問目の質問に移ります。 

 村民有志団体が主催する『イベント』を村としてどう考えるかということでお尋ねします。 

 高山村では、産業振興ということにかかわらず、村内有志団体が主催する各種イベントが多々あ

り、それぞれ有志の皆さんは、本業の仕事をしながらも同じ思いの方々が集まって、それぞれ能力

やアイデアを出し合いながら開催をしていらっしゃいますが、それぞれがそれぞれの中でやってい

るという形になっており、村とのつながりも含めた横のつながりがなかなか持てないことや、その

中で活動している方々が疲弊してしまって、イベントを辞めざるを得なくなってしまったりという

ことがとてももったいなく感じております。 

 そこで、有志団体によるイベントに対する村の考え方について伺います。 

 １つ目に、昨年９月の定例会一般質問において、同様の質問をしております。答弁として、イベ

ントの実施に当たっては、役割分担や開催団体の選定方法などを整理した上で、主催者と村が目標

を共有し、共に力を合わせて活動できるよう、今後イベントの事務取扱に関する要綱の制定に向け

て検討してまいりたいとお答えいただきました。 

 まだ、それから半年程度ではありますが、その後どうなっていますでしょうか。 

 ２つ目に、有志のイベントの開催に対して、支援、特に物品、テントやマイク、スピーカーなど

の貸出しの協力というのはできないものでしょうか。 

 ３つ目に、イベントとして、子育てや女性活躍、健康、地域とのつながりといったいろんなもの

が考えられると思います。ただ、現在、高山村ではイベントと言うと、産業振興というようなイメ

ージがあるように感じております。もっと村全体でイベント支援を考えることはできないでしょう

か。答弁を求めます。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────小渕産業振興課長。 

○産業振興課長（小渕義彦） 

 村民有志団体が主催する『イベント』に関し村としての考え方についてお答えをいたします。 

 村内で開催しているイベントは、春の桜まつりを始め、秋の紅葉トレッキングや自転車競技の信

州たかやまヒルクライムチャレンジなど、自然を満喫し、それぞれ体験していただくものがござい

ます。 

 一方、４年ぶりに開催いたしました信州高山まつりのように、村民の皆さんが一堂に会して楽し

んでいただくイベントのほか、ＹＯＵ遊ランドでは、収穫祭的なイベントのMaru Maruマルシェや、

山田温泉で開催されるおごっそに乾杯、ＹＡＭＡＢＯＫＵワイルドスノーパークでは、ランタンフ

ェスティバルなど、有志の皆さんが中心となって地域特産品を生かした産業振興や、交流人口の増

加につなげていただくイベントもございます。 

 そこで、まず初めに、イベントの事務取扱要綱の制定についてでありますが、村の共催や後援な
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どを希望されるイベントを企画・運営する方にとりましては、共催や後援など開催形式にかかわら

ず、村の関与の仕方や所管課との役割分担などが、分かりにくいものと思われますことから、現在、

先進事例や近隣市町村の例を参考に、イベント行事の共催及び後援に関する標準事務取扱要綱の制

定に向けて検討を進めており、令和６年度中に標準となる要綱を基に、後援等の基準を明確にして

まいりたいと考えております。 

 このため、要綱が定まりましたら、村ホームページ等でお知らせするとともに、今後ともより多

くの有志の皆さんが様々なイベントを開催し、村の活性化につなげていただくことを大いに期待し

ているものでございます。 

 次に、有志のイベントに対する物品などの貸出しについてでありますが、イベント行事の共催及

び後援に関する標準事務取扱要綱を定めることによって、基準を明確にした上で、イベント行事の

内容が公益性や村民福祉の向上が図られ、村の施策の推進に寄与するものであれば、本来の使用目

的の行事を優先しつつも、可能な範囲で貸出しを行ってまいりたいと考えておりますので、よろし

くお願いします。 

 次に、村全体でイベントの支援を考えることができないのかとのお尋ねでありますが、議員御指

摘のとおり、イベントには子育てや女性活躍、健康、地域とのつながり等、産業振興に関わるもの

のみならず、多種多様なものがございます。 

 そのようなことから、有志の皆さんによるイベントの開催につきましては、村内外の事業者との

つながりをつくり、子どもたちや子育て世代の居場所づくりのほか、地域の活性化や交流人口の拡

大につながり、ひいては村のイメージアップに貢献していただけるものと思っておりますので、村

といたしましては、標準事務取扱要綱を定めることによって、誰もが気軽にイベントを開催しやす

い環境づくりに努めてまいりますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────髙井央葉議員。 

○６番（髙井央葉議員） 

 再質問いたします。 

 基準を明確にしていただくということで、全体的に前向きな答弁をいただいたのではないかなと

感じております。 

 その上で再質問ですが、基準を明確にしていただけるということですので、この辺もやっていっ

ていただけたらなと思っている部分ですが、高山村の特に施設の利用とか、後援の依頼をした際に、

例えば須坂市や小布施はオーケーだけれども、高山村だけいただけないとか、使えない、須坂市、

小布施町の公民館は使えるけれども、高山村はそれは駄目なんだよと言われるような、同じ団体で

お願いするときにということがあったりしていました。その辺も解釈として同様の解釈をしていた

だけるということになりますでしょうか。 
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 答弁をお願いします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────小渕産業振興課長。 

○産業振興課長（小渕義彦） 

 御質問１点かと思います。 

 施設利用の関係についてということで、関係する近隣市町村の関係も含めた中で御質問をいただ

いたわけですが、このうちのほうで今考えておりますこの取扱い基準といいますか、そういう中で、

検討する中で、村の一定の方向性ということになりますので、そういった部分、近隣市町村も参考

にするという考え方でございますが、なるべく村民の皆さんに寄り添う形の中で、利用いただきや

すいように考えてまいりたいと思っておりますので、御理解賜りますようお願いしたいと思います。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────髙井央葉議員。 

○６番（髙井央葉議員） 

 その辺、とても同じ団体で高山村だけ使えないというようなことがあったりして、スポーツの場

合、高山村だけ練習できなくて困ったんだよという話があったりしますので、その辺よく丁寧にや

っていただけたらいいかなと思います。 

 補助金という形ではなく、有志の皆さんが無理なく維持していくために、何を望んでいるのかよ

く把握していただいて、どこまでならできるのか、どういった形でできるのかということを一緒に

考えていただきながら、村だけとか、有志だけが頑張らずに、少しずつ力を出し合って、協力しな

がら村にとってはイメージアップになる、村民の活躍の場を増やすことになる、有志の皆さんにと

っては疲弊せずにイベントを続けて維持することができるという、お互いがプラスになるような施

策を望んで、この質問を終わります。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 しばらく休憩したいと思います。 

 これより本休憩とします。 

 ただいまから議場内換気のため、15分間休憩します。 

 会議は午後２時20分から再開します。 

午後２時02分  休 憩 

──────────────────────────────────── 

午後２時20分  再 開 

○議 長（西原澄夫議員） 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 ただいま内山村長から発言の訂正の申出がありましたので、許可します。 
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─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 先ほどの湯本議員の子ども医療費の完全無償化について、私のほうから訂正させていただきます。 

 まず初めに、答弁の最初に当たりましては、県内の全77市町村のうち本村を含む74％に当たる57

市町村が受給者負担金制度を導入していると、このように申し上げました。 

 そして、再質問に際しまして、この表現を間違えました。表現としては、77市町村のうち１レセ

プト500円と、こういうふうに申し上げましたので、改めて、全77市町村のうち74％に当たる57市

町村が受給者負担金制度と、このように修正をお願いし、おわびして訂正を申し上げます。 

 申し訳ありませんでした。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 次に、堀健康福祉課長から発言の訂正の申出がありましたので、許可します。 

─────堀健康福祉課長。 

○健康福祉課長（堀 一生） 

 よろしくお願いいたします。 

 先ほど湯本辰雄議員さんの御質問の、補聴器の関係でございます。 

 県内での軽度の方に対する補聴器の購入助成制度をやっておる市町村数の数と、全体の市町村数

の数を誤って申し上げましたので、訂正をさせていただきたいと思います。 

 まず、県全体77市町村のうちと言うべきところを17市町村と申し上げてしまいました。大変すみ

ません。 

 それと、前段で、質問で議員さんから、県内では14市町村やっているよというお話でしたので、

答弁の中で私も合わせる形で14市町村というふうに申し上げましたが、2023年４月28日時点では、

私の調べたところでは８市町村となっておりますので、先ほど申した14市町村を、2023年４月28日

時点では８市町村となっておりますということで訂正をさせていただきたいと思います。 

 大変申し訳ございません。訂正しておわび申し上げます。よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────６番、髙井央葉議員。 

○６番（髙井央葉議員） 

 ３問目の質問です。 

 高山村ホームページのリニューアルとさらなる活用をということで、お尋ねします。 

 高山村のホームページは以前よりお知らせの更新が頻繁にされるようになり、私の周りの方から

も話題に上がることが増え、見ている人が増えているように感じております。 

 ですが、お知らせ以外のページ、中身の更新がなかなかされていなかったり、写真についても10

年ほど前のままというものもあったりということがあります。また、例えば土曜保育をしたいと思
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って「土曜保育」と入れて検索をしても、土曜保育がある、やっているということはもちろん分か

るんですけれども、土曜保育をしたい場合、具体的などんな手続が、どこで、どういった用紙を持

って必要なのか、いつまでに必要なのかといったような期間とか手順とかというものが出てこない、

分からないということで、使い勝手がちょっとよくないのではないかなという部分も多いなと感じ

ております。運用について伺います。 

 １つ目に、ホームページは各自治体の入口となるものですので、観光で訪れるときや移住先とし

て考えるときなど、外からの検索も当然されますが、村内に住んでいる人にとっても情報源として

活用する大切なものだと考えます。高山村としてホームページに対する考え方をお聞かせください。 

 ２つ目に、内容や写真などについて、毎年各課などで変更の必要があるかなど見直しを行うこと

はありますでしょうか。また、今後更新の予定についてお聞かせください。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────宮川総務課長。 

○総務課長（宮川裕明） 

 高山村の高山村ホームページのリニューアルとさらなる活用についてお答えいたします。 

 村では、村民の皆様を始めとする多くの方々に行政情報等を発信する手段として、広報紙を始め

防災行政無線やホームページ等を活用しております。 

 中でもホームページにつきましては、即座に情報を多くの方々に発信できることから、最も有効

な広報手段の一つとして考えており、令和元年４月に全面リニューアルを行った際は、セキュリテ

ィー対策の強化を図るとともにスマートフォンによる閲覧も可能とするなど、情報発信の充実に努

めてきたところでございます。 

 また、リニューアルに当たっては、全ての職員がホームページの情報更新ができるよう使いやす

いシステムを導入するとともに、広報担当から頻繁に情報更新を呼びかけるなどして、最新情報の

提供に心がけているところでございます。 

 そこで、村としてのホームページに対する考え方についてでございますが、議員お話しのとおり、

ホームページは自治体の様々な情報を取得する際の入口となるもので、村民の皆様のみならず全国

の方々が御覧になる大変重要な情報発信ツールであると考えております。 

 そのため、先ほども申し上げましたとおり、令和元年にはホームページを全面リニューアルする

とともに、見ていただく方に満足していただけるようなホームページでなければならないと思って

おりますので、先進自治体のホームページを参考にするなどし、今後さらなる内容の充実を図って

まいりたいと考えております。 

 次に、内容や写真等の見直しや今後の更新予定についてのお尋ねでございますが、先ほども申し

上げましたとおり、リニューアルした際には全ての職員が情報更新できる使いやすいシステムを導

入したことで、各課において新たなページを作成し、総務課の広報担当において確認した上で公開
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し、情報を発信しているところでございます。 

 こうした中で、掲載している情報に誤りがあった場合などは、個別に業務担当職員に修正を依頼

しているものの、ホームページの全体的かつ定期的な確認作業は実施しておりませんので、現在発

信している内容や画像として古いものがそのまま掲載され続けているページがあるとすれば、議員

御指摘のとおり、早急に改善すべきものと考えております。 

 こうした状況は、各課もしくは職員一人ひとりの確認不足から生じているものと思われますので、

今後、情報発信の在り方等も含め、職員研修等を通じて意識の向上に努めてまいりたいと考えてお

ります。 

 なお、現行のホームページにつきましては、全面リニューアルからまもなく５年が経過いたしま

すことから、時代やニーズに沿ったホームページに更新することが必要であるものと思っておりま

す。 

 したがいまして、今後の更新予定の時期を明言する時期にはありませんが、近いうちに全面リニ

ューアルができるよう、庁内にプロジェクトチームを立ち上げるなど体制を整えるとともに、御覧

いただく皆さんの御意見等をお聞きしながら、さらに利用しやすく、より多くの皆さんにアクセス

していただけるよう、準備を進めてまいりたいと考えております。 

 そのようなことから、村の情報を発信する最も重要な手段としてのホームページの運用につきま

しては、常に新鮮な情報をお届けできるよう、全ての職員への周知や意識の向上とともに情報管理

を徹底してまいりますので、御理解賜りますようお願い申し上げます。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────髙井央葉議員。 

○６番（髙井央葉議員） 

 再質問いたします。 

 更新についてとか、全面リニューアルも考えているということで、全体的に前向きに検討してい

ただけるという答弁だったかなと感じております。 

 その上で再質問ですけれども、全ての職員さんが更新できるようにしている、更新についても呼

びかけをして更新しているというところ、とてもいいことかなと思いますし、新しい情報がどんど

ん出てくるのはとても、見ていてまた更新されていないなというよりは、情報が出ているのはとて

もありがたいなと思います。 

 ただ、情報が多過ぎて新しいのに隠れてしまっている、見え方がなかなかというところ。「お知

らせ」のところを押すと２段になって出てくるところとかというところの見せ方については、これ

は簡単には直らないのかどうかというところ。 

 あと、それからせっかく公表されるようになったきらめきポストなんですけれども、振り返って

前の御意見、見ることが容易に見えないんです。「きらめきポスト」と検索をしても、私たちが一
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般質問をしてきらめきポストについて質問をした内容が出てきてしまったり、公表されたものの一

部しか表示されないので、以前にどんな声が寄せられたのがということが一覧になって出てこない

というようなことがあります。 

 先ほどもリニューアルされるということもありまして、以前つくったページがそのままになって

いたり、なかなかその辺の更新ができないということに関しては、今後時間をかけて改善していっ

ていただければと思いますけれども、こうした最近始められたものについて、始める段階で見やす

さ、考慮してつくっていくようなことというのはできますでしょうか。 

 もう一つ、村のホームページに多分ＳＮＳとしてフェイスブックがひもづいているんだと思いま

す。ただ、フェイスブックのほう、更新が８月の、多分昨年の高山まつりの情報から更新が止まっ

ておりまして、今、定住支援室のフェイスブックとインスタグラムと、あとホームページ、連動し

て３つどんどん更新されますので、移住者の方に対してはすごく情報が出てきているのかなという

ふうに感じておりますけれども、せっかくあるので、毎日更新なんということは言いませんが、例

えば月に一回、高山村のいいところを紹介していくようなことをＳＮＳ、もしひもづいているので

あれば、してはどうかと思いますが、いかがでしょうか。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────宮川総務課長。 

○総務課長（宮川裕明） 

 情報が多過ぎて、見せ方いろいろ気をつけろという御意見等いただきました。 

 また、きらめきポストにつきましても、以前のものが見られないという御指摘もいただきました。 

 そういった点も含めまして、ちょっと十分また係内で検討させていただきながら、より見やすい

ものにさせていただきたいと考えております。 

 また、ＳＮＳの関係につきましては、ひもづきさせていただいておりますので、これにつきまし

ては、なるべく新しい情報を常に更新できるような体制、また各職員ですとか担当の部局のほうに

連携取りながら進めてまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────髙井央葉議員。 

○６番（髙井央葉議員） 

 もう一つ、再々質問ということでお願いしたいと思います。 

 希望の情報にたどり着けないということの中に、村のホームページと子育て支援サイトが別々に

あるかと思うんです。子育て支援サイトにどうやって行ったらいいのか、子育て支援サイトに行っ

てしまうと、高山村のホームページまた別に立ち上げないと、どこで戻っていいのか分からなかっ

たり、例えば補助金だか手当のところのを押すと、ホームページに出てくるページの手当のものと

支援サイトに出てくる手当のものが違っていたり、内容が違っていたりします。例えば、家庭育児



－78－ 

給付金については、支援サイトでしか出てこなかったり、その支援サイトに出てくる家庭育児給付

金については2018年度のまま、たしか２万円に今なっているかと思うんですけれども、１万円のま

まだったりすることがあるんですね。 

 食育の内容も2018年のままだったり、内容を更新されていないことたくさんあって、リニューア

ルしていただければいいなかなと思うんですけれども、こういう金額の変更に関するものとかはす

ぐ対応していただきたいなと思いますが、その辺はいかがでしょうか。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────宮川総務課長。 

○総務課長（宮川裕明） 

 大変申し訳ございませんでした。 

 その辺、再度すぐよく、すぐに確認をさせていただきながら訂正、修正等をさせていただきたい

と考えております。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────髙井央葉議員。 

○６番（髙井央葉議員） 

 見るほうもですけれども、更新される職員さんの皆さんにとっても、シンプルで分かりやすいホ

ームページに今後リニューアルされることを望んで、この質問を終わります。 

 ４問目の質問に移ります。 

 香害についての村の対応はということでお尋ねいたします。 

 近年、合成洗剤や柔軟仕上げ剤や香りつき製品に含まれる香料によって、頭痛や吐き気などとい

った体調不良を訴える人が増えており、香りの害、香害として注目を集めてきております。村での

認識と対策について伺います。 

 １つ目に、香害について、村ではどのように認識されていますでしょうか。 

 ２つ目に、近隣市町村での取組についての把握はされていますでしょうか。 

 ３つ目に、村内で香害の訴えは現在ありますでしょうか。 

 ４つ目、香害への対策について、村ではどのように考えていますでしょうか。 

 答弁を求めます。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────西原住民税務課長。 

○住民税務課長（会計管理者）（西原一美） 

 香りの害に関する村の対応についてお答えいたします。 

 香りの害、いわゆる香害は、議員お話しのとおり、合成洗剤や柔軟剤、化学品類などに含まれる

化学物質によって様々な健康被害が誘発されることをいい、近年では、この香害が原因となって化
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学物質過敏症を発症する人もいると言われております。 

 独立行政法人国民生活センターによりますと、我が国では平成10年代後半から、香りの強い海外

製の柔軟仕上げ剤がブームとなったことなどをきっかけに、芳香性に工夫した商品の品ぞろえが拡

大し、現在では消費者が好みに応じて香りの強さや種類が選択できるよう、様々な商品が広く販売

されております。 

 その一方で、柔軟仕上げ剤の臭いに関する国民生活センターへの相談件数は年々増え、同センタ

ーが公表した平成26年４月から平成31年１月までの間に928件、このうち64％に当たる594件が危害

を受けたとされておりますが、その危害の症状は、頭痛やめまいなど様々でございます。 

 そこで、まず初めに香害の認識についてのお尋ねでありますが、言語の定義から申し上げますと、

香りは臭いとは異なり、脳に与えるメカニズムとして、自律神経のバランスを整え、抗ストレスや

疲労感の軽減、疲労からの回復作用など、様々な薬理効果を発揮すると同時に、記憶と結びつくこ

とでリラックスやリフレッシュなどの心理作用をもたらすと言われております。 

 しかしながら、先ほど申し上げましたように、その香りの強度などによっては周囲に不快感を与

え危害を及ぼすおそれがありますので、使用される皆さんが、芳香製品の香りの強さなど人への影

響に配慮していただくことが必要であるものと認識しております。 

 次に、近隣市町村の取組に対する把握についてでありますが、県内市町村のホームページを見ま

すと、国民生活センターの情報など、香害に対する注意喚起を促している自治体は複数ありますが、

須高管内では、電話照会いたしましたところ、そのような相談事案はないとのことで、ホームペー

ジなどでも特段注意喚起などは行っていない旨の回答でありました。 

 次に、村内の香害の訴えについてのお尋ねでありますが、先ほど申し上げました国民生活センタ

ーの情報によりますと、香害による危害の相談をされた方は、30代から60代の女性が78％で、その

発生場所は大半が家庭とされております。 

 このような中で、本村におきましては、家庭で使用する芳香製品の洗剤など、多岐にわたる商品

の中から自分にあった商品を購入されていると思われますことから、現在、村においては、そのよ

うな訴えなどの相談情報を確認してはおりませんので、よろしくお願いいたします。 

 次に、香害への対策についてのお尋ねでありますが、芳香製品は食品などとは異なって、直接体

内に影響を及ぼすものではないことから規制が難しい中で、国民生活センターでは、業界や事業者

に対して香りの強度の目安となる表示に関する要望を行っており、香りに関する注意喚起とともに

商品に掲載されるよう既に改善が図られてきております。 

 そのような中で、国民生活センターでは、行政に対しまして柔軟仕上げ剤の適切な使用方法等に

ついての消費者への周知や啓発を求めておりますことから、今後、村におきましては、香害の相談

等の有無にかかわらず、村の広報誌やホームページなどを通じて、香害や化学物質過敏症に関する

周知、啓発に努めてまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 
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○議 長（西原澄夫議員） 

─────髙井央葉議員。 

○６番（髙井央葉議員） 

 再質問をいたします。 

 先月２月27日には、早速、高山村ホームページへ、香料製品を使用する場合は周囲の人への配慮

をお願いしますという注意喚起と啓発ポスターのデータを載せていただきました。ありがとうござ

います。 

 村内ではまだ被害の報告がないということですが、個人差があったり症状も様々あるということ

で、香害とは結びついていないという方もいらっしゃると、全国的な報告の中でもありました。全

国的には、香害が原因で、先ほど発症は30代から60代の女性に多いというようなことでしたが、お

友達の洋服の臭いで気持ち悪くなってしまって一緒にいられないとか、学校に入るとくらくらして

しまうといった形で不登校になる子どもたちも出てきています。 

 近くは長野市で、「長野市香害を考える会」というお母さんたちの団体がありまして、お子さん

がやはり香害の被害で学校に行けないお母さんがいらっしゃって、こういう団体をつくって、2022

年には市に要望書を提出されたり、周知活動をされたりしています。また、先日、安曇野市で、

「化学物質過敏症である香害を防ぐには」という講習会が開かれ、奥様が化学物質過敏症、香害の

症状があって香害を知るために来たという旦那様だとか、お子さんにその症状があるのでよく知っ

ておきたいということで、お父さん、お母さんが見えられていたということがありまして、その様

子、ニュースでも放送されておりました。 

 発症は家庭でということですけれども、家庭で発症された方が最近、人がたくさん集まるところ

に行って、洋服について臭いとかでまたつらい思いをされていたり、そういうところに行けなくな

ったりということが問題になってくるのではないかなと思います。 

 アレルギーと同じで、一度発症してしまうと根治がなかなか難しいということも聞いております。

発症しないように、香害について多くの人が知っているということが大切だと考えます。先ほど、

ホームページや広報誌、周知していただけるということでしたけれども、併せて人が集まるところ

へのポスター掲示なども行っていただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────西原住民税務課長。 

○住民税務課長（会計管理者）（西原一美） 

 再質問についてお答え申し上げます。 

 早速ホームページを御覧いただきまして、ありがとうございます。 

 やはり、大勢集まる、密集するような場所では、芳香性が強いなど不快を感じられる人があるの

ではないかというふうに考えております。これは、やはり訴えがないということではなくて、そう
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いった機会がなくて村が把握できていないことだというふうにも考えます。 

 人が生活するという面におきましては、香害の問題以外にもたくさんモラルを必要とする、マナ

ーを必要とする、そういう認識が必要でございます。なかなかそうはいっても、対面的に臭いがき

ついよと申し上げるということがなかなかできないことが想定されます。 

 やはりこういう問題につきましては、いろんな媒体を使って周知をしていくことが、それを重ね

てやっていくことが重要であるというふうに認識をしております。 

 先ほどホームページのほうに消費者庁といろいろな各省庁が作ったポスターも添付させていただ

きましたけれども、その大きな版であるとか、そういったものをまたポスター等でいろいろな公共

施設を始め掲載してまいりたいというふうに考えておりますし、今の香害の問題もそうでございま

す、先ほど申し上げました生活環境についてのいろいろな個人のそういった苦情については、きめ

細かに担当課において注意を払ってまいりたいというふうに考えておりますので、よろしくお願い

いたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────髙井央葉議員。 

○６番（髙井央葉議員） 

 課長から、訴えがないからないではなく考えていただけるということ、大変心強く感じました。 

 高山村で香害の被害が出ないことを祈って、この質問を終わります。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 以上で髙井央葉議員の質問を終わります。 

─────11番、黒岩清道議員。 

○11番（黒岩清道議員） 

 通告に従い、質問をいたします。 

 私からは大きく２つの質問を行います。 

 １つ目の質問は、高山村の大災害の防災について伺います。 

 まずはその前に、元旦に起きました能登半島地震では、多くの犠牲者、また２か月を過ぎた今で

も１万人を超す避難者がいらっしゃること、そのことについてお見舞いを申し上げるとともに、早

い復興を願うばかりでございます。 

 さて、近年、大災害が各地で起きております。台風19号のような大型化する台風、またゲリラ豪

雨、御嶽山や本白根のような噴火、そして１番は地震だと思います。 

 過去に15年間で、震度６強以上の地震が日本では15回以上起きています。能登半島地震では甚大

な被害が起き、輪島市内の７階建てのビルが倒れている映像を、皆さんも記憶あると思いますが、

そのとき私は、公民館は大丈夫だろうかと思ったのは私だけでしょうか。 

 災害はいつ来るか、いつ起きるか分かりません。最近では、千葉県沖の地震が心配でありますし、
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南海トラフ地震はいつ来るのか。長野県においては、やはり長野県を横断している糸魚川静岡構造

線の危険度というものは上位にあります。予想震度は７から８と言われています。 

 高山村でも、避難経路や避難のタイミング等々を検討し、地区ごとの独自の防災マップを今進め

ておりますが、そこで、もし能登半島地震の規模の地震が高山で発生した場合、土砂崩れや橋の崩

落、特に孤立地区が出るのではないかと。特に私が住んでいる牧は、橋が崩落した場合には完全に

孤立してしまいますし、また観光地を持っています山田温泉などは、孤立になって観光客の避難と

いうものを想像できるわけであります。 

 また、インフラの関係、土砂崩れ等で、インフラもありますが、やはり不足している避難所とい

うものも大きな課題と思っております。想定外をなくす防災は必要と考えますので、そこで４点ほ

ど質問をいたします。 

 以前、防災に関係して質問をしたときに、避難所及び避難所の倉庫等は、開ける人、鍵は職員が

開けるという回答でいただいておりました。しかし、能登半島地震では、９割の避難所がガラスを

割って入ったとか、そういう問題が実際には発生するわけです。また、高山村の小中学校の体育館、

この照明は一般の人はコインで電気をつけますが、違うやり方もあるはずですが、そのことに対し

て対応策を検討しているでしょうか。 

 ２つ目、避難所は、災害のときの当日の運営、また３日目からの運営、長期の避難の運営という

形で、運営の仕方が変わると言われています。多くの市町村では避難所単位で運営委員会を設置す

るなどの動きがありますが、本村ではその設置または講習についてどう考えているか教えてくださ

い。 

 ３つ目、これは山嵜議員からもありましたが、やはり上水の関係のインフラの関係も含めてです

が、やはり避難所では水と電気と、一番がトイレです。この問題が一番と言われています。村では、

私はまだ知りませんが、あの重たい電源がなければ使えないトイレが用意してあるのか。今現在、

発泡スチロールでできたトイレなどもあります。そんな形で、水、電気、またライフラインの対策、

またトイレの対策などはどう検討していらっしゃるのか教えてください。 

 ４つ目は、高山村は避難所不足と言われています。本来なら、村の公民館が避難所や防災本部に

なる、その役割を果たすのが本当でしょうが、高山村の場合は中学校が防災本部です。実際には、

講堂が３階であり、築45年ほどの建物で、老朽化、不具合が起きている状況です。耐震診断も十数

年前に行ったはずですが、能登半島地震のあの規模が発生したら非常に不安だと私は思います。ま

た、公民館の長寿命化という形で、改修費が５億円という形で広報「たかやま」に載っていました。

実際には、一度立ち止まって、予算を控えた平屋でいいですので、避難所とか防災本部になる講堂

などを建て替えるなど、やはり役場周辺を、30年40年先を見据えた村作りを検討する必要があるの

ではないでしょうか。 

 この４点を質問します。 
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○議 長（西原澄夫議員） 

─────宮川総務課長。 

○総務課長（宮川裕明） 

 高山村の大災害の防災についてお答えいたします。 

 本年１月１日に発生した能登半島地震では、発災当時、石川県や富山県において津波警報が発令

され、緊急的な避難が必要となりました。 

 こうした中、避難所となった188校の学校施設のうち、約１割に当たる25校で、校舎の鍵を管理

している担当者が渋滞などで到着が遅れ、避難してきた人たちがやむを得ずドアや窓ガラスを割っ

て校舎内に入ったと報道されております。こうした事態を受けて、石川県及び富山県では、避難所

となる施設の鍵の管理方法などについて、改めて検討することとしております。 

 そこで、まず初めに、避難所や倉庫の鍵の管理についてでありますが、本村におきましては、現

在、体育館等の15か所の施設を避難所として指定しておりますが、そのうち13か所は、村管理の公

共施設で、残る牧地区農業生活改善施設及び駒場公民館の２か所については、地区管理の施設とな

っております。これらの施設はいずれも、防犯上、鍵の管理をそれぞれの施設管理者が行っており

ますが、災害が発生した場合、公共施設の避難所につきましては、年度当初に決定している各避難

所運営担当職員が責任を持って開錠することとしており、区管理の避難所につきましては、区長さ

んに連絡し開錠をお願いするか、鍵をお借りして職員が開錠することとしております。 

 今回の能登半島地震では、津波警報発令というまさに緊急を要する避難であり、役所等の対応が

間に合わなかったものと思われますが、こうした教訓を参考に、可能な限り早期に職員が参集でき

る体制を整え、災害発生後、早い段階で避難所の開設に努めてまいりたいと考えております。 

 また、小中学校の体育館の照明につきましては、社会体育等で利用する場合、コインタイマーに

より点灯させることとしておりますが、災害発生時は職員が分電盤による操作で照明を点灯させる

ことができるよう対策を講じておりますので、御理解賜りますようお願いいたします。 

 次に、避難所運営委員会の設置や講習についてでありますが、大規模災害が発生し、避難所生活

が長期間に及んだ場合、村の職員は、避難所運営業務を行いつつ、次の段階として、被災された

方々に対する罹災証明書の発行や災害復旧・復興業務などにも専念する必要が生じてくることから、

避難所運営は、住民すなわち自主防災会等が主体となり行っていただくこととなります。 

 今から29年前の阪神・淡路大震災では約31万人の方が、また平成23年３月に発生した東日本大震

災では、岩手、宮城、福島の３県で約41万人の方が避難所生活を余儀なくされておりますが、その

際の避難所における生活の質には課題が多く、水などの飲料水やトイレ等は不十分で、暖房は限定

的、加えて狭い空間での生活によって、多くの被災者が体調を崩されたと言われております。 

 こうした教訓を踏まえ、内閣府では平成28年に避難所運営ガイドラインを策定し、「避難所にお

ける良好な生活環境の確保に向けた取組指針」を示しております。 
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 この指針では、避難所の質の向上を図るため、防災担当や福祉担当だけでなく、医療・保健・環

境などから選定されたメンバーで構成する災害対策本部・避難所支援班の行政機関と、避難所を運

営することとなる自主防災会の皆さん等で構成する避難所運営委員会、また社会福祉協議会やＮＰ

Ｏ、一般ボランティアや警察、医療・福祉事業者等の外部支援者の三者からなる避難所運営会議を

平常時から開催し、顔の見える関係づくりをしておくことが必要と言われております。 

 しかしながら、地方は都市部と違い、特に本村のような小規模自治体では、日頃から自主防災会

の会長さんを兼ねた区長さん方と話し合う機会が多く、また外部支援者とも密接な関係を築いてい

ることなどから、改めて避難所運営委員会を設置する必要はないものと考えております。 

 しかしながら、今回の能登半島地震により、改めて避難所運営の問題点等が浮き彫りとなってき

ておりますことから、こうした課題をしっかりと捉え、区長さんや御協力いただく外部団体と連携

を図りながら、よりよい避難所の環境整備に努めてまいりたいと考えておりますので、よろしくお

願いいたします。 

 次に、避難所のライフラインとトイレ対策についてでありますが、避難所においては、飲料水や

食料の確保のほか、私たちの生活に欠かすことのできない電力やトイレの確保は極めて重要となっ

てまいります。 

 このため、各避難所の電力確保対策として、軽油を燃料とする発電機10台を備蓄しているほか、

ＥＶ車１台を保有し、避難所へ最低限の電力を供給できる体制を整えており、また防災拠点となる

役場庁舎や保健福祉総合センターには、大型の自家発電機に加え、太陽光発電設備と蓄電池設備の

整備により、施設の非常用電源を確保しております。 

 一方、避難所におけるトイレについては設置台数が限られているため、長時間順番待ちをする必

要があることなどから、避難された方が、トイレの回数を減らすために食べ物や飲み物を控えてし

まうことで、体調不良を引き起こすことなどの問題が生じております。加えて、停電や断水が発生

した場合は、水で流すことができず使用できないことから、応急的な袋などに排せつ物を入れるこ

ととなり、悪臭の発生や不衛生な環境による感染症発症のリスクが伴うなど、災害時のトイレの確

保が課題と言われております。 

 このため、村では、停電や断水が発生した場合に備えて、排せつ物に触れずに自動で密封処理が

可能な非常用トイレ15台を備えてあります。この非常用トイレは、持ち運びが可能な組立て式の簡

易トイレで、排せつ物を専用の特殊な防臭フィルムに入れて自動で熱圧着することで完全密封する

ことができるため、悪臭の発生がなく、さらには停電時においても充電式バッテリーから電源を確

保することができる高機能な非常用トイレでございます。しかしながら、この非常用トイレは組立

て方法を事前に習得する必要があるほか、大きな保管スペースが必要な上に、高額なため、大量に

保有することは困難な状況であります。 

 こうしたことから、議員ご提言の、軽くて扱いやすい、発泡スチロールや強化段ボール製の組立
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て式の簡易トイレにつきましても今後検討してまいりたいと考えておりますので、よろしくお願い

いたします。 

 次に、公民館の災害時の役割についてでありますが、村では、災害対策本部を設置する防災拠点

施設として役場庁舎を基本として、役場庁舎が被災した場合に備え、高山中学校を第１代替施設に、

保健福祉総合センターを第２代替施設、高山小学校を第３代替施設として順次指定するとともに、

体育館等の15か所を避難所に指定しています。この避難所の想定収容人員につきましては、本村に

とって最も被災する可能性の高い台風等の接近による風水害を想定した場合、土砂災害危険区域に

住む約3,000人の避難者が想定されており、現在の指定避難所において収容可能であると考えてお

ります。 

 このため、高山村公民館につきましては、高山村地域防災計画において、防災拠点施設または避

難所としての位置づけはしておりませんが、大規模災害においては、他の自治体からの応援派遣職

員または防災関係機関の職員等の活動拠点として利用することを想定しております。 

 こうした中で、議員御提言の公民館の整備等につきましては、現在教育委員会において高山村公

民館の改修計画の検討が進められており、この計画では、施設の長寿命化を図り、より耐震性の強

い施設となるよう検討しておりますので、御理解賜りますようお願いいたします。 

 今回の能登半島地震では、石川県の防災管理部次長が、先遣隊として災害発生から４日後の５日

に現地入りし、亀裂や土砂崩れによる道路被害がひどく、備蓄など公助が入るまでの事前の対策や、

自助、共助の重要性を実感したと言われております。 

 このため、村では、今後とも避難所の機能強化等の整備を進めるとともに、自助、共助の重要性

やその役割を住民の皆様に御理解いただけるよう、広報等を通じて周知を図る中で、引き続き災害

に強い村づくりに努めてまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────黒岩清道議員。 

○11番（黒岩清道議員） 

 それでは、今の御答弁で大分検討されるなと思っているんですが、ちょっと１番、２番、３番に

関して再質問をしたいと思います。 

 やはり能登半島のことを考えると、本当に職員が開けるということも開けられない、いろんなこ

ともありますし、トイレのことも、私も能登半島で知りました。実際には発泡スチロールで蓋つき

でちゃんと袋がセットして袋１つずつこうやって縛って排出物ができるという形で、片手で持てる

ぐらいのものですが、高山では非常に高いものでありまして、４人ぐらいで持たないと大変だとい

うことでありますけれども、実施にはこれを使うということもやはり当然教育していかなきゃいけ

ないし、それをやはり職員だけに任せるわけにいかないですし、また中学校、小学校の場合には、

学校の先生が主体になってしまうというところもあります。これは、長期にわたったときには子ど



－86－ 

もたちには悪影響を起こすわけです。 

 そういうことを考えたときに、外部の支援者でもありますけれども、やはり住民の人ができるだ

け分かっている、やっぱり講習をする。だから、避難訓練のときに、やはりそういう組織的なこと

でもっと細かくまた説明するような、これはこうやって使うんですよというだけで終わっているん

じゃなくて、やはりそうなった場合にはこうだと、逆に大災害のときには、入れないときには、鍵

がないというときには、もうしようがないけれどもあまり大きなガラスは割らないでねとか、やは

りそういう話合いをする必要があると思いますが、その辺はいかがでしょうか。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────宮川総務課長。 

○総務課長（宮川裕明） 

 今回の地震では、先ほど申し上げましたとおり、避難される方がガラスを割って入ったという報

道をされております。 

 ただし、先ほど答弁でも申し上げましたけれども、今回の場合は津波警報という本当に緊急性の

高い避難度であったという中で、住民の方も、村からの避難してくださいという情報の前に先にや

っぱり津波警報発令により、国からの指示によって避難を始めたと。そういう中で、実際の職員が

間に合わなかった面、多々あったんじゃないかということを考えております。 

 村においても、決してそういった緊急の避難がないということではございませんけれども、今現

在は取りあえず職員が責任持って開けるという形を取っておりますけれども、まさかどんなことが

あるか全く分かりません。そういった面に備えまして、じゃ、その場合はどうしていくのか、そう

いった面も含めて、また十分に検討させていただきたいと思います。 

 また、トイレにつきましても、防災訓練等で地区ごとに、可能な限り、組立てについても、自主

防災会の方々にお手伝いいただきながら設置させていただいている部分ございます。まだまだ不十

分かと思いますので、その辺もまたもっともっと懇切丁寧に、みんなと一緒になりながら早期に組

立てできるような体制を取っていきたいと。また、小学校、中学校につきましても、先生方にもや

っぱりそういった形を一緒に体験していただければいいかなと考えております。 

 また、議員さん御指摘のとおり発泡スチロール、段ボール等のトイレ、私も今回通告いただきま

して調べさせていただく中で、こういったものがあるんだなということを勉強させていただいた部

分ございます。そういった部分、また早期に検討させていただいて、導入できるものは導入させて

いただきたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────黒岩清道議員。 

○11番（黒岩清道議員） 

 １番、２番、３番の関係では、そういう形で今後もまた講習などをやっていただければと思いま
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す。 

 ４番目に関して、ちょっと再々質問させてください。 

 これ教育委員会のほうにちょっとお願いしたいんですが、公民館、長寿命化という形になってい

ます。５億円をかけるという形になっていますが、本当に５億円かけるというのは、やはり初期の

建て替えが、要するに20億、30億のときに５億ぐらいの長寿命化の工事をするというのは分かるん

ですが、こんなにかけるわけにいくのかなというところちょっと心配であります。 

 実際には２年前に行きました南信の豊丘村の公民館も図書館も、全て建て替えなので８億4,000

万です。当時と今は違うとはいいますが、実際にはこの前ちょっとホームページでいろいろ見てい

ましたら、令和４年度に奈良県の関係でとある町、私たちより規模はでかいですが、築50年の中央

公民館棟とホールを建て替えるというので、検討委員会の資料がありました。そこでは、ホールの

造り方次第で９億6,000万から12億5,000万ですという形なんです。これは町ですからこれぐらいで

すわね。実際にはそんなに、高山の場合、30億、20何億というのがどうして出たのかもありますし、

やはりそのときの民意が村民の意見だといっても、もう十数年前ですよね。多分内山村長の前です

よ。久保田村長のときですと思います。そういう形で、今その民意が生きるのかというところもあ

ります。 

 それともう一つ、令和３年度に文科省、総合教育政策局、地域学習推進課の中で資料があります。 

 公共社会教育施設における、公共施設だから公民館、図書館、その関係における将来の更新費用

の試算の前提条件としてという資料がありました。これは、この中で、高山村は1979年、築45年ほ

どですよね、その資料の中では1981年以前の旧耐震施設及び築40年以上の施設は長寿命化の対象と

はしない並びに対象にならない場合は築50年で更新と書かれています。これは文科省で書いたので、

高山村には関係ありませんというのか分かりませんが、こういう資料もあるわけですよね。 

 こういうのを照らし合わせると、高山村もやはり建て替えで、防災の本部にしたり避難所にした

り、また今、高山村の中でも公共交通は役場が中心に運行しようかと思いますが、今の現在は無理

なんですよね。バスがここまで来ると、ここが発着になるとなると、５分、10分停車していなきゃ

ならない。そうすると、止める場所が路上になってしまう。そういうことも考えて、やはり30年、

40年先を見据えて、高山村を住みよい村にするということで、その辺でもう一度検討をする必要が

あると思いますが、教育委員会に質問しますけれども、よろしくお願いします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山﨑教育次長。 

○教育次長（人権推進室長）（山﨑久志） 

 黒岩議員からの再々質問につきまして、公民館の長寿命化計画の進め方につきまして御意見、御

質問いただいたかと思っておりますが、よろしくお願いいたします。 

 以前、文化拠点の施設ということで、十数年前に検討が始められ、20億、30億という大きな新た
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な施設の拠点構造につきまして検討されてまいりました。 

 しかしながら、進めていく中で、やはり新たに建設をするという部分にはかなりいろいろな御意

見を頂戴し、その部分につきましては、一旦その考え方ではなくて、もう一度一旦白紙というか、

また新たに考えていく必要があるのではないかということの中で、高山村の公民館、現在四十数年

たっておりますけれども、その建物の長寿命化という、この建物を最小の経費で長期に使える建物

にし、施設を有効に活用していきたいという考え方の中で、長寿命化計画ということで、令和４年

度に検討委員会を立ち上げさせていただき、検討してまいりました。 

 検討する中で、やはり公民館の機能は必要だよねというところ、ただ大分老朽化も進んでおりま

すので、その中では施設の機械の更新ですとか、今の時代の中で効率のいい省エネ対策であったり、

バリアフリー、ユニバーサルデザインの観点からのバリアフリー対策というようなこと、さらには

やはり耐震化という部分についても一緒に含めて考えていく必要があるのではないかという御提言

を頂戴したところでございます。 

 それを踏まえて、現在広報「たかやま」等でも周知をさせていただきながら村民の皆さんからの

御意見を頂戴し、長寿命化計画を進めてまいりたいと考えております。 

 その中で、ただいま黒岩議員から文科省の資料につきまして、こういう考え方で国のほうでは示

されているよというところ、御説明いただきました。大変申し訳ございません。私のほうでその詳

細な部分把握し切れておりませんので、何ともお答えできないところではございますが、当然公民

館の長寿命化を考える中で、今の不安、耐震大丈夫かというところ、御指摘頂戴しました。十数年

前に耐震化の調査もした上で、さらにそこから年数もたっているぞというところの御指摘でござい

ます。十分そこは設計の中で十分考えながら進めていきたいかなというふうに思います。 

 また、役場周辺の30年、40年先を見据えた考え方、大変必要だというところでございます。 

 教育委員会だけでなく、こちらの村民の皆さんからも御意見をいただきながら、また役場関係機

関、関係部署とも調整する中で、公民館をより有効に皆様方に御利用いただけるよう努めてまいり

たいと思いますので、何分よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────黒岩清道議員。 

○11番（黒岩清道議員） 

 すみません、文科省の関係をまた見てください。 

 そういう形で書かれているのが本当に当てはめると、非常に問題あるなと。正直、建て替える以

前に長寿命化というのは、やはりスパン的に20年の周期、長寿命化、また大規模改修やって80年と

持つという形のスパンで造るというのは今言われていますけれども、高山のはもう逆に遅いのだと

思うのですが、その辺も含めてもう一度話し合う場所とか、また意見を聞く場所を取っていただけ

ればありがたいなと思います。 
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 ２つ目の質問に移らせていただきます。 

 ２つ目は、地域おこし協力隊についてお伺いいたします。 

 地域おこし協力隊は、都市部からの住民票を異動して、地域、過疎地に来ていただいて、地域ブ

ランドや地場産業開発また販売など、地域おこし支援や住民支援などの地域協力活動を行いながら、

その地域へ定住、定着を図る取組であります。地域外の斬新な視点から地域協力活動を行っていた

だくことにより、地域の活性化や自治体のまたメリットなどに大きく影響する制度であります。し

かし、地域との協力活動がよく見えないのが、高山の地域おこし協力隊のように思えるので、そこ

で、２点ほど質問をさせていただきます。 

 １つ目は、バス停の絵についてです。 

 以前、女子美の関係で、子どもたちと一緒にバス停の絵を描いたりして産学官の関係でやってい

ただいたんですが、今回のバス停の絵のリニューアル、これには地域との協力、特に小中学校の子

どもたちと一緒に地域を思い、また絵の技術、また楽しさ、そういうことを共有しながら作り上げ

ることが必要だったのではないかと感じますが、どのような経過だったのかをお教えください。 

 ２つ目は、高山村でも産業振興課と、ちょっとすみません、ここに「移住定住係」という形で書

きましたが、定住支援室に、合わせて３名の協力隊が在籍しています。今まで住民や地域とどのよ

うな協力活動をしてきた実績があるのか。また、今後定住を含めて、活動計画など教えていただけ

ればありがたいと思います。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────小渕産業振興課長。 

○産業振興課長（小渕義彦） 

 地域おこし協力隊についてお答えをいたします。 

 地域おこし協力隊事業につきましては、人口減少や高齢化の進行が著しい地方において、地域力

の維持・強化を図るため、自治体が都市地域に在住する者を地域おこし協力隊員として募集し、都

市地域から地方に住民票を異動して生活の拠点を移した者を地域おこし協力隊員として委嘱するも

ので、委嘱された隊員は、１年以上３年以下を任期として、地域ブランドや地場産品の開発、販売、

ＰＲの地域おこしの支援や農林水産業への従事、住民の生活支援などの地域協力活動を行いながら、

その地域への定住や定着を図ることを目的とした制度であります。 

 国では、この地域おこし協力隊事業に取り組む自治体に対し、隊員の募集や受入れ、任期中の隊

員の活動に要する経費のほか、任期終了後の起業や事業継承に要する経費等について、特別交付税

による財政措置を講じております。 

 このため、本村におきましては、平成26年３月に「高山村地域おこし協力隊設置要綱」を制定し、

平成26年４月に初めての地域おこし協力隊員を採用し、信州高山観光協会において３年間、観光情

報発信や観光振興に携わっていただきました。その後、令和２年４月には２名の隊員を採用し、役
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場産業振興課と信州高山村観光協会において、誘客促進や観光振興の業務を携わっていただいたと

ころであります。さらに、令和５年４月からは役場定住支援室において１名採用し、空き家バンク

に登録する家屋の掘り起こしや移住者同士が交流できる場の設定のほか、空き家を活用した啓発イ

ベントの開催等の業務を担っていただいております。 

 そこで、バス停のリニューアルは村内の小中学生と一緒に作り上げることが必要ではないかとの

御提言でありますが、バス停のリニューアルにつきましては、平成18年から女子美術大学、株式会

社グーライト、村の３者が連携して、アートやデザインを活用した地域づくりを行う産学官連携地

域文化創生事業の一環として、村内の古くなった果物のバス停のリニューアルを行ってまいりまし

た。この事業の対象となるバス停が多く存在することから、複数年に分けて制作に取り組み、その

都度、多くの女子美大生や大学の教授、さらには村の小中学生にも参加していただいたところであ

ります。 

 しかしながら、その後、年数の経過とともに風雨による劣化等が発生してきたことから、再び学

生の力を借りてリニューアルを考えていたところ、ちょうど新型コロナウイルス感染症が蔓延した

時期と重なり、産学官連携地域文化創生事業は休止状態となってしまいました。 

 この事業に長年携わっていただいた女子美術大学の教授が、大学を退官されることを機に本村の

地域おこし協力隊員になっていただいたことにより、休止状態となっていた産学官連携地域文化創

生事業の復活も検討いたしましたが、長野県内で唯一美術科の専門コースがある松本市のエクセラ

ン高校との連携が可能であるとのことから、当該高校に大型パネルの制作を依頼したものでござい

ます。 

 そこで、議員御提言の、従来のバス停のリニューアルの際には、小中学生にもデザインの提案や

部分的な色付けなど、大学生の指導を受けながら参加いただいた経過もありますので、今後は学校

側と相談し、小中学生が参加できる方法を検討してまいりたいと考えておりますので、よろしくお

願いいたします。 

 次に、現在の協力隊員の実績と今後の活動計画についてのお尋ねでありますが、まず、１人目の

産業振興課の隊員には、長年、産学官連携地域文化創生事業に携わっていただき、その間、多くの

村民とも協働した経験を活かし、高山村の誇れる自然や文化、温泉、さらには特産の果樹などをＰ

Ｒするための新たな観光パンフレットの制作を始め、これまで積極的に誘客に結びつけてこなかっ

た根曲がり竹をＰＲするためのタケノコ街道のパンフレット、山田温泉や山田牧場の自然や星など

を紹介する小冊子、コロナ禍の手や指の消毒剤飛散防止マットのデザインなど、高山村をＰＲする

ための多くの物品等の制作に携わっていただきました。 

 さらに、令和４年度からは、先ほど申し上げましたエクセラン高校によるバス停のリニューアル

事業のほか、清泉女学院大学や女子栄養大学など学校のインターンシップ制度を活用し、制作活動

に当たっては村民との交流を図っていただいております。 
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 また、小学校のわくわく村の活動は、毎年デザインとアート教室を開催し、小学生の親子の皆さ

んとも交流を深めていただいております。 

 次に、２人目の観光協会の隊員には、ＳＮＳを活用した情報発信等の豊富な知識を活かし、携帯

でも見やすい観光協会の新規ホームページの立ち上げのほか、タコチツアーコースの開閉状況の分

かるカレンダー機能の導入や、Ｅバイクのオンライン予約システムの開発、観光協会のＰＲキャラ

クターであります高山タカオ君のラインスタンプの制作に携わっていただき、さらに、本村出身の

ボーイズアンドメンの勇翔さんが公認アンバサダーを務めるジャパン峠プロジェクトへの加盟や、

本村出身の古川雄大さんへの応援メッセージの募集などにも携わっていただいたほか、昨年の中学

生議会においては、中学生からの村の観光に関する質問事項をＸ（旧ツイッター）に投稿するなど、

村の観光振興に努めていただいております。 

 続いて、３人目の定住支援室の隊員には、これまで活動の中心である空き家バンク等の関係で、

令和６年２月末時点の新規登録件数が16件、成約件数は18件となっており、空き家バンクの制度発

足以来、過去最高となる見込みであります。これは、公私を問わず地域に積極的に関わることに加

え、空き家バンクへの登録を促すための課題が家財整理であることに着目し、村では初めてとなる

「たかやまリサイクル市」の開催による結果であるものと考えております。 

 また、毎月チャオルで行われている「寄ったい市場」での空き家の個別相談に加え、移住者と村

民が気軽に関わるイベントとして、「移住者交流会」や大人同士が交流する「おとな保育園」を実

施しております。 

 今後も、空き家に関わる業務を通じて地域の皆さんと積極的に関りながら、定住促進に努めてい

ただくこととしております。 

 このように、３名の隊員がそれぞれ御活躍いただいていますので、今後も引き続き御活躍いただ

き、任期終了後も村内に居住していただくことが大変重要でありますことから、隊員の活動や起業、

居住など、村で生活することができるよう、村として可能な範囲で支援をしてまいりたいと考えて

おりますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────黒岩清道議員。 

○11番（黒岩清道議員） 

 再質問をいたします。 

 正直なところ、３名の隊員の方々の動きというのは、ＳＮＳでは定住支援室の方の動きは非常に

分かるんですが、なかなか産業振興課のほうのが分からなかったわけですが、正直なところ、以前

にもお話ししたと思うんですが、パンフレット作っていただきました。でも、パンフレットの、や

はり権利というのが当人にあって役場にはないという話を聞きまして、パンフレットの映像、写真

などいろんなところで活用できるんじゃないかということを前質問したと思うんですが、そのあた
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りが、要するに個人でやっているのか、正直、村として協力してやっているのかというところが見

えなかったというところが非常にあります。 

 今回のバス停の件に関しても、小中学校の校長、教頭に聞いても、一度も話はないよということ

で、話だけでもあっても普通はよかったんじゃないのかなということを、要するにコロナだから駄

目だというのは、昨年の一般質問の中でもあったと思います。でも、やはりそれを、声をつなげる

とか、要するに支援をするというのは、当人、隊員の人たちができないのであれば、やはりそこを

受け持つ課がそれをフォローアップしなきゃいけないんじゃないかなということが、私は思うわけ

です。 

 そのところで、今言われたところの隊員の方々の活動、これほかのところに行くと、年に一度、

どの部署にいようが地域おこし協力隊の年間の活動報告とか次年度へのまた目標という形で、会議

とかを開くのが多くなっているんですが、正直高山の場合は人数が少ないというのもあるのかもし

れませんが、そういう形を開くことは今しているのでしょうか。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────小渕産業振興課長。 

○産業振興課長（小渕義彦） 

 質問は１点かというふうに思います。 

 活動に対して、話合いを持って取り組んでいるのかという御質問かなと、こういうふうに思いま

す。 

 先ほども、ＰＲの部分では、なからＳＮＳで観光振興やら産業振興関係の情報があまりないよと、

こんなような御指摘を頂戴しまして、そこは改めて今後の中でまた見直しをかけながら進めてまい

りたいと、こんなふうにも考えます。 

 また、気になったのは、小学校との連携を図る中で、話合いを小学校としていないというような

お話いただいたんですが、こういった事業を進める中におきましては、やはりそういったことも含

めて、しっかり共有といいますか、横のつながりを持ってやっていくべきだと、こんなふうに思い

ますので、改めてその辺についてはおわびを申し上げながら、担当との連携も取って進めてまいり

たいと、こんなふうに思っております。 

 それと、御質問の関係でございますが、目標というようなことで、当然、村の広報誌でも、これ

まで、昨年度と変わり、村民の皆さんに情報をやはりお示しする必要があるということで、１人ず

つの活動報告というようなことで広報に掲載をさせていただいてきております。そういう活動をな

かなか目に触れないという方もいらっしゃると思いますけれども、その辺についてはまたＳＮＳの

中でも反映することも踏まえながら、今後の活動においても逐次、３人ではありますが、この活動

について反省会、また村外に限らず関係する近隣の市町村との話合いも持ったりして、活動の皆さ

ん、活動する中で、お互いに情報を共有して、どのように地域おこしあるいは村の課題に対して取
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り組んでいったらいいのかというような情報交換もされております。そういうことも踏まえながら、

村内３人ではございますが、この皆さん方において目標やら反省も踏まえながら、次年度に向けて

計画づくりをしていただいている経過もございますので、さらにその辺もどのようにできるのかと

いうことも検討いただくということも含めて、お見合いしていきながら今後進めてまいりたいと思

っております。 

 いずれにしましても、地域おこし協力隊の皆さんの力を借りて、できないところで村の目的に合

った事業を取り組みながら自立していただくというのがこの事業でございますので、そこの辺が十

分達成できるかどうか、ここを含めて考えながら相談して進めていきたいと、こんなふうに思いま

すが、よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────黒岩清道議員。 

○11番（黒岩清道議員） 

 ほかの地域では、意外とそういう報告会、またいろんなそういう会議を開いています。 

 また、隣の小布施でも３か月のインターンという形でやっていたり、いろんな形で頑張っており

ます。 

 場所によれば、九州では、地域おこし協力隊というのはプロ野球でいうドラフト会議ということ

で、「こういうことをやりたいです」というのを各町村が手を挙げてくじ引きをして取るという、

本当にドラフトと同じことをやっている、そういう形でもう力を入れている。逆に、来たらよろし

くねという形のお任せじゃなく、やはり地域と一緒に協力していく形で、それを村がサポートして

いく、それだけ見に行けば、議員もいろんなところの委員さんもやはり活用していくということを

今後考えていただくことが必要かなと思いますので、そのことを伝えて私からの質問は終わります。 

 以上です。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 以上で黒岩清道議員の質問を終わります。 

 以上で本日の日程は全て終了しました。 

 明日は午前10時から会議を開きますので、定刻に御参集ください。 

 本日はこれで散会します。 

 お疲れさまでした。 

午後３時39分  散 会 

                                  

 地方自治法第123条第２項の規定により署名する。 

          令和６年３月５日 

                 高山村議会議長  西 原 澄 夫 
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                 署 名 議 員  梨 本   進 

 

                 署 名 議 員  沖 島 祥 介 

 

                 署 名 議 員  髙 井 央 葉 
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事 務 局 長 山 嵜 賢 一  書 記 槇 田 和 子 

                                  

 

午前10時00分  開 議 

○議 長（西原澄夫議員） 

 これから本日の会議を開きます。 

 

──────────────────────────────────── 

諸般の報告 

○議 長（西原澄夫議員） 

 日程に先立ち、諸般の報告を行います。 

 本日の会議に６番 髙井央葉議員が所用のため遅刻する旨の届出がありましたので報告します。 

 感染症対策により、１時間を目安に換気及び質問席、答弁席の消毒のため休憩を取り、議事を進

行したいと思います。 

 テレビ中継のほかに質問者のカメラ撮影を許可しましたので報告します。 

 これで諸般の報告を終わります。 

 

──────────────────────────────────── 

日程第１ 一般質問 

○議 長（西原澄夫議員） 

 日程第１ 一般質問を行います。 

 順番に発言を許します。 

─────４番 梨本 進議員。 

○４番（梨本 進議員） 

 おはようございます。 

 一般質問させていただきます。 

 通告に従いまして、私からは２項目でありますが質問させていただきます。 

 まず、秋の村長選への意向と令和６年度予算案の重点施策についてお尋ねします。 

 令和６年度高山村の一般会計当初予算案が示され、総額45億4,600万円で前年度比0.6％の増とな

っています。昨年５月に新型コロナ感染症の扱いが５類に移行され、コロナ禍対策で実施されてき

た生活支援や経済支援などの給付事業や補助事業などが終了し、平常の状態に戻る中での初の予算

編成であり、積極的な重点施策を望むものです。長引いたコロナ禍で日々の生活には、いまだに疲

弊感が残っていると感じていました。 
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 令和６年、今年こそはと新年を迎えた途端に容赦なく自然災害が襲ってきました。そのありさま

に大きな衝撃を受け、明日は我が身か、我が村は大丈夫か、多くの方が感じられたと思います。被

災された方々に対しましてお見舞いを申し上げるとともに、一日も早い復興を願っております。救

助活動や避難者の支援、道路や水道、電気などライフラインの復旧など、防災と減災の多くの課題

が各自治体、市町村に突きつけられました。 

 そんな中、長野県の総人口も200万人を割り減少に転じるなど、都市部はますます人口が増加し、

地方は急激な人口減少となっています。 

 高山村においても、少子化と高齢化で生産人口の減少が進む中で、村の将来の在り方を見据えた

戦略的な施策も示すことが必要ではないかと考えます。一般会計及び特別会計予算の細部項目につ

いては、明日から行われる予算決算審査特別委員会において審議させていただきますが、ここでは

令和６年度に向けて内山村長の村長選への意向と、令和６年度予算の重点施策についてお尋ねしま

す。 

 まず、本年11月に任期満了を迎える村長選挙についてお尋ねいたします。 

 11月５日告示、11月10日が投開票日と選挙管理委員会より発表されました。２期８年目の最終年

に入っておられる内山村長におかれましては、新年度に向けて、今、まさに全力で職に当たられて

おられる中、大変失礼とは存じますが、秋の村長選への御意向をお聞かせいただければと思います。

令和６年度の重点施策をお聞きする前に、村長選への思いなどあればお聞かせ願いたく、よろしく

お願いいたします。 

 次に、重点施策の農業振興についてお聞きします。 

 高齢化により農業人口がますます減少している中で、農地集約を早く進める必要があると思いま

す。特産品のブランド化をより一層進めるには、収量の拡大確保、販路の拡大や特産品の販売所の

開設などが強く要望されています。これら特産品のブランド力強化と収量の拡大、担い手の育成、

確保など、農業振興の重点施策をお聞かせください。 

 次に、子育て支援についてお聞きします。 

 少子化、高齢化による生産人口の減少、また、若者、子育て世帯の減少は、本村の将来の存続に

も関わる深刻な問題です。人口増加の即効性のある施策を講じることはたやすくないと思いますが、

少しでも減少幅を少なくしていく、諦めずに有効な施策を継続していくことが必要なことだと思い

ます。子育て世帯が生活しやすい村を目指し、子育て世帯の経済的負担の軽減を図るため、有効な

施策を確実に積み重ねていくことが重要と思います。村独自に取り組む子育て支援の重点施策は何

かお聞きします。 

 次に、観光振興策についてお尋ねします。 

 本村には貴重な観光資源が多く存在しています。多くの観光客が訪れ、高山村のイメージや知名

度アップにつなげていると思います。その貴重な資源の多くが自然環境の変化や経年劣化などで損
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傷や不具合が生じてきている状況にあると思われます。必要な整備と維持保全は早め早めに実施し

ていかないと取り返しのつかないことになる、そんなおそれもあります。そうして維持保全された

ものをいかに利活用していくかが重要で、にぎわいがあってこその観光事業と言えるのではないで

しょうか。行政、地域住民、関係事業者が共に連携し、協調していくことが最も重要なことと思い

ます。観光振興の重点施策は何かお聞かせください。 

 以上、４つの質問について答弁をお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 村長選への意向と令和６年度重点施策についてお答えいたします。 

 まず初めに、これまで議員の皆様には村政運営全般にわたり御理解と御協力をいただきましたこ

とに対しまして、改めて感謝と御礼を申し上げます。 

 おかげさまで厳しい財政状況の中におきましても、村民の皆様のための村政運営を実施してまい

ることができ、あわせて安全・安心な村づくりを進め、豊かな高山村とそこに暮らす村民の幸せを

求め、職員と共に全力を傾注することができました。 

 そこで、秋の村長選への意向のお尋ねでございますが、告示日を含め、選挙は令和６年度の後半

でまだまだ何か月も先であります。現在は、令和５年度の村政運営の締めくくりと、令和６年度の

村政運営に当たり全力を傾ける時期でありますので、白紙であり、全く考えておりませんので、御

理解賜りますようお願い申し上げます。 

 次に、農業振興の重点施策のお尋ねでありますが、農業を取り巻く環境は厳しい市場環境ととも

に、農業者の高齢化や担い手不足などにより、農家人口や経営耕地面積の減少傾向が続いておりま

す。 

 一方で、減農薬栽培への取組など、農産物の品質に対する評価は高いことから、新規就農促進や

農業生産基盤の整備による生産コストの軽減のほか、鳥獣被害の防止などにより魅力ある産地をつ

くるとともに、競争力の高い農業の推進を図っていくことが必要と考えております。 

 そのため、新年度では、平成25年度に着手し、本年度完了した県営中山間総合整備事業の次期事

業に取り組むため、地域や農業者の皆様と計画策定に向けた話合いを本格化するほか、１㎞当たり

３万円としていた電気柵維持管理交付金の交付単価を５万円に拡大し、大型獣による被害防止と地

元負担の軽減を図るとともに、新規就農者や認定農業者への支援などを継続することにより、本村

の基幹産業である農業振興を充実してまいります。 

 次に、子育て支援の重点施策についてのお尋ねでありますが、本村の将来を担う子どもたちと子

育て世帯への支援につきましては、人口減少抑制対策として、移住定住施策と並ぶ最重要課題であ

り、就任以来、その支援の充実を図ってまいりました。 
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 令和６年度には児童手当の支給対象年齢を高校３年生相当まで拡大するほか、村独自の施策とし

て令和５年度までおおむね半額負担としていた学校給食費につきまして、全額公費負担とすること

で、子育て世帯の経済的負担のさらなる軽減を図ってまいります。 

 次に、観光振興の重点施策のお尋ねでありますが、私の公約であります、にぎわいの場の創出に

向け、新たな施設整備のほか、既存の観光施設の整備、充実に取り組んでまいります。 

 まず、にぎわいの場創出事業では、山田牧場を訪れた観光客の皆様に豊かな自然環境や北アルプ

スを望む雄大な景観をお楽しみいただくための環状ハイキングコースの整備に着手してまいります。 

 また、スキー場緊急対策事業として、本村の冬を代表する観光資源でありますヤマボクワイルド

スノーパーク索道機械等の改修費用に補助を行うほか、桜まつりやヒルクライムチャレンジ、信州

高山まつりや山田温泉で開催される囲碁の本因坊戦など、各種イベントへの補助を実施し、年間を

通じた魅力発信と誘客による観光振興を図ってまいりたいと考えておりますので、よろしくお願い

いたします。 

 ただいま申し上げました令和６年度重点施策のほか、既存事業の着実な実施による住民福祉の向

上と、将来にわたる持続可能な村づくりに全力を傾けてまいることが現在の私に課せられた使命で

あると考えておりますので、御理解賜りますようお願い申し上げます。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────梨本 進議員。 

○４番（梨本 進議員） 

 再質問させていただきます。 

 まず、重点施策のほうからですが、農業振興等の重点施策として上げて、幾点か上がって今年も

主要施策というのが示されております。 

 それで、今まで継続してきたり、ちょっと少し拡充したりというようなことはたくさん施策の中

に上がっておりますが、１つ、先ほども村長おっしゃられました、今まで、今年、令和６年度で一

番残って、最後残っている事業が完成するという中山間総合整備事業、これ６年度までであります。

今、各地域で意見等を話し合ってもらいながら進めている県営中山間地域農業農村総合整備事業、

これの意見をまとめているということでございます。これを始めていくと、大体早くても令和９年

ですか、着工開始が、そのぐらいまでになるのではないかというふうに思うんですね。それまでい

ろいろ集約して県に提出して、その承認をいただいてという。 

 そこで、今、やはり地域の方は一生懸命今忙しい中、急ぎ取りまとめておられますけれども、村

行政として、これから先のことを少し強く施策を出しておいて、そこにできれば、例えば願いであ

りますが、販売所等、生産物の販売所とかそういうものはぜひこの整備事業で造っていきたいんだ

と、そういうような強いメッセージを出していっていただきたいなというふうに思うんですね。住

民の方からの意見もそういうのも出てくるかと思いますが、どこでどの辺のところでこういうもの
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をつくっていきたい、この整備事業で何としてもそれで完成させたいという、そういうような戦略

といいますか、そういう方向で行っていただければと思いますので、そのことをまたひとつ御答弁

お願いしたいと思います。 

 それから、子育て支援についてですが、新規の小中学校給食無償化、公費、全額公費負担、大変

結構な施策、決断していただいたと思います。それから、児童手当の高校終了までと。これも子育

て世帯の負担軽減には大変いい施策だと思うんですね。 

 それで、昨日もホームページの話出ていました。この子育て支援の中身については、その市町村

の窓口、ホームページを見るに当たって、子育て支援のほうから、私なんかはいつもそこから見て

いくんですね、ほかの市町村の施策を。子育て支援でどの程度のことをやっているか、それが村の

取り組み方、考え方の１つ基本となっているのかなというふうに思いますので、そのホームページ

での、本当に昨日もお話いただいて、内容をリニューアルしていく、更新していくというようなお

話でしたが、例えば昨年、私、「子育てパンフレット」のお話しして、ホームページに載せたらど

うかということでお話ししました。それで、「子育てパンフレット」はあるんですね、載っている

んです。ただ、子育て支援のところから入っても、「子育てパンフレット」という言葉が出てこな

い。それで、ずっと見ていきましたら、妊娠したらというところをクリックしていくと「子育てパ

ンフレット」と、「高山村子育てパンフレット」というのが出てくる。その「子育てパンフレット」

は、妊娠してから出産、ずっとこれから子どもの手当て、先ほどおっしゃっている手当て、それか

ら交通費補助とか、ずっと出ているんですね。その一括して出ているものが細かいところへ行って

いかないとそれが出てこない。それはちょっとやはり中身を各課、私、担当の方はその妊娠した方

のことを思ってそこに入れている、そのお気持ちはよく分かるんです。ただ、村の戦略として、そ

ういうところは大いにＰＲしていかなきゃいけないものなので、その辺のことをちょっと細かいと

ころになりますが、充実していただけたらというふうに、せっかくのこういう政策を、施策をもっ

ともっとアピールしなきゃいかんというふうに思いますので、そのことをお願いしたい。 

 それから、観光振興につきましては、真っ先に村長の村政運営のところにも、にぎわいの場構想

と山田牧場の出ております。まあ、長くかかっております。これやっぱり、私、前回の一般質問で

しましたが、山田牧場についてやっぱり方向性が少し今までなかなか固まってこなかった。そうい

うことも影響し、なかなか事業が進まない。少しこのハイキングコース、環状ハイキングコースは

規模といいますか、内容を変更し、今年は少し何ですか、電柵の位置を変えたり、出発点はみんな

から見えるような、あのゲレンデの中から入っていけるような、そういうように変更の企画が出て

います。そのハイキングコースはいいと思いますし、スキー場のリフト関係の助成、これは本当に

安全が第一ですのでこのことを、今まで村営であればもうとっくの前に村営であれば手当てしてい

かなくちゃいけなかった。これは民間に委託してお願いしちゃっていてこういうところまで来てし

まったというのもありますけれども、こういう危険、安全はやはり維持していかないといけないと
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いうふうに私は思って、これは理解できるんですが、少し何ですか、休憩の場所の工事、これがち

ょっとまだ理解できない。あまり計画的に。もうちょっとゲレンデ等の方向性がしっかり出て、そ

うしてから、ほかのこととの考え、施策も総合的にもう一度そこは考えたほうがいいんじゃないか

なと、私は個人的に思いますが、この後のまた予算審査のほうで内容はお聞きしていきたいという

ふうに思いますが。 

 冒頭に言いましたが、観光の資源を維持していかなくちゃいけない。これ、今、山田温泉の大湯

が休館といいますか、なっています。温泉源泉が危機、非常に危機的になっていると。これは観光

の村としては、温泉の村としては大変な問題で、ここは優先的にこのことをお金かけていかなくち

ゃいけないと私は思うんですね。ですから、こういうところにしっかりと入れて、新たな先ほどの

言ったような休憩とちょっとまた後でもいいんじゃないかと私自身はそのように思って、こういう

ところの施策をしっかりとやっていくということを優先していっていただければなというふうに思

います。 

 もう一つ最後、村長、大変御自身のお気持ちというようなことで、大変立ち入ったところのお聞

きしたりして大変失礼なところありますけれども、全く白紙と。全力で村政に取り組んでいくとい

うお話でありました。この時期ではそういうことだと思います。 

 それで、私、今回なぜこのようなことをしたかと、質問させてもらっているかというと、やはり

最近行われた市町村、他市町村の選挙でも見ますと、ちょっとやはり盛り上がりに欠けたり、タイ

ミングを逸したりして、そういう立候補者が難航したりしますと、その隙を縫って全然この地元に

ゆかりのない方が落下傘のごとく立候補してくる。これ、可能性はまたあると思いますよね。やは

り候補者同士の政策論争でこの村政を、村を活気づけていく、これが選挙はそういうことだと思う

んですね。 

 それで、もう一つ心配なのは投票所の再編の話で出ています。これは、やはり投票所が数が少な

くなる。車で行ける方はいいですが、高齢者、そういう方たちのちょっと投票に行きづらくなる。

これが今パブリックコメントで意見公募してありますが、このこともちょっと心配で、投票率の低

下というのもちょっと今回心配されているところなんですね。そういうことを今のうちから何か盛

り上げていかないと、低調な村長選挙になったら、せっかくのこういう機会ですからもったいない

ということで、何とか話題性も上げ、活気づくような村長選挙になってもらえたらなという思いで

この今回質問をさせていただきました。また、そのようなことを村長ほか思いがあればお聞きかせ

いただければと思います。 

 以上、施策と村長選について、もう一度御答弁をよろしくお願いします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 
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 再質問にお答えいたします。 

 ４点ほどいただいたと思いますけれども、まず、重点施策の中の最初に県営中山間と、農業関係

ですね、こういった関係で実際には今６年度でやっても手がつけるのは９年だと、そういった点で

その間どうするんだと、この辺も含めた御質問かというふうに思いますけれども、いわゆる大きな

計画ということで、次期の中山間総合計画。そういう格好でプロジェクトとすれば、かなり大きな

ものになるだろうというふうに考えておりますし、各ブロックでも話し合っていただいております

ので、その辺をしっかりと詰めていくと、いきたいというふうに思っています。 

 そして、いわゆる期間が９年だから、じゃ、その間に何かをやるということも当然考えていかな

きゃいけないと思うんですけれども、やっぱり１つの大きなプロジェクトやるときに半端なものに

手をつけてしまえば、本当のプロジェクトつくったときには、あれ、どうなんだろうというふうな

こともありますので、しっかりとやっていきたいとこのように考えていますので、よろしくお願い

いたします。 

 次に、子育てについてのですけれども、先ほど皆さんがいろんな面で子育てする、妊婦の皆さん

を含めて自分のあれに迷うとか、そういうふうなところをしっかりとした指導者とかそういったも

のがホームページに、あるいはそういったものがまた情報として載っていると、これが重要である

と、こういうふうな指摘をされたと思いますけれども、やはりいわゆる、例えば子育てする、ある

いは妊娠される、そういった皆さんが孤立することのないように、周りからケアするとかそういう

ふうなものは十分にやっていかなきゃいけない。それはいつも私も申し上げておりますけれども、

村民に寄り添った村政運営ということにつながってきますので、今、指摘されたことも含めてしっ

かりとその辺をやっていきたいと、このように考えておりますのでよろしくお願いします。そして、

何をおいても、やっぱり安心して子育てできる、安心して出産できる、そういうことが非常に重要

と考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

 次に、観光振興につきましては、いろいろと皆さんに御心配かけましたけれども、いわゆる休憩

施設の話がありましたけれども、スタートがやはり、あの場所にしっかりとしたものを１つ整備し

たいというところがあったんですね。そんなところでその中心的なところということで休憩施設を

設置させていただいたということで、その後、若干ハイキングコースとかなりますので、その辺を

含めて将来的には全体的なところで考えていく。しかし、休憩施設はその一端であって、必要、し

っかりとしたそういったものを含めた格好で充実するということも考えていきたいなというふうに

思っております。 

 そして、一番大事なことは、本村は「美しい村連合」に入っておりますので、自然をやっぱり利

用する、利活用する。しかし、自然を破壊するとかそういうふうなことのないように、失われたら

二度と元に戻らない、このことをしっかりと頭に置きながら、先ほどの山田温泉の源泉についても

御指摘いただきましたけれども、その辺も含めてしっかりと対応してまいりたい、このように考え
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ております。 

 次に、秋の私の村長選でありますけれども、議員のお考えも十分に承知しておりますし、私も先

ほど今の時点ではという考えを申し上げましたけれども、当然それは私がどの判断によってどうな

るということは、皆さんにもそういったことで、そういった点でのいろんな何というんですか、支

障となるそういうふうなことは私は全く考えておりませんので、ただ、私とすれば、今の時点では

白紙であるとこのように考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────梨本 進議員。 

○４番（梨本 進議員） 

 重点施策と、それと村長選のお考えということでお聞きしました。 

 いろいろ内面のところでお聞きしているので、難しい問題があろうかと思いますけれども、また

今後、６月議会、９月議会というような場面も来てまいりますので、その辺でのまたお考えがまた

表明されると思いますので、よろしくお願いします。 

 質問事項の２、入りますが、自然災害に対応する未開通の県道整備についてお尋ねします。 

 県の想定では、能登半島地震と同様の激しい揺れで、土砂崩落などにより道路が寸断され、長野

県内で最大566の集落が孤立する可能性があり、その対策は急務とされました。本村も同様の中山

間地で、松川渓谷沿いの急傾斜地に主要道路が走り、土砂崩落の危険は大変大きく、何か所もの道

路が寸断されることが予想されます。 

 また、今回の能登半島地震のように、冬期間に道路災害が発生した場合、高山村から山ノ内町熊

の湯に通じる県道66号豊野南志賀公園線と、群馬県万座温泉に通じる県道112号大前須坂線及び県

道466号牧干俣線は、冬期間は全面通行止めであります。須坂市と小布施町方面に下りていく以外

には隣接する市町村や他県に通じる道路はなく、完全に孤立する可能性が高いと予想されます。 

 多発する自然災害に対応するため、他市町村へ通じる道路開通が早急に求められます。県道の未

開通路線解消への対応状況についてお聞かせください。 

 まず、主要地方道となっている須坂中野線は総延長約17.6㎞のうち、高山村三郷地区の千石ため

池付近から間山峠までの約1.2㎞、中野市側間山地区までの約1.6㎞のおよそ2.8㎞が交通不能区間

となっています。高山村、中野市両市村をつなぐ公益交通を担うため、主要地方道となっている本

路線の開通は極めて重要とされています。 

 一方の一般県道宮村湯田中停車場線は、総延長12.6㎞のうち、高山村側は蕨平地区淵ノ沢から小

池峠までの約1.1㎞、小池峠から中野市側約2.3㎞、その先の山ノ内町側0.8㎞、合計およそ4.2㎞の

間が交通不能区間となっています。 

 この２つの路線が開通すれば、３市町村を結ぶ有益な観光道路となり、通年の通行も可能となり

ます。災害時では、広域的な避難や物資支援など、重要な幹線道路となり得るものとされています。
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地域住民にとって長年の悲願となっていることからも、早期の開通を願うものです。 

 そこで、現在の要望活動と、県の取組状況についてお聞かせください。 

 次に、冬期間閉鎖されている県道66号豊野南志賀公園線は、山田牧場キャンプ場から笠ヶ岳峠を

越えて、山ノ内町志賀高原の熊の湯でつながる国道292号までの間は、令和５年11月８日から令和

６年５月24日までは全面通行止め。また、万座温泉に通じる県道112号大前須坂線と牧干俣線は、

福井原区入り口の屋知橋から同様の期間で全面通行止めであり、いずれも冬季のおおよそ半年間は

通行できません。また、群馬県嬬恋村大前地区につながる県道大前須坂線は、県境の毛無峠から群

馬県側のおよそ3.9㎞が通行不能区間であります。小串鉱山跡地もあり、つながりの深い歴史ある

場所で、群馬県側の早期の道路整備が望まれます。これらは山岳路線であり、積雪が多い地区です。

春から秋までの半年間の通行となりますが、近隣市町村に通じる重要な道路であり、観光道路とし

ても一層の利用が増えるようにこれからの県道整備を強く望みます。これら路線の整備状況と県へ

の要望活動をお聞かせください。 

 次に、災害時の緊急輸送道路の機能を確保するためにも、大型車でも１年を通して近隣の市町村

へ通行できる道路の開通が望まれます。早期実現可能となるような活動を望みます。答弁をお願い

します。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────荒井建設水道課長。 

○建設水道課長（定住支援室長）（荒井孝浩） 

 自然災害に対応する未開通の県道整備についてお答えいたします。 

 近年、地球温暖化による自然災害の多発や激甚化する中、令和元年東日本台風災害では、主要地

方道豊野南志賀公園線の起点となる長野市豊野地区において道路の水没を始め、本村の雷滝周辺か

ら山ノ内町側の笠岳付近までの間で路肩崩壊等により道路の通行が寸断され、一時的に集落の孤立

が発生いたしました。 

 このため、県では、この台風災害を教訓に大規模な自然災害に備え、村民や観光客などの生命や

財産、暮らしを守るため、引き続き災害に強い道路整備などを進めています。 

 さらに、村におきましては、大規模な自然災害に備えるため、国の「国土強靭化基本計画」や県

の「長野県強靭化計画」と整合性を図りながら、令和３年３月に「高山村国土強靭化地域計画」を

策定し、村の脆弱性を認識しつつ、県に対してその克服に向けて緊急輸送道路の整備や迂回機能の

強化、のり面対策など、災害時における道路ネットワークの機能強化などを提案しているところで

あります。 

 そこで、まず初めに、交通不能区間の主要地方道須坂中野線と、県道宮村湯田中停車場線の要望

活動と県の取組状況についてのお尋ねでありますが、議員御指摘のとおり、両路線ともに交通不能

区間の解消に向けて既に半世紀以上にわたり要望活動を行っており、本年度は、去る１月15日に関
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係する長野県議会議員並びに長野県の建設部長等に要望を行ったところであります。 

 この要望に対して、県では、両路線ともに山岳地形のため、大規模な道路整備となることなどか

ら、緊急性等を含め総合的に勘案すると、実施に向けては極めて厳しいところであるが、今後研究

してまいりたいとの回答をいただいておりますので、今後の展開に期待をしているところでありま

す。 

 次に、冬期間通行閉鎖となる豊野南志賀公園線、大前須坂線及び牧干俣線の道路整備と要望活動

の状況についてでありますが、初めに、主要地方道豊野南志賀公園線につきましては、毎年、期成

同盟会で総会を開催し、その席上において、県議会議員や県に対して、年間を通じて生活道路や観

光道路として防災対策工事の強化を含めた要望書を提出しております。 

 一方、県道大前須坂線及び牧干俣線は、これまで長きにわたり要望活動を重ね、本年２月に関係

する長野・群馬両県議会議員並びに両県関係者に要望してまいったところでありますが、長野県側

の道路整備につきましては、県道大前須坂線において防災事業を実施していただいております。 

 また、県道牧干俣線につきましては、狭隘区間の拡幅事業が計画されているとお聞きしておりま

す。しかし、群馬県側の道路整備につきましては、毛無峠付近から嬬恋村干俣付近までの実延長

11.4㎞の区間が未整備となっておりますことから、早期の事業化に向けて要望してまいりましたが、

群馬県からは、当面は難しいとの回答をいただいております。 

 次に、早期の要望実現に向けての有効な活動についてでありますが、長野県が令和５年３月に策

定した「第３期長野県強靭化計画」を見ますと、厳しい財政状況の中、効率的・効果的に強靭化を

推進するため、震災対策緊急輸送道路として指定した主要地方道豊野南志賀公園線のうち、長野市

豊野町を起点とする、小布施町、須坂市を経て本村原宮までの指定延長9.7㎞と、主要地方道須坂

中野線の須坂市横町を起点とする、本村原宮までの延長6.9㎞が指定され、須坂市や小布施町への

連絡道路として特に重点的に確保するとされております。 

 しかしながら、中野市、山ノ内町及び群馬県嬬恋村に接する県道の整備が進まない状態の打開策

につきましては大きな課題ではありますが、この交通不能区間の解消は、大規模な自然災害によっ

て道路が寸断された場合であっても、孤立集落予想地区の可能性が一気に軽減されることや速やか

な救助・緊急活動のほか、生活物資の搬送が円滑に行える道路であることは、長野県及び群馬県と

もに理解を示していただいております。 

 このため、村といたしましては、早期の実現に向けて有効な活動として、国の施策並びに予算に

対する提案・要望について、長野県町村会などを通じて国土交通省へ「防災・減災国土強靭化のた

めの５か年加速化対策」の予算配分を要望してきたところであります。 

 さらに、この予算を活用して、平時からの備えとして、起きてはならない最悪の事態とならない

ように、交通不能区間３路線と、冬期通行止め区間３路線の必要性について、長野県や群馬県に強

く訴えるとともに、加盟する道路期成同盟会などを通して関係市町村と連携を図りながら、引き続
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き国・県などの関係機関等に要望してまいりたいと考えておりますので、御理解賜りますようお願

いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────梨本 進議員。 

○４番（梨本 進議員） 

 再質問お願いいたします。 

 いずれにしましても県道でございますので、県建設部、須坂建設事務所、北信建設事務所、また

群馬県では土木建設事務所ですか、そちらのほうの施策になりますので、なかなか村としてという

ことで進まない。致し方ないと言いながら半世紀過ぎてきているということでございます。 

 今、昨今のこの自然災害が多発している中で、そういう緊急輸送道路という指定ということで出

てまいりまして、２路線の原宮辺りまでの指定、緊急輸送道路の指定ということが出てきただけで

も大変うれしい話であります。 

 そこからの延長、これを何としても行かなきゃいけない。そこで早期実現のためということで、

２路線、山を越えて、峠、今２つ、間山峠、それから小池峠ということで進めていますが、これを

１路線の間、原宮の辺から引きますので、その辺から向こうへ行くような１路線の提案と。そして

中野市のほうへ入ってから山ノ内へ分かれていく道路を造っていただくと。そのようなことで、２

路線でいくとなかなか費用対効果ということで県のほうも二の足を踏んでしまう、慎重にならざる

を得ないというようなことだと思うんですよね。何とか１路線の提案というようなこともこれから

進めていってもいいじゃないかというふうに思います。 

 それと、地元の地区の皆さんの声もちょっとありまして、須坂中野線では坪井地区と間山地区に

トンネル貫通期成同盟会というのがあると。長く以前から、先ほどのように長く、長年交流を続け

てきているんだと。しかしながら、もう高齢化になってきていて役員が大変だと。若い人にも続け

てつなげていきたいんだけれどもというような非常に悩みを持っておられて、こういう期成同盟会、

一生懸命今までやられてきたんですけれども、なかなか実を結ばない。トンネル工事だと１ⅿ当た

り200万から300万というような話もちょっと出ましたけれども、そういうお金もかかってしまうん

ではなかなか、期成同盟会をつくったけれども実現は程遠いというようなことで、そしてもう俺年

取っちゃったと。誰か引き継いでくれないかというようなお話がありまして、やっぱりそういう役

員がみんな、期成同盟会各ありますけれども、役員これからなって、あと担当者も交代とかとあり

ましてなかなかこの継続が難しい。しかしながら、期成同盟会等の要望活動がやらなくなってきた

ら絶対に実施は不可能だと、できないということは各市町村の長の皆さんはおっしゃられています。

ぜひともこういう期成同盟会つくってありますので、実現を夢見て何とかその地域、皆さんの盛り

上がりをつくるような形で活動の継続が重要と思います。なかなかはっきりとしてお答えはできな

いだろうと思いますけれども、そのようなことでまずは２路線の間の、何ですか、１路線への提案
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というようなこと。 

 それで、もう一つちょっと私言い忘れましたが、豊野南志賀公園線、いわゆる山田牧場への道、

その迂回路としては鎌田入線、村道ですね、それから林道の天神原線です。そちらのほうの整備を

やはりしておかなければ、いざ松川沿いのあの山田牧場へ上がっていく道路崩落等して通れなくな

ってしまう。山田牧場等のお客様等をとかを救出したり、支援物資を支援とかとあります。ぜひと

もその村道の整備、鎌田線の整備、継続してやっていただきたいというふうに思います。その辺の

御答弁をよろしくお願いします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────荒井建設水道課長。 

○建設水道課長（定住支援室長）（荒井孝浩） 

 ただいまの再質問についてお答えをいたします。 

 間山峠、それと小池峠の件でございますけれども、主要地方道の須坂中野線と宮村湯田中停車場

線、この交通不能区間の２路線でございます。これにつきましては、要望活動を始めてから五十数

年経過しているところであります。それぞれ三郷地区と中野では間山地区、それと宮村湯田中停車

場線の関係では、地元宮関地区と山ノ内の寒沢地区、それぞれ過去から交流をしてきているところ

でございます。そういうような関係もありまして、どちらか１路線にというような御提案もござい

ましたけれども、村といたしましては、どちらかということではなくて、それぞれ地区の交流が過

去から現在に至るまで続いておるところでございますので、甲乙つけるということはちょっと村と

してはできかねるかなと思っているところであります。 

 そんなことで、いずれにいたしましても継続して期成同盟会として要望活動を行いながら、何ら

かの県に対して予算づけをしていただけるのか、少しでもいざというときに孤立とならないように、

少しでも前進できますように要望活動を継続してまいりたいというふうに思っているところであり

ます。 

 それともう一点、村道鎌田入線の関係でございます。こちらについても冬期間は閉鎖しておりま

すが、春から秋につきましては通行可能ということで、道幅はそれほど広くはございませんので、

大型車の通行は難しいかなというふうには思っておりますが、いざというときには県道がもし仮に

通行止め、崩落等によって通行止めになった場合でも通行できるように、どちらかというと、村道

のあちらのほうも、県道が通行止めになるとあちらも崩落ということは可能性はあるかと思います

けれども、その崩落の大きさによっても違いますが、できるだけ対処できるようであれば対処をし

ていきたいというふうに考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────梨本 進議員。 

○４番（梨本 進議員） 
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 ありがとうございました。 

 避難の、これから孤立した集落の今度救出だとか、そういう支援だとか、そういうことはこれか

ら考えてまたいきたいというふうに思いますので、質問は以上で終わります。ありがとうございま

した。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 以上で梨本 進議員の質問を終わります。 

 しばらく休憩したいというふうに思います。これより本休憩とします。議場内の換気のため、15

分間休憩します。 

 会議は午前11時15分から再開します。 

午前11時00分  休 憩 

──────────────────────────────────── 

午前11時15分  再 開 

○議 長（西原澄夫議員） 

 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 ―――――１番 久保田雄吉議員。 

○１番（久保田雄吉議員） 

 通告にしたがって、質問を行います。 

 ２月29日に長野県は今年の２月１日時点の県内の総人口が200万人を割ったと発表しました。 

 これまでの県の想定では、2025年までに総人口が200万人を割り込むと推計していたので、ペー

スがやや早まっていると言われています。このまま、対策を講じなければ、2070年には４割減の

121万人になると推計しています。 

 そこで、我が高山村ですが、昨年度村内で５回行った議会報告会で、村民の皆さんからどこの会

場でも大きく聞かれたのは村に子どもが少ない、どうしたものかということでした。 

 実際、村内で子どもを見かける機会も明らかに少なくなってきました。子どもがいない集落、子

どもがいない村に未来はありません。 

 総務省の将来推計人口によれば、2045年の高山村の人口は、4,895人になるとされています。

2045年といえば21年後です。それほど遠くない未来にこの村の人口が5,000人以下になってしまう

という考えたくない未来が待っていることになります。 

 そこで質問ですが、１番、昨年この高山村で生まれた赤ちゃんは何人でしょうか。そして過去５

年までの分も含めて教えていただきたいと思います。また、村として出生数の現状についてどのよ

うに危機感を持っているのかをお聞かせください。 

 ２番目、今、村では人口減少対策として、移住定住推進に力を入れています。私も必要な政策で

あると考えますが、これはどこの市町村でも行っており、その効果は限られるのではないかと思い
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ますが、村では、移住定住の推進の人口減少対策としての効果はどの程度見込めると考えておられ

るのでしょうか。 

 ３、現在政府では、異次元の少子化対策を推進すると言っています。この高山村でもまさに異次

元の少子化対策が必要なときではないか、つまり、今までの考え方の延長線上ではなく、あっと驚

くような政策を考えることが必要であると思います。あらゆる知恵を絞って、実効性のある政策を

実行してもらいたいと思いますが、具体的な政策と村長の決意をお聞きしたいと思います。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 ―――――内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 高山村の人口減少と将来の高山村についてお答えいたします。 

 国立社会保障人口問題研究所が令和５年４月に発表した、令和２年国勢調査の確定数を出発点と

する、全国将来推計人口によりますと、本村の将来人口は令和27年に4,398人になると推計され、

国勢調査時点の6,617人と比較して2,219人、33.5％の減少になるとされています。 

 このようなことから、村では高山村総合戦略の策定などにより、子育て施策や移住施策などの充

実を図り、人口減少を抑制し、活力ある地域を創造するため、鋭意努力しているところであります。 

 そこで、過去５年の出生数の現状と危機感についてのお尋ねでございますが、令和５年は18人、

令和４年は22人、令和３年は21人、令和２年は20人、平成31年、令和元年ですが32人であり、大変

憂慮すべき事態であると認識しております。また、出産や、子育てに関しては、個人の置かれた状

況や価値観により、さまざまな事情があると思われますが、村としては個人の考えを尊重しつつ、

将来を担う子どもを安心して産み、育てられる環境を整え、人口減少に少しでも歯止めをかけてま

いりたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

 次に、移住、定住対策の効果をどの程度見込んでいるかとのお尋ねでございますが、村では空き

家活用推進事業助成金や、若者住宅建設促進事業助成金のほか、福祉医療費など、社会保障施策の

充実により、本村で暮らす方や、新たに移住された方に対する支援を行っています。 

 これらは本村に魅力を感じ、移住、定住していただくための支援の一環であり、少しでも多くの

方に制度をご活用いただき、移住等につながるよう取り組んでいるところでありますが、移住、定

住するという決断は個人の人生における非常に大きな転機となるもので、周囲が強制できるもので

はありません。 

 このようなことから、村では具体的な数値目標を掲げることではなく、移住等を希望される方の

状況に応じてきめ細かな相談体制の充実や、心配事や悩み事を一つひとつ解決し、結果として移住

等をしていただくことに主眼を置いておりますので、よろしくお願いいたします。 

 次に、異次元の少子化対策の実行が必要とのお尋ねでございますが、国では令和４年中の出生数

が80万人を割り込み、過去最少となる見込みから、令和５年３月31日に、子ども子育て政策の強化
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について次元の異なる少子化対策の実現に向けてを取りまとめ、公表いたしました。 

 この政策により、目指す社会像として、「若い世代の所得を増やすこと」、「社会全体の構造意

識を変えること」、「全ての子育て世帯を切れ目なく支援すること」の３つの基本理念を掲げ、社

会全体で子ども子育てを支えていくという意識を醸成していくとしております。さらに、今後３年

間を集中取組期間と位置付け、具体的には児童手当の拡充や子育て世帯に対する住宅支援の強化、

男性育休取得率の政府目標引き上げや、幼児教育、保育の質の向上などに取り組むこととしており

ます。 

 このように、国主導による子ども子育てへの支援が加速度的に実施されることから、村としては

国の動向を注視するとともに、必要に応じて、村単独による支援の実施などを検討してまいりたい

と考えております。 

 したがいまして、人口減少がもたらす影響は、計り知れないものがありますので、引き続き施策

の拡充を検討するとともに、積極的な情報発信等により、人口減少に歯止めをかけ、高山村の明る

い未来を築いてまいりたいと考えておりますので、ご理解賜りますようお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 ―――――久保田雄吉議員。 

○１番（久保田雄吉議員） 

 再質問をお願いします。 

 昨年１年間に生まれた赤ちゃんが18人ですか。この子たちが学校に上がるころには本当に過疎化

の進んだ山奥の村の分校みたいになってしまうのかなと考えてしまいます。 

 この間、中学校の同級会の幹事が集まったときに出た話ですが、堀之内には同じ学年の生徒が20

人はいたんだという話しを聞きました。堀之内という一つの集落だけで20人いたんです。では、昔

あった牧の分校、牧の小学校の分校、一体どのくらいの学年の人がいたのだろうかと思って聞いて

みました。今では知らない方も多いと思いますが、私たちのころは、牧地区に高井小学校の分校が

あり、４年生までそこに通い、５年生になってからは遠い高井小学校に歩いて通うようになってい

ました。その牧の分校に通っていた私たちの同学年生も31人もいたそうです。もちろん奥山田小学

校、山田小学校にも同じ学年の人がもっとたくさんいたはずなんです。 

 この村の赤ちゃんはもっと減るかもしれない、そして、これでこの村はやっていかれるのだろう

か、これは私たちみんなが考えなければならないことだと思いますが、そういう未来を何としても

阻止しなければならないというふうに私は思います。 

 それで、もう一度村長さんには何としても子どもの減少を食い止めて、増加に転じさせるんだと

いうそういう決意をお聞かせいただければと思いますが、よろしくお願いします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 ―――――内山村長。 
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○村 長（内山信行） 

 今議員から堀之内あるいは牧分校、その地区を近郊等を参考にお話しされましたけれども、そし

て再質問とすれば、その決意というお話しでしたけれども、先ほど答弁の中で話ししましたけれど

も、いわゆるいろんな状況そのものはその人の個人の状況であります。しかし全体としてそういう

ふうなものを意識しつつ、子育てしやすい、出産しやすい、そういう状況を作っていくことが自治

体の役目であろうというふうに思っておりますので、充実した子育て支援をこれからもしっかりと

していきたいと、このように考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 ―――――久保田雄吉議員。 

○１番（久保田雄吉議員） 

 ありがとうございました。 

 これで質問を終わります。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 以上で、久保田雄吉議員の質問を終わります。 

 ―――――２番 勝山正弘議員。 

○２番（勝山正弘議員） 

 通告に従いまして、私のほうから３問質問をさせていただきます。 

 まず最初にふるさと納税の効果的な運用ができているかというところであります。 

 ふるさと納税制度は、生まれ育った故郷や、自分の意志で応援したい自治体を選び、寄附するこ

とで所得税や住民税の税額控除が受けられる制度として平成20年に創立されました。 

 本村においては、平成29年より返礼品を伴うふるさと納税の受付を開始しています。ポータルサ

イトを増やしたりして、年々寄附額は増加してきていますが、現況と、今後の積極的な取組につい

てどう考えているか教えていただきたいと思います。 

 まず最初に、現在の本村における返礼品は４件のポータルサイトで合計約200種類がありますが、

その返礼品の承認基準及び新規の申込状況はどうなのか。 

 それと２番目に、ふるさと納税の使い道は７通りとしてされていますが、それぞれの利用割合は

どのくらいなのか。 

 ３番目、返礼品の人気はりんごやぶどうといった特産物で、生産者にも影響が大きいと思われま

す。だが通年の商品ではないために、季節要因での売上は当然ばらつきが出てくると思われます。

物品以外のサービスの返礼提供として、ピンスポットで本村の運営している温泉の入浴回数券、ま

たYOU游ランドの年間パスポート等に特定してみたらどうかと。事業主が自治体でもありますので、

貴重な財源確保になると思われますが、赤字運営の改善になると思われますけれども、どう考えて

いますか。お答え願います。 
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○議 長（西原澄夫議員） 

 ―――――宮川総務課長。 

○総務課長（宮川裕明） 

 ふるさと納税の効果的な運用についてお答えいたします。 

 ふるさと納税制度は、生まれ育ったふるさとや支援したい自治体に対し、寄附することで所得税

や住民税の税額控除が受けられる制度として平成20年に創設され、本村では議員お話しのとおり、

平成29年10月から返礼品を伴うふるさと納税の受付を開始して以降、令和３年度は4,119万円、令

和４年度は9,390万円、本年度は6,500万円を超える寄附金をいただいており、農山村の原風景を後

世に受け継いでいく事業などに活用させていただいております。 

 そこでまず初めに、新規返礼品の承認基準及び申込状況についてのお尋ねでありますが、村では、

ふるさと納税による寄附金額を増やすため、返礼品の種類や数量を増やす取組をしておりますが、

本村の主要な特産品である農産物、とりわけ人気の高いフルーツの出品数を増やすべく、農業者団

体の会議に出席し、ふるさと納税制度を説明した上で出品を依頼しております。 

 その後、出品希望があった場合は、国が定める地場産品基準に沿って承認を行いますが、基本的

には、本村において生産されたものかどうかについて審査をしております。農産物のように収穫地

が明確に分かるものは問題ありませんが、加工品については、その製品の主要な生産過程が当該自

治体で行われているかが基準とされているため、その点が適合するかどうかにより、判断しており

ます。 

 このように本村では、国が定める地場産品基準以外に独自で承認基準は設けておらず、国の基準

に適合するのであれば、承認をさせていただいております。また、新規返礼品の申請状況につきま

しては、昨年４月から現在までに22品目の申請を受け付け、全て承認しております。 

 その内訳としましては、農産物は９品目、ワインは４品目、フリーズドライ食品は７品目、農産

物加工品は１品目、サービス提供は１品目となっております。 

 次に、ふるさと納税寄附金の使途の割合についてのお尋ねでありますが、村ではふるさと納税に

よる寄附金の使い道を要綱で定めており、農山村の原風景の保全、育成に関する事業を始め、森林

景観の整備に関する事業や、産業振興に寄与する事業など、６つの項目を設けております。 

 そこで、使途指定事業別寄附金の状況と、主な活用につきましては、毎年広報誌６月号で周知さ

せていただいておりますが、令和４年度の寄附金総額が9,390万1,000円で、そのうち山里の原風景

の保全育成事業に0.6％に当たる58万円、森林景観の整備事業に12.9％に当たる1,212万円、農村景

観の保全育成事業に43.8％に当たる4,114万1,000円、景観育成活動団体等への支援事業に２％に当

たる185万円、山里の原風景や農村景観を保全するための人材育成事業に３％に当たる283万円、産

業振興に寄与する事業に37.7％に当たる3,538万円となっておりますが、寄附金額のうち約８割に

当たる方は特に使途の指定がございませんでした。 
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 次に、物品以外の返礼品として、村営温泉入浴施設の回数券や、年間パスポートに特定したらど

うかとのお尋ねでありますが、平成29年に返礼品を伴うふるさと納税による寄附金の受付を開始す

る際、YOU游ランドの年間会員券を取り扱うことについて、役場内で検討を行っておりますが、そ

の時点では高山村の特産品を全国に広くＰＲすることを重視していたことや、年間会員券を購入さ

れる方が限定されることなどから、返礼品に適さないと判断し、取り扱いを見送った経過がござい

ます。 

 しかしながら、近隣市町村と比較してなかなか思うように給付金額が伸びない状況の中で、議員

ご提言の村営温泉入浴施設の回数券やYOU游ランドの年間会員券を返礼品として扱うことを前向き

に検討してまいりたいと考えております。 

 したがいまして、村といたしましては、全国から寄せられる温かい寄附金を活用し、自然や農山

村の原風景を守り育てながら、活気ある村づくりを推進するため、引き続き、ふるさと納税による

寄附金額の増額を図るための努力を続けてまいりますので、ご理解賜りますよう、お願い申し上げ

ます。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 ―――――勝山正弘議員。 

○２番（勝山正弘議員） 

 再質問ですが、今の主要目的というか主要は６通りということで、農村関係43.8％、産業振興

37％と伺いましたが、子育て支援というところには、具体的には使われていないのでしょうか。ち

ょっとお聞きしたいと思います。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 ―――――宮川総務課長。 

○総務課長（宮川裕明） 

 再質問にお答えいたします。 

 現在の村で規定しております寄附金の取扱要綱の中では、子育てに対するものに寄附金を利用す

るという形の項目はございません。ということで、現在は特に主としては山里の原風景等、先ほど

申しあげた６品目であるということでございますので、よろしくお願いします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 ―――――勝山正弘議員。 

○２番（勝山正弘議員） 

 現時点ではということでありましたので、今後検討していただけるかどうかというところ、選択

肢の一つとして設けていただけるかどうか。 

 ちなみに大分県のある市では人口は高山の約３倍２万2,000人ほどですけれども、ふるさと納税

で得られたお金、寄附金額が４億2,000万ほどなりまして、それを全額子育て支援に回していると。
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結果的にですが、先ほど村長も言われましたが結果的にそれが充実してここの地区においては住み

やすい田舎というところで、全国１位を３年連続でベスト３以内には16年ぐらい連続して上位にき

ていると思われるんです。 

 使用方法は先ほど言われたようにそういう決めが、たまたまあったわけですが、今後の中でそう

いうことが可能なのかどうかということを再度お聞きしたいと思います。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 ―――――宮川総務課長。 

○総務課長（宮川裕明） 

 議員ご指摘の子育て支援に対し、使途使い道を使ったらどうかということで、ご意見いただきま

したので、その点も含めまして十分に検討させていただきたいと思いますので、よろしくお願いい

たします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 ―――――勝山正弘議員。 

○２番（勝山正弘議員） 

 では、２番目の質問に入らさせていただきます。 

 YOU游ランドの赤字経営立て直しができるかというところであります。 

 平成５年にオープンして健康づくりや体力づくりのできる複合施設として利用されてきています。 

 利用状況は開設当初からは大幅に減少してきておりますが、一番コロナ禍の影響も大きかったと

思われます。 

 経営的には赤字運営ということですが、これをどうやって少しずつリカバリーしていくのかとい

うことで検討されている内容をお聞きしたいと思います。 

 特にYOU游ランドの建物の維持管理というところでは、温泉プール、浴場等の運営経費がほとん

どを占めていると思われます。 

 以前、ほかの議員から質問がありましたが、指定管理者導入は考えない、賑わいの場の構想施設

でもあり、ふさわしくないという村の回答でありました。 

 そこで質問をいたします。 

 １番目、高山村森林スポーツ公園運営研究委員会では、収支報告の場として年間一度やっており

ますが、運営問題の解決策を協議しているのかどうかというのをお聞きしたいと思います。令和４

年の６月の定例会でも質問させていただきましたが、いまだに利用料金体系も変化がなく、現状維

持としか写っていないと思われます。なぜ見直しや改善をしないのでしょうか。 

 ２番目、村民のための健康施設なのですが、残念ながら村民の利用が少ないのが現実であります。

会員の約70％が村民以外の方たちです。村民以外の利用が高いのであれば、ふるさと納税への返礼

品として年間パスポートや利用回数券といった無形のサービスで提供すれば大きな財源になるので
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はないでしょうか。村民がふるさと納税を購入してというのはこれできないと思いますので、同じ

住んでいるところではできませんので、高山出身の方が村外に出られて、親戚も兄弟もありますけ

れども、そういったところで、ぜひ協力してというところでふるさと納税に対応していただければ

そういったものが今実際に70％の会員券が村外の人ですけれども、お互いにメリットが出るんじゃ

ないか、さらにもっと増えるんじゃないかと思われますが、いかがでしょう。 

 村民のためということで、安価な料金で提供できればいいのですが、村民以外の方たちと全くイ

コールというこの前のお話しのとおりでしたが、そこら辺には高山村に住んでよかったというメリ

ット、それをやはり打ち出してもらえないかと、そのＰＲ効果は非常に大きいと思われます。財源

が豊富であれば、住民は入浴料無料というのが理想かと思われます。 

 ３番目、今後建物等は改修工事の予定、設備の増築は計画されていますか。特に大きい設備やな

んかでは非常に費用がかかりますので、場合によってはクラウドファンディングの活用も必要にな

るかと思いますが、いかがでしょう。 

 お答え願います。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 ―――――内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 YOU游ランドの赤字経営の立て直しができるかについてお答えいたします。 

 平成５年５月にオープンした森林スポーツ公園YOU游ランドは、森林に囲まれた約７ヘクタール

の広大な土地に子どもから高齢者に至るまで幅広い年齢層の皆さんが体力の向上や憩いの場として

村内外を問わず、多くの皆様にご利用いただいております。 

 オープン以降、これまで最も多くの利用者があった平成15年度は、年間13万6,000人の利用者が

あり、そのときの赤字額は4,200万円で、令和４年度は年間８万3,000人の利用者で赤字額は4,900

万円となっています。 

 議員ご承知のとおり、YOU游ランドはオープン当初から赤字経営が続き、赤字額を削減するため、

これまで企業の福利厚生施設としてご利用いただくため、企業券の販売や、利用される皆さんの利

便を図るため、100回券の販売や、休憩室の増築、さらにＪＡＦやイオンなど、企業の会員特典と

して施設の割引などを実施し、誘客に努めてまいりました。しかしながら、施設のオープン以降、

近隣市町村にも類似施設が建設されたことや、施設の老朽化等による修繕費等の増嵩により、赤字

額の解消に至っていないのが現状であります。 

 そこでまず初めに、高山村森林スポーツ公園運営研究委員会での問題解決策の協議と、料金体系

の見直しや改善についてのお尋ねでございますが、森林スポーツ公園の健全な運営が図られるよう

調査研究していただく組織として高山村森林スポーツ公園運営研究委員会を設置し、毎年委員の皆

様に経営状況等を報告させていただくとともに、料金体系の見直しを含め、収入増加策などご意見
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をいただき、令和４年度には収入増加策に係るご意見としてイベント開催時などに、無料券や割引

券を配布するよう、ご提案をいただきましたことから、本年度におきまして、YOU游ランドの芝生

広場で行われました信州高山ふるさと感謝祭をはじめ、各種イベントの際に割引券の配布や無料券

が当たる抽選会などを開催して、来場者の皆様に楽しんでいただくとともに、次回の利用につなげ

る方策をとってまいりました。 

 また、利用料金につきましては、これまでこの委員会におきまして、値上げの提案もありました

ことから、令和元年10月の消費税引き上げを考慮する中で、令和２年７月からYOU游ランドを含め

た村営施設３か所の温泉入浴料を同一金額にし、値上げさせていただいております。 

 このようなことから、料金の見直しにつきましては、令和２年度に行ったばかりであることに加

えて、現在の世界情勢の影響により、物価高騰が続いておりますことから、料金の見直しは利用者

への負担増につながるため、現時点におきましては慎重に対応していかなければならないと考えて

おります。 

 次に、財源確保のためのふるさと納税の返礼品についてのご提案でございますが、先ほどのふる

さと納税の効果的な運用ができているのかとのお答えと重複いたしますが、平成29年に返礼品を伴

うふるさと納税による寄附金の受付を開始する際、YOU游ランドの年間会員券を取り扱うことにつ

いて、役場内で検討を行っておりますが、その時点では高山村の特産を全国に広くＰＲすることを

重視していたことや、年間会員券を購入される方が限定されることなどから、返礼品に適さないと

判断し、取り扱いを見送った経過がございます。 

 しかしながら、近隣市町村と比較してなかなか思うように寄附金が伸びない状況や、施設の収入

増加対策を考慮しますと、議員ご提言の回数券や年間会員券を返礼品として扱うことにつきまして

は、前向きに検討してまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いします。 

 次に、今後の建物等の改修や、設備の増築計画と計画に合わせたクラウドファンディングの活用

についてのお尋ねでございますが、YOU游ランドはオープンして30年が経過しているため、小さな

修繕は随時行っておりますが、大規模な改修工事につきましては、概ね10年ごとを目安に計画的に

実施しており、直近では平成29年度から２か年にわたり、プール棟内壁の塗装やタイルの張替えの

ほか、照明器具や窓の開閉装置の取り換え等を実施しております。 

 今後は令和９年度に建物内外の塗装の塗り直しが大規模工事として予定しておりますが、施設の

増築計画につきましては、現時点では予定はございません。また、クラウドファンディングの活用

につきましては、方法が数種類あり、具体的な修繕工事計画や資金の目標額を決めた上で進める必

要がありますことから、今後の賑わいの場構想の中でクラウドファンディングの活用ができるかも

含めて、関係者の皆様からのご意見をお聞きしながら判断してまいりたいと考えております。 

 このようなことから、今後の施設運営につきましては、これまで以上に利用者へのサービス向上

と村民の皆様に親しまれる魅力ある施設を目指し、会員増や利用者増に取り組んでまいりますので、
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ご理解賜りますようお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 ―――――勝山正弘議員。 

○２番（勝山正弘議員） 

 再質問ですが、１番目の高山村森林スポーツ公園運営研究委員会、これが行われたということな

んですが、収支報告というのでは当然必要にはなると思うんですが、問題が毎年赤字ということの

中で、それをどういうふうに具体的に対策を立てるかというところで、やはりこの研究会というの

は収支報告会だけではなくて、どちらかというとその問題解決検討委員会とか、問題解決プログラ

ムとかそういう形でプロジェクトを立てて、どうやったらそれが黒字に少しでも寄与するかという

ところで、具体的に前もって勉強してそういったところで検討、議論を交わしてもらえたほうがい

いんじゃないかと思われます。 

 それについてお聞きしたいのと、こういった収支報告会というのは担当者の方がいろんなデータ

を集めていただいて、それで報告されているのはよく分かるんですが、当然問題もこういったこと

が問題だというのがもう見えてきているはずなんです。じゃあそれを具体的にどうするかというの

を、この資料を関係者、多方面の方がこの研究会に当日出られるわけですけれども、もっと事前に

１か月以上前とか、事前に報告書をいただいて、それで、そういった場に臨むというふうのがふさ

わしいと思うんですが、直前に出されて、その日に「皆さん配布されていますので見てください」

と言われてもなかなか意見が出にくいと思うんです。 

 往々にして問題を解決するというそういったところにやはり注視したいと考えたいと思っている

んですが、ここら辺が少しちょっとずれているかなと思われます。 

 その利用料金体系、これについても、近隣の市町村、特に隣の市のほうと比べると高山のほうは

入浴料400円、この隣の市のほうでは700円ということになっています。時間帯によっても多少スラ

イドしてはいくんですが、ここら辺では非常に高山の入浴料金は令和２年に見直しをされて統一さ

れたというのはいいんですが、まだまだ十分安いかと思われます。安いんだけれども、高山村民は

あまり使われていないと、村外の方たちが多いというところもちょっと引っかかるので、これに対

してじゃあどうするのかと。じゃあ100円値上げして500円にして減るのかどうか。高山村民は半額

にすると、高山村民は利用が相当増えるかどうかとか、そういった検討を積極的にしていただけな

いとあまり意味がないんじゃないかと思います。 

 １番についての再質問はそれです。 

 ２番の高山村に住んでよかったというこれはアピールです。村外へ対するアピール、全国的にも

そうですけれども、高山に住んでいるとこんだけメリットあって、非常にいいよと割引券もらえた

よとか、イベントありますけれども、それが入浴者数を大幅に増大するとはちょっと難しいんじゃ

ないかと思われますが、いかがでしょう。 
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 それと、３番目の改修工事の予定や設備の増築というんですが、維持管理は当然必要ですし、10

年をめどにやっているということなんですが、安全面で30年経過しているものに対して、令和６年

度は確かペイント等で予算付けをされていこうという計画はあるかと思いますが、それ以外のとこ

ろで目新しいものというのがあるのかどうか、やはりこういった施設というのは、目新しさがあれ

ばそれだけでも口伝えに広がっていくと思うんです。ぜひみんなで行ってみたいとか。かといって

今波のプールができるかどうかといったらそれはできませんけれども、いろんな工夫はできると思

うんですね。費用がそれなりにかかるとは思うんですが、そういった構想をちょっと立てて検討す

るというのをやはりやっていただきたいと思います。現状維持でこれだけ費用がかかるので今年は

やりますというのだと、やはり、目新しさ、それと外部に対するアピール、これが非常に不足しち

ゃうんじゃないかなと思われますが、お答え願います。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 ―――――内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 再質問にお答えいたします。 

 今まず１点目については、いろいろご指摘いただきました。そして、その委員会の中で資料を含

めてしっかりと検討しているのかと、こういうご質問もいただきました。正直申し上げると、収支

報告も含めてどのようにやるとかということについて、説明をし、そして委員の皆様からも意見は

いただいている、こういうのは決して今までやっていなかったわけではありませんけれども、今議

員からご指摘されたように、同じ提案でもこういう方法とはまたということも指摘の中にあったか

なというふうに思いますので、その辺を含め今いろいろあってじゃあどうしたら解決ができるのか、

そしてそれらを含めて先ほど近隣の料金体系等も言われました。いろいろな面から検討してまいり

たいと考えておりますので、よろしくお願いします。 

 そして、２点目として、メリットということでありますけれども、この施設そのものは村の健康

施設ということで当時建設されたもので、村民の皆様になるべく多く利用していただく、こういう

ことでやっている利用です。そういったことも含めて、ただ隣にも多目的ホール、今年度改修しま

したので、それらを含めて運動、あるいはそのあとの憩いの場と、これらを含めてやはり村民の皆

さんに利用していただくように提供していくことも一つのあれですので、いわゆるなんていうんで

すか、ＰＲ、村民の皆さんに対してのそういったことも考えていきたいと思いますので、よろしく

お願いします。 

 次に３点目のいわゆるクラウドファンディングなんですけれども、いわゆる30年も経っているか

らやはり施設としてはいろいろな利用者の皆さんに目を引くようなそういうふうなこともやはり考

えていったらどうかというそんなご指摘もあったかなと思いますけれども、やはり施設を整備する

には当然資金がかかります。そういったことでのクラウドファンディングというご提言でありまし
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たけれども、先ほどの委員会の中も含めて検討をしてまいる必要があるかと思いますので、よろし

くお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 しばらく休憩します。 

 これより本休憩とします。 

 開議は午後１時から再開します。 

午後０時06分  休 憩 

──────────────────────────────────── 

午後１時00分  再 開 

○議 長（西原澄夫議員） 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

─────勝山正弘議員。 

○２番（勝山正弘議員） 

 では、引き続き、３番目の質問に入らせていただきます。 

 小中一貫教育の可能性と校舎の統合の可能性についてということであります。 

 前半で久保田議員のほうからも出ていました出生数の関係もちょっと重複しますけれども、ちょ

っと話させていただきたいと思います。 

 厚生労働省の今回発表した2023年度速報値、これについてですが、出生数は第２次ベビーブーム

のピークだった1973年、約209万人であったのが減少傾向に入り、2016年には100万人を割りました。

2022年の速報値は79万9,728人ということで初めて80万人を下回り、昨年はさらに４万1,097人減り

まして過去最低の出生75万8,631人ということであります。厚生労働省の国立社会保障・人口問題

研究所のほうでは、将来の推計人口で76万人を割るのは2035年と見込んでいたのが、実際は12年早

まったということであります。 

 県内におきましても、2023年の県内の出生数は前年比7.6％減の１万1,339人ということで、さら

に減少傾向につながっているということであります。 

 本村でも少子高齢化が進み、高山村でも出生数が年々減少している状況であります。2023年度の

出生数の予測ということで、私の聞いている中では今年度分、2023年度分この３月までで、22名と

聞いていたんですが変化はあるかと思います。2022年度が20人。保育園の年中者29人、２歳児は18

人、１歳児、ゼロ歳児も35人に満たないということであります。 

 このまま成り行きで進めば、小学校から学年一クラス、一クラスの基準が35名ということですの

で、それを下回って一クラス単位になるということが予想されます。現状の学年二クラスから半減

されて、一クラス体制と。当然それが遡りますと中学も一クラスという形になってまいります。 

 村としては、移住者が増えない限り、二クラス体制は非常に厳しいと思われます。一クラスを想
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定した場合の校舎利用、今ある小学校、中学校、ここら辺がどういうふうに使われていくのか。廃

校になる可能性もあると思われますが、この建物に関してはどう考えておりますでしょうか。お聞

かせください。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────澁谷教育長。 

○教育長（澁谷茂夫） 

 小中一貫教育の可能性と校舎の統合の可能性についてお答えいたします。 

 近年における少子化の進展に伴い、新たな学校の仕組みとして全国的に小中一貫校が年ごとに増

加している動きがあります。令和２年度末までの時点で、全国において1,175校の小中一貫校がご

ざいます。 

 このような中で、本村におきましては、先ほど議員からお話がございましたように、かなりのス

ピードで少子化が進んでおり、高山小学校では、現在、３学年の一クラスを除いて各学年とも二ク

ラスとなっておりますが、今後は現在５歳児の保育園年中の学年以降から一クラスとなり、その後

も各学年で一クラスが続いていく可能性が大きいと思われますことから、保育園や学校などで、子

どもの学習や教員配置、施設利用等々への影響について、考えていく必要があるものと思っており

ます。 

 そこで、今後、一クラスを想定した場合の校舎利用と、廃校となった場合の再利用についてのお

尋ねでありますが、本村では14年ほど前までは、小学校と中学校のほとんどが、一学年２クラスで

ありましたが、現在では空いた教室を学年で合同の活動の場として使用したり、総合的な学習の場

や作品展示の場として、有効に活用しております。 

 今後は、小学校から一クラスの学年が順次増えていくことが予想されますので、さらに少人数で

の個別最適な学びの場として、有効活用を図っていくことも一案かと思っております。 

 さらに、11年後には小学校１年生から中学校３年生までの全ての学年が一クラスになることが想

定されるため、小中一貫校のメリットやデメリット、本村で小中一貫校を導入した場合と、これま

での分離型の状況を、それぞれ本村の環境からくる課題等を整理しつつ、小中一貫校の可否等につ

いて検討していく必要があるものと思っております。 

 その上で、議員、御指摘のように、小中一貫校を導入するとした場合においては、空き校舎の活

用についても、村内の様々な公共施設との兼ね合いから、使用の補完や統合、あるいは施設の廃止

など、総合的な観点から検討していく必要があるものと思っておりますので、御理解を賜りますよ

うお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────勝山正弘議員。 

○２番（勝山正弘議員） 



－122－ 

 再質問します。 

 いきなり学年ごとに増やすというのは非常に難儀な問題であるかと思います。これから政府も含

めて、子育て支援に力を入れて、大勢の子どもを産んでほしいという方針が、多分これからずっと

出ていくと思うんですが、韓国ではそれが実際に政府主催でやったのが、結果的には今の時点で増

えていかないという状況であります。 

 では、それ以外の方法として、やはり地方行政のほうで力を入れて、子育て支援に突出した力を

相当本気になって入れて、魅力のある地域というふうにすれば、移住者、移住・定住というところ

につながってくると思うんですが。 

 前半の１番目の質問でもちょっと話をしたんですが、大分県の豊後高田市、こちらについては、

ふるさと納税で得られたお金、４億2,000万円を全て子育て支援に使うと。普通、考えられないん

ですけれども、そういったところもやっていて、そこの町は人口２万2,000人ほどですけれども、

高山村の３倍強ですか。ですが、５年間で人口増1,500人、高山村３分の１としても１年間に500人

増えるというのは、ちょっと驚異的だと思うんです。 

 ただ、これは学校支援、子育て支援というのが充実していて、医療関係と給食費、それと授業料

ですか、そういったところを幼稚園・保育園の授業料免除や学校給食を無償化にしている。あと中

学のほうまで医療の関係ですか、これを無償化にしているっていうのがもうできているんです。高

山村は、ちょっとまだそこら辺がようやく今、取り組んでいただいているわけですけれども、そう

いった地方行政の力で魅力ある住みやすい田舎づくり、村づくりと。 

 ここの豊後高田市は、ちょっと話しましたけど３年連続、田舎に住みたいナンバーワンというこ

とで、全国でなっていますけれども、その背景には、やはりそういったものがあるんです。だから、

子どもを新たに産んで増やそうっていうのは、非常に先々の話なんですが、移住ってことであれば

家族で、歓迎して人口が増やせるというところで、やはり魅力ある村というふうにしていければ一

番いいと私は思っているんですが、それには、やはり相当な努力が必要だと思うんですが、今の状

態でいくと先ほど教育長が言われたように、一クラス体制ってふうにはなっていってしまうんで、

そこら辺何とかやっているところもあるんで、家族ごと年間500人とは言わなくても増やしていく

ことは不可能ではないと思うんですが、どうお考えですか。ちょっとお聞きしたいと思います。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────澁谷教育長。 

○教育長（澁谷茂夫） 

 本３月議会でも、たくさんの議員の皆さんから少子化の問題について、たくさん出されておりま

す。村長の答弁もありましたけれども、住みやすい魅力ある村、そして、ここでこの村で安心して

子育てができる。そういった環境の整備、そういったことが大事なんだろうかなというふうに思い

ます。そのために、どのようにしていけばよいのか、何をしていけばよいのか、考えていく必要が
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あると思います。もちろんその移住・定住対策も含めた総合的な問題かなというふうに感じている

ところであります。 

 急激な少子化、この高山村で、特にこの四、五年というのは急速に進んでおります。これはコロ

ナ禍ということではないというふうに、そういう話の現象ではないかなというような感じも持って

おりますが、小中一貫校を採用するか否か、まだこれは定まっているわけではありませんけれども、

今日、少子化対策だけではない、少子化対応について、議員より御質問がされたことについては、

このことをしっかりと考えていく大変意味のあることかなというふうに感じているところでありま

す。 

 この少子化対策ということ、少子化対応ということ、両方を考えていく、そんな時が来ているの

かなというように思っております。こんなことも含めて、高山村のこのことに対するメリットデメ

リット両方併せて今後検討していくということが必要なのかなと思っておりますので、よろしくお

願いをいたします。 

 以上です。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────勝山正弘議員。 

○２番（勝山正弘議員） 

 ぜひ一クラスから二クラスへの復帰というのを村全体で、やっぱり考えていかなければならない

かなと思います。それで、空き校舎、仮に成り行きでこのままなった場合は、箱物っていうところ

で、小学校、中学校、立派な建物が今あるわけですけれども、１つでもう十分になってしまうんじ

ゃないかということなんですが、そこら辺をやはり見据えて、活用のほうも少し最悪の場合を踏ま

えて、考えていかなきゃいけないんじゃないかなと思われます。 

 私、以前から図書館が公民館の中にあるのが、どうのこうのということで、いろいろ説明してい

たんですが、公民館もここで５億円という数字がやっと出たんで、びっくりはしているんですけれ

ども、そういったものも含めて活用を公民館も含めて、今後の箱物をどうやって利用していくのか

っていうのも、考えていってもらいたいと思いますが、答弁願います。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────澁谷教育長。 

○教育長（澁谷茂夫） 

 空き校舎の活用というようなことで、御質問があったわけですけれども、先ほど来、まだこれを、

小中一貫校を採用するか否かということについては、両方メリットデメリットがあるわけでありま

すので、こんなことも併せて今後検討していく必要があるだろうと。一般に言われておりますメリ

ットデメリットのほかに、高山村独自の立地ということから考えるメリットデメリットというもの

もあるのかなというふうに思っております。 
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 そんなことも含めて考えた上で、空き校舎の活用というようなことになるのかなというふうに思

いますけれども、この空き校舎の活用についても、今議員お話ありました、例えば、どちらかの学

校を閉校するというようなことであるならば、そのメリットとデメリットもあるわけでありまして、

そんなことも併せて検討する必要があるのかなというふうに思います。 

 図書館というような話もありました。それぞれ小中学校に図書館はありますけれども、それと現

在の図書室との関わり、こんなこともですね、もしも小中一貫校というようなことを考えれば、課

題に上がってくる問題かなというふうに思っております。そういったことを整頓していきたいかな

というふうに思っておりますので、よろしくお願いをいたします。 

 以上です。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 以上で勝山正弘議員の質問を終わります。 

─────５番 沖島祥介議員。 

○５番（沖島祥介議員） 

 それでは最後になりましたが、一般質問をさせていただきます。 

 通告に従い３問質問いたします。 

 まず初め、命と暮らしを守るため、住宅耐震補強工事の促進について質問します。 

 今年、元旦の日に能登半島地震が起きました。お正月にこのようなことが起こるとは本当に災害

はいつ起こるか分からないと改めて感じた次第です。ここで、改めまして亡くなられた方々にお悔

やみを申し上げますとともに、被災なされた数多くの方々に対してお見舞い申し上げます。少しで

も早い復興ができるよう祈るばかりでございます。 

 さて、その地震で亡くなられた方の９割が家屋倒壊によるものでした。倒壊した建物のほとんど

が旧耐震基準時代の建物と新聞の記事にもありました。平成７年の阪神・淡路大震災においても、

死者の９割が住宅や建築物の倒壊によるものでした。 

 そこで、本村において昭和56年以前の旧基準の建物の早急な耐震診断と耐震補強工事を積極的に

進めていくことを提案します。また、耐震改修に踏み込んでもらえるには、どのような相談体制が

必要なのかについて質問します。 

 令和３年３月に高山村耐震改修促進計画が見直されております。 

 それによりますと、平成27年の固定資産台帳のもと、住宅総数2,903棟のうち昭和56年以前の建

物が999棟あり、平成18年度からの住まいの安全「とうかい」防止事業を実施した結果、耐震診断

を実施した住宅は278戸で、耐震診断率は27.7％です。そのうち３戸で耐震改修を行い、結果、耐

震化率69.8％であったとあります。長野県は耐震改修率を現在の90％の目標から、令和７年に92％

を目指すとあります。そこで、以下の質問をいたします。 

 最初に、ブロック塀について。 
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 ブロック塀の耐震診断、工事実績は今までに何件ぐらいありましたか。また、現在どれぐらい倒

壊の恐れがある塀があるか把握されているのかお尋ねいたします。 

 続いて、２つ目ですが家屋について、その後、耐震診断を行った戸数及び耐震改修を行った件数

はどれぐらいありましたか。結果、現状で本村の耐震診断率、耐震改修率は何％ぐらいでしょう。 

 ３つ目に耐震診断なくして耐震補強工事はあり得ません。昭和56年以前の建物の耐震診断にかか

る費用、約６万4,000円ですが、これは当事者の費用は発生しないとお聞きします。そこで、費用

はかからないということをもっとＰＲし、ダイレクトメールなどの通知を出して、耐震診断率

100％を目指すぐらいの取組を望みます。いかがでしょうか。 

 ４つ目、県では、耐震化促進に向けたアクションプログラム、これは市町村が策定する住宅の耐

震化加速に向けた具体的な行動計画ですが、これを推奨していまして、現在、37市町村が策定して

います。須坂市、小布施町も策定しております。また、県は能登半島地震を受け早速、耐震改修補

助を現行の最大100万円から150万円に引き上げました。本村は、まだアクションプログラムに未加

入ですので、早急に取り組むべきかと思いますが、いかがでしょう。 

 ５つ目、耐震改修に当たっては、それに併せてほかのリフォーム工事も行うと思います。県の補

助制度として、信州健康ゼロエネ住宅に適応したリフォーム工事で、最大100万円の助成制度があ

ります。また、県は耐震改修を行いやすくするため、低コストかつ簡易な工法も公表しております。

さらに、税制面で耐震改修工事をした場合、耐震改修特別控除があり、また、固定資産税の税額の

減額もあります。いかに、耐震改修をしやすくするかを念頭に置いて、耐震改修の相談に来られた

方に、これらを総合的に相談に乗れる人材の育成及びワンストップサービスとしての窓口対応の体

制づくりを望みます。いかがでしょうか。 

 以上、質問します。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────荒井定住支援室長。 

○定住支援室長（建設水道課長）（荒井孝浩） 

 命と暮らしを守るため、住宅耐震補強工事の促進についてお答えします。 

 本年１月１日、最大震度７の能登半島地震が発生し、石川県を中心に甚大な被害が発生しました。 

 この地震では、犠牲者の多くが家屋の倒壊によるものであったことから、住宅の耐震化は極めて

重要であると言われております。 

 そこで、まず初めに、ブロック塀の耐震診断と工事の実績及び倒壊の恐れのあるブロック塀の把

握状況についてでありますが、村では平成30年６月18日に発生した大阪府北部を震源とする地震で、

ブロック塀が倒れ、小学生や高齢者が亡くなるという痛ましい事故を受け、小中学校の通学路やそ

の他の村道に面したブロック塀について緊急の安全点検を行い、特に危険度が高いと言われた22か

所のブロック塀等を確認したところであります。 
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 これにより同年10月１日、「高山村ブロック塀等耐震診断・除却事業補助金交付要綱」を制定し、

広報紙などを通じて補助金の周知に努めるとともに、所有者には亀裂のあるブロック塀等は危険で

ある旨を伝え、補助制度を有効活用し改修していただくよう努めてきたところであります。 

 これらの実績としましては、これまでに耐震診断２件、除却工事８件、新設工事７件という状況

でありますことから、今後も継続して啓発に努めてまいりたいと考えております。 

 次に、家屋の耐震診断や耐震改修を行った件数、耐震化率及び目標値についてでありますが、昨

日の山嵜議員への答弁と重複する部分もありますが、村では地震による住宅等の倒壊被害から村民

の皆様の生命、財産を保護し、震災時の被害を軽減するため、平成20年３月に第１期「高山村耐震

改修促進計画」を策定し、その後、見直しを行いながら現在、令和３年度から令和７年度までの第

３期計画により、既存住宅等の耐震診断、耐震補強の推進を図っているところであります。 

 現在の計画では、平成27年度の村内の離れ等を含む住宅総数が、2,903戸で、このうち昭和56年

５月31日以前に建築された住宅は995戸あり、昭和56年６月１日以降に建てられた住宅1,904戸に、

耐震改修等を行った住宅122戸を加えた耐震性を満たす住宅は2,026戸で、耐震化率は69.8％であり

ます。 

 一方、耐震診断を行った住宅は、平成18年度から19年度までに実施した外観調査等による簡易耐

震診断が232戸で、平成20年度以降、平成26年度までに実施した精密耐震診断は46戸、合計278戸と

なっております。その後、平成27年度以降に耐震診断を行った住宅は11戸で、耐震改修工事を実施

した住宅は２件と少なく、平成27年度の耐震化率からあまり進展していない状況であります。 

 一方、耐震化率の目標値につきましては、当初計画時から国の基本方針で設定している目標値に

合わせ、90％と設定しているところであります。 

 次に、耐震診断率100％を目指す取組についてでありますが、議員お話のとおり、補助事業を活

用して耐震改修工事を行うためには、まず、耐震診断を行う必要がありますが、直近３年間の耐震

診断実績は、令和３年度は１件、令和４年度は２件、令和６年２月末時点で１件の診断件数となっ

ております。 

 そのような状況ではありますが、耐震診断につきましては、国、県、村の補助により、自己負担

なしで実施できるほか、耐震改修工事につきましては、工事費の２分の１以内で上限100万円の補

助、助成がありますことから、国、県の補助枠や耐震診断の受託可能枠などの課題もありますが、

今後とも耐震相談会の開催やその他のイベント等の機会を捉え、耐震改修工事の重要性について、

一層の周知に努めてまいりたいと考えておりますので、御理解賜りますようお願いいたします。 

 次に、耐震化促進に向けたアクションプログラムの策定についてでありますが、住宅耐震化緊急

促進アクションプログラムは、各市町村において定めている耐震改修促進計画に加え、戸別訪問等

や改修事業者への技術力の向上、普及啓発等の積極的な取組を規定するもので、本村では今のとこ

ろ策定していない状況であります。 
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 一方、県内の策定状況を見ますと、県下77市町村のうち58市町村が既に策定済みでありますこと

から、耐震化が進んでいない本村におきましては、耐震化の促進を図る取組として、早急にこのア

クションプログラムの策定に向けて、前向きに検討してまいりたいと考えておりますので、よろし

くお願いいたします。 

 次に、耐震改修に係る総合窓口の設置についてでありますが、村では令和４年度から移住・定住

支援に係る総合窓口として、定住支援室を創設し、移住・定住支援に加え、住宅等の耐震化に係る

業務も行っており、このたびの能登半島地震以降、村民の方から耐震診断等に関する問合せが増え

てきているところでございます。 

 そこで、議員、御提言の人材育成及び窓口対応の体制づくりについてでありますが、国では令和

７年に耐震性のない住宅をおおむね解消するとの目標を掲げておりますものの、計画どおり進んで

いないことなどから、様々な補助制度や税制面での支援が行われております。 

 そのようなことから、住宅の耐震化を所管する定住支援室では、国や県の支援策など村民の皆さ

んにとって有益な情報をワンストップでお届けできるよう広報紙や村ホームページ等を通じて、周

知に努めてまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

 村といたしましては、このたびの能登半島地震を教訓に、既存住宅等の倒壊被害から村民の皆さ

んの生命、財産を守るため、今後も継続して住宅の耐震化の促進に努めてまいりたいと考えており

ますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────沖島祥介議員。 

○５番（沖島祥介議員） 

 再質問させていただきます。 

 前向きな御答弁もいただきましたが、今、耐震を行った住宅が実際は69.8％ということで、目標

の90％からすると２割ぐらい低いわけなんで、やはり先ほどおっしゃっていただきましたけれども、

まず耐震診断をするように、ぜひいろいろな意味で啓発していただきたいと思います。また、ワン

ストップサービス、窓口でいろんなこれだけの住宅耐震診断、耐震補強の工事をやればこういうメ

リットもあります。また、税制面ではこうやります。また、そういった住民がやりやすいような、

なるほどこういったこともできるんだというような、優しい窓口にしていただければと思っており

ます。 

 それで、再質問といたしまして、家全体を、耐震改修を行うと最低でも二、三百万円かかって、

高齢化した所有者が、この先何年住むかを検討した場合に、なかなか踏み込めないのが実情という

ようなことも先日新聞記事に書いてありました。 

 そこで、一つの提案なんですが、いつもいる部屋とか居間とか寝室とか、本来は全部の家をやれ

ばいいんですが、なかなか費用もかかるのでそういういつもいる部屋だけでも耐震化して、ある意
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味シェルター化するっていうんですか、その一部屋は潰れないよ、みたいな部屋ができないかな。

そんなような方法も案内してもいいのかなと思うんですが、その辺いかがかということをお聞きし

たい。 

 それともう一つ。今、長野市では耐震改修工事において、代理受領制度というのがあります。こ

れは市から給付される補助金を申請者に代わって、工事を行った改修工事業者が受け取ることがで

きる制度で、この代理受領制度を利用するメリットとして、市から直接、改修工事事業者へ補助金

が支払われることで、申請者は自己負担分の金額のみ用意すればいいので、工事代金の費用全額を

用意しなくても済むというメリットがあります。資金繰りにおいても非常に楽になり、工事促進に

おけるよい制度かと思います。本村においても導入すべき施策かなと思います。 

 実は、これちょっと余談になりますが、ちなみにこの質問は昨日、村のほうへこの私宛てにファ

ックスをいただきました。これは、きっと高山村のホームページか何かで私の質問の趣旨を見て、

この代理受領制度が抜けているなということで、教えていただいたと思うんですが、こういう制度

もあるよと。ぜひいろんな市町村でやっているので、やってほしいという意味合いで送られてきた

かと思います。 

 本当にそういういい情報を頂いて私はありがたく思っています。以前、情報というのは発信した

ところへ、また新しい情報が入ってくるというようなことを言われた記憶があります。そんなこと

も思い出しながら、一議員としてしっかりといろんな情報を発信していければ、また身の引き締ま

る思いをさせていただきました。また、今回のこの代理受領制度っていうのは長野市では家屋の解

体についてもこの代理受領制度が適用になっています。自己負担金だけでいいので非常にやりやす

い制度かなと思っています。本村の空き家対策、そんなところにも定住支援室としては、非常にい

い制度かなと思いますので、その辺のお考えをどうか、以上２点ちょっとお伺いします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────荒井定住支援室長。 

○定住支援室長（建設水道課長）（荒井孝浩） 

 まず１点目。一部の部屋のみの耐震改修についてのお尋ねでございますけれども、耐震化の促進

に向けては、一つのよい方法ではないかなというふうに思うところでございます。が、村の補助金

の耐震化の補助金の交付要綱におきまして、耐震改修とは既存木造住宅の地震に対する安全性の向

上を目的に、耐震改修後の建物全体の総合評点を0.7以上とするための補強等を行うこと、として

おります。 

 そのため、一部の部屋だけを補強することで建物全体からその総合評点0.7、これをクリアでき

ればよいのですけれども一部の部屋のみでは難しいものというふうに思われます。なお、今回の地

震におきましては、大変揺れが激しくてその場に立っていることもできない。その場から身動きが

できない、とれなかったというようなお話もあります。その安心・安全な部屋へ移るっていうこと
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も大きな地震ではできない可能性もあるなというふうに感じたところでございます。 

 それで、参考までになんですけれども、今年度、耐震診断を実施された住宅を見ますと、昭和47

年建築の平屋建ての延べ床面積134㎡の住宅でしたけれども、この上部構造評点が0.35で概算工事

費は330万円というような結果が出ております。この評点につきましては、住宅基準法で定められ

た最低限の強さ、これを1.0として評点が0.7未満については倒壊の可能性が高く、１を超えると一

応倒壊しないと判断されるというふうな基準になっているようでございます。 

 それと、２点目の補助金の代理受領制度の関係でございます。この制度につきましては、先ほど

議員が言われたとおり補助金を申請者に代わって、工事を請けた業者が受け取ることができる制度

ということでございます。通常、補助金の手続きについては、事業完了後、申請者が事業者へ支払

いを済ませ、領収書の写しを添付した実績報告を村に行っていただいて補助金が交付されるという

流れでございますけれども、市町村等から補助金を事業者へ直接支払われるということで、申請者

は自己負担分のみを用意すればよいというメリットがあるというふうに言われております。 

 それで、先ほど長野市のお話をされましたけれども、長野市を含む幾つかの市町村で、この代理

受領制度というものを取り入れていらっしゃいますけれども、この補助金の代理受領に関する事務

取扱要綱などを策定しておりまして、そこには対象となる補助事業の名称も記載されております。

それらを見ますと、耐震関連事業の補助事業に限定してこの制度が行われているところが多いなと

いうことを感じたところでございます。 

 そういうことで、耐震改修促進におきましては、とてもよい制度ではないかなというふうに思わ

れますので、先進事例を調査させていただいて、検討してまいりたいかなと思っておりますので、

よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────沖島祥介議員。 

○５番（沖島祥介議員） 

 再々質問で、村長へお伺いしたいと思います。 

 能登半島地震では建物の崩壊によって道路にその建物が覆いかぶさって、道路インフラとか支障

を来すケースが数多くあったと伺っています。そこで耐震補強の改修は一個人だけの問題じゃなく

て村全体として、インフラ整備においても非常に必要な項目かと思いますので、村を挙げて率先し

て、村民の命と暮らしを守るために耐震改修工事を何とか積極的に進めていけばいいのかなと思う

んですが、村長の考えをちょっとお聞かせ願えればと思います。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 今の再々質問にお答えしたいと思います。 
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 自治体でも今、定住支援室長のほうからも答弁させていただきましたけれども、いわゆる耐震化

を含めて、そのものは個人の物なんですね。そういった点でいかに自治体が関与できるか、その辺

はしっかりと対応しながらできる支援は、また検討しながらやっていきたい、このように考えてお

りますので、まず、やっぱりこの能登半島地震の体験から、即、命に代わる問題ですのでしっかり

と検討してまいりたいと、このように考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────沖島祥介議員。 

○５番（沖島祥介議員） 

 それでは、２番目の質問に移らせていただきます。 

 本村の森林を生かす取組について。 

 本村の面積の85％の森林について。 

 間伐の促進、花粉を制御する杉の植え替え、木材利用の促進、ついては、公民館改修に当たって

の木材の積極的な利用、また、木質バイオマスの利用促進についてなど、これから、森林を生かす

ことは必要不可欠な事柄であると思います。 

 よって、以下の質問をいたします。 

 １つ目、本村の森林環境贈与税の直近の金額は幾らでしょう。 

 また、森林環境税の基本的な考え方は、市町村が主体となり、これまでの森林所有者による手入

れがなされてこなかった森林の管理を持続的に進めることを主に活用する、とあります。本村の現

状をお聞かせください。 

 ２つ目、クマスギは花粉が出なく、また間伐しても木の元からまた再び芽が出てくるという話を

長年森林組合にいらした、とときさんよりお聞きしました。植林する必要がなく手間がかかりませ

ん。伐採後にクマスギを植樹していく考えはありますか。 

 ３つ目、村民ホール改修に当たっては、木材の利用、ペレットストーブの設置を行いましたが、

公民館改修に当たっても、木材を積極的に採用する考えはありますか。また、ペレットストーブの

活用などの考えはありますでしょうか。 

 ４つ目、補助制度がある、まきストーブ、ペレットストーブは年間どれぐらいの申請がありまし

たか。また、今後どのように利用促進を図る計画でしょうか。 

 ５つ目、今後、森林、林業活動に取り組む人材の育成、事業体の支援などの考えはありますでし

ょうか。 

 ６つ目、林業に付加価値をつける木質バイオマスの導入の計画はありますか。また、今後の脱炭

素社会に向けて、また、ＳＤＧｓの考え方においても必要不可欠なことかと思います。お考えをお

聞かせください。 

○議 長（西原澄夫議員） 
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─────小渕産業振興課長。 

○産業振興課長（小渕義彦） 

 本村の森林を生かす取組についてお答えをいたします。 

 本村の総面積の85％を占める森林のうち、その半数以上が60年を超えるカラマツや杉などの人工

林であり、その人工林の林齢の構成は主伐期を迎えた林齢層に偏っている状況となっております。 

 この主な要因としましては、1960年に始まった木材の輸入自由化により、安価な木材が大量に輸

入されたことに伴い、国産材の価格が低迷し、国内の木材生産量や林業従事者が減少したことによ

り、森林整備が進まなかったもので、間伐されていない森林や主伐を迎えた森林が多いことなどが

課題となっております。 

 これらの課題を踏まえた上で村の林業振興としましては、脱炭素社会の構築に向けてＳＤＧｓの

目標のうち、「気候変動に具体的な対策」や「陸の豊かさを守ろう」、に関連した再生可能エネル

ギーの利用促進を図るため、まきストーブやペレットストーブの購入に対する補助を行って、木材

需要の拡大を図っております。 

 また、令和４年度には、県から森林保全活動に熱心な企業を仲介していただき、森林（もり）の

里親促進協定を本村と企業とで締結し、主伐や再造林などの森林整備について連携しているところ

であります。 

 そこで、まず初めに、本村の森林環境譲与税の交付額とその使途についてのお尋ねでありますが、

森林環境譲与税は、令和元年度から市町村に交付されるようになりましたが、ここ数年の交付状況

は、令和３年度が838万4,000円で、令和４年度では1,128万6,000円、本年度は４年度と同額の

1,128万6,000円が交付されたところであります。 

 この森林環境譲与税の使途につきましては、森林所有者自らが、森林を管理することができず、

市町村に経営管理を委託したいなどといった所有者の意向調査費や、国庫補助対象外の松くい虫被

害枯損木等の除却費のほか、台風等による県道沿いの電線の停電被害を防止する支障木の伐採費用

や、サルによる有害鳥獣被害を防止するための緩衝帯整備費のほか、昨年は役場庁舎村民ホールの

改修に併せ、ホールを木質化し、ペレットストーブの設置費用に充てて充当しております。 

 次に、クマスギの植樹についてでありますが、国では、本年度新たに花粉症対策のため、林相転

換特別対策事業を創設し、都道府県の都市部から50km圏内を重点地域と定め、この区域内にある杉

林を伐採し再造林した場合、その経費の10分の３を補助する事業を始めたところであります。 

 このため、県では議員お話のクマスギを始めとする花粉の少ない杉の苗を須坂市の米子地区にあ

ります県の採取園で、令和８年をめどに供給体制の整備を進めることとしております。 

 そのようなことから、村といたしましては、森林所有者の意向を踏まえ、村有林や民有林の主伐

や再造林の計画がされているところから、順次、この補助事業などを活用して推進してまいりたい

と考えておりますので、よろしくお願いいたします。 
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 次に、公民館改修に当たり木材の積極的な利用とペレットストーブの活用についてのお尋ねであ

りますが、村ではこれまで公共施設の整備を実施する場合、林業振興を図る観点や施設を利用され

る皆様に、木の温もりを身近に感じていただくため、公共施設の木質化を推進してきておりますの

で、公民館の改修に当たりましても、これまでと同様にペレットストーブの導入も含め検討してま

いりたいと考えております。 

 次に、まきストーブやペレットストーブの補助申請と、その利用促進についてでありますが、村

では、木質バイオマス利用を普及するため、平成26年度にまきやペレットを燃料とするストーブの

購入経費の２分の１以内で、10万円を上限に補助する「森のエネルギー推進事業補助金」を創設し、

本年度までの11年間における実績は、36台で年平均３台程度の申請でありますが、中でも昨年度は

９件で、本年度は６件の申請があり、近年における灯油等化石燃料費の高騰などを背景に、申請件

数が急激に増加している状況でございます。 

 しかしながら、まきなどの供給体制につきましては、間伐材などをチップやペレットなどに加工

する事業者が、村内におられないことから、村外から調達されることが多いと思われますが、利用

促進を図るためにも、引き続きストーブの購入補助を継続するとともに、公共施設への導入を図り

ながら、普及に向けた先進自治体の事例等を参考に、利用促進に向けて推進してまいりたいと考え

ておりますので、よろしくお願いいたします。 

 次に、林業に取り組む人材育成と事業体支援についてのお尋ねでありますが、長野県では全国ト

ップクラスの働きやすい林業県を目指して、本年度から人材の確保や育成関連の予算を倍増し、新

規就業者への支援金や雇用の奨励金のほか、安全装備品の補助や労働条件の整備などの支援を行っ

ております。 

 この支援制度は、県の林業労働力確保支援センターが総合窓口となって、移住された方が新規に

林業に就業された場合、世帯当たり最大100万円まで、単身では最大60万円の支援金が交付され、

林業の創業に必要な資機材の導入経費を支援するほか、補助金申請や就業相談などの支援も行って

おります。 

 このため、村では県の支援制度が積極的に活用できるよう、広報紙などで周知するとともに、村

内者や移住者の中で、林業への就業や事業体として、創業したい方の相談がありましたら、県の支

援センターと連携して、相談等の支援に努めてまいりたいと考えております。 

 次に、木質バイオマスなどの導入計画についてのお尋ねでありますが、現在、村では、本格的な

木質バイオマスによる発電やボイラーなどの導入計画はありませんが、木質バイオマスは化石燃料

の削減につながり、ＳＤＧｓの推進や脱炭素社会を構築するためにも、大変有用であると考えてお

ります。 

 しかしながら、出力設備等の費用対効果や、安定的な燃料の供給体制などの課題も多いことなど

から、国、県の補助制度や先進自治体の事例等を調査・研究するなどして、これらの事業をどのよ
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うに推進していけばよいのか、慎重に検討してまいりたいと考えておりますので、よろしくお願い

いたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────沖島祥介議員。 

○５番（沖島祥介議員） 

 再質問いたします。 

 長野市の奥裾花温泉鬼無里の湯は、2017年にまきボイラーを導入しております。また坂城町は

2014年にペレットボイラーを導入し、庁舎の暖房に活用し従来の灯油ボイラーより燃料代が２割削

減に成功しております。 

 本村において身近にできるところから進めていったらどうかなと思っておりまして、現在、灯油

のボイラーを使っているふれあいの湯に、例えば、まきボイラーなどを導入していけばいいのかな

と私は思っておるんですが、いかがでしょうか。 

 今、温泉の維持管理費は、お金が出ているのが修理費とか、もちろん修理は大事なんですが、ち

ょっとどちらかというと、私は後ろ向きのような形でお金が使われているのかなと、たまには前向

きにこの森林を活用する間伐して、もう使えないものはまきにしてボイラーにして、それをたく。

わざわざ灯油を買わないでいい、または間伐して新しい植林をすると、そのほうがＣＯ２の吸収も

いいとよく聞きますんで、そうするとやっぱり世の中のこの村全体が回っていくのかなと思うんで

すが、その辺はいかがでしょうか。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────小渕産業振興課長。 

○産業振興課長（小渕義彦） 

 ただいまの再質問についてお答えをしたいと思います。 

 御質問１点かとこんなふうに思いますが、蕨温泉が身近であってこの灯油で現在、蕨温泉はシャ

ワーの湯というようなものをメインにしておりますが、この温泉を利用される皆さんにとって、こ

のＳＤＧｓという形の中で実施されるような形で、熱利用が図れるようなボイラーというようなも

のができますと、大変村のＰＲとしても有用なものになるのかなと、こんなふうにも思っておりま

す。 

 そういう中で、以前もこのようなことを検討した経過もございまして、なかなかその頃は、灯油

代もまだ安い状態でございまして、最近、高騰ということになってきたものですから、またこの辺

もありますので、これからの導入に向けましても、この辺は積極的に前向きに本村の木材を利用し

ながら、やっぱりこれ活用することを考えていくべきだと、このように思いますので、そこも踏ま

えながら今後、研究・検討してまいりたいと、こんな形でございますが御理解賜りますようお願い

したいと思います。 
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○議 長（西原澄夫議員） 

─────沖島祥介議員。 

○５番（沖島祥介議員） 

 再々質問させていただきます。村長にお尋ねします。 

 昨年11月、「日本で最も美しい村連合」の再審査があったとお聞きしています。本村はＢ評価で

再認定されたと２月１日の高山村のホームページで見ました。いくつかの課題と将来に向けた改善

提案が示されておりました。その中に幾つかの改善点がある中で、その中の一つに山林の活用方法

の検討と示されておりました。 

 これらの事柄も含め、本村の森林における活用の在り方について、村長のお考えをお聞かせ願え

ればと思います。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 再々質問にお答えしたいと思います。 

 議員、今、質問されましたように、「美しい村連合」の検査に評価いただいたということで、改

めて皆さんにも感謝と御礼を申し上げたいと思います。おかげ様で、また「美しい村連合」の一員

としてしっかりと対応してまいりたいとこのように考えておりますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 そして、森林の活用ということでありますけれども、先ほど課長のほうからいろいろ答弁させて

いただきました。私もそういった意味でいわゆる熱効率と言いますか、暖房あるいはそれをボイラ

ーとして動力に変えると。こういう２つのあれがあるんですけれども、動力に変えると非常に効率

が悪いって言いますか、そういうふうな問題もありますけれども、それらを含めて検討していかな

ければならないと思っておりますし、もう一つ森林の活用方法として本村は、「美しい村連合」に

入っているということで、失ったら二度と元に戻らないんだということを一つ肝に銘じ、そして、

いわゆる1960年の木材の自由化によって、いわゆるどちらかというと松とか杉とかそういうものは

非常に多いわけですけれども、やっぱりその中にも先ほどクマスギっていう御提案もありましたけ

れども、自然林というふうなこともしっかりと検討し、いわゆる四季が美しい、そういうふうな森

林を作っていくことも大事かなというふうに思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────沖島祥介議員。 

○５番（沖島祥介議員） 

 ３番目の質問に入ります。 

 ワイン振興についてお尋ねします。 
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 現在、ワイン醸造所は６軒あり、移住されたワインぶどう生産者も数多くいらして、県内でも有

数なワイン生産地になっております。そこで、村として今後どのように高山村のワイン産業を育て

ていくのかを質問します。 

 １つ目として、令和５年度のワイン振興事業として苗木購入費、棚資材購入費の補助制度があり

ますが、今現在、何件でどれくらい活用されたでしょうか。 

 ２つ目、ワインぶどうの用地が足りないと聞きますが、今後、村として圃場整備などは考えてお

りませんでしょうか。 

 ３つ目、本村のパンフレットに、世界に認められるワイン産地を目指して、とありますが、ワイ

ンぶどう栽培面積、醸造所の数の目標値をどれぐらいが適切と考えていらっしゃいますか。また、

人材育成、経営支援など村としてどのような応援をしていくのか、お聞かせください。 

 以上、質問いたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 ワイン振興についてお答えいたします。 

 高山村は、年間降水量が少なく、冷涼かつ昼夜の寒暖差が大きく、日照時間が長いことや、砂礫

質で水はけのよい土壌を有しているため、果樹栽培に適していることから、これまでりんごやぶど

うの生食用を中心に栽培されてきております。 

 しかしながら、本村の農業の現状は、農産物価格の低迷や就業形態の変化等により、農業後継者

が減少するとともに農業従事者の高齢化が急速に進行し、りんごなどの栽培面積や生産量が大幅に

減少し、農地の遊休化や耕作放棄地が増加傾向にあります。 

 このため村では団塊の世代やＵ・Ｉ・Ｊターンなどの新規就農者の農業参入を促し、りんごやぶ

どう等を中心に果樹栽培の振興を図りながら、高齢者でも栽培が可能なワイン用ぶどう等の省力栽

培作物を促進してきたことにより、ワイン用ぶどう栽培面積が64haまで拡大いたしました。 

 このような中で、平成23年６月には小規模なワイン醸造ができる国のワイン特区を取得したこと

により、前年度までの12年間で村内に６か所のワイナリーが誕生しております。 

 そこで、まず初めに、令和５年度のワイン用ぶどうの苗木や棚資材の補助についてのお尋ねであ

りますが、村では、りんごやぶどうのほか、ワイン用ぶどうなどの果樹の生産拡大を図るため、平

成29年度から、「果樹産地形成推進事業補助金」を創設し、ワイン用ぶどうについては、苗木の購

入に対して20％、棚資材にあっては10％の補助をしており、本年度の補助実績は苗木が４件で33万

6,000円、棚資材は２件で14万4,000円をそれぞれ補助しております。 

 次に、ワイン用ぶどう栽培地の圃場整備についてでありますが、村では平成25年度に着手した第

２期県営中山間総合整備事業により、当時、耕作放棄地や遊休地であった黒部の裏原地籍で、畑地
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の圃場整備9.6haを実施し、ワイン用ぶどうの生産拡大を図ってまいりました。 

 この圃場整備に当たっては、ワイン用ぶどう栽培を希望される皆さんが法人化し、まとまった農

地で大規模な栽培面積を確保したいとの意向から、農地所有者との協議が整ったため、圃場整備が

実現できたものであります。 

 このように、圃場整備事業の導入に当たってはワイン用ぶどう栽培に限らず、りんごや生食用ぶ

どうの生産拡大に意欲のある生産者団体や、新規就農を目指す方の意向を踏まえ、圃場整備に前向

きな農地所有者との協議により進められますことから、協議が整った農地から圃場整備ができるよ

う調整してまいりたいと考えております。 

 なお、圃場整備の導入に当たっては、次の第３期となる県営中山間地域農業農村総合整備事業の

計画に反映できるよう、現在、地域ブロックごとに第２期で実施できなかった農道や水路のほか、

圃場整備や地域活性化施設などの要望を御提案いただくよう調整を図っておりますので、よろしく

お願いいたします。 

 次に、栽培面積や醸造所の適正な目標値及び支援についてでありますが、村の第２期高山村総合

戦略ではワイン産地づくりとして、ワインぶどうの栽培面積が令和２年度から５年間で60haの目標

値を掲げて推進してまいりましたが、令和３年度末の２年間で目標を超える64haまで拡大しており

ますが、ワインの醸造所につきましては、特に目標値を定めておりませんが、第２期総合戦略の中

で、６次産業化施設の創業件数として、先ほども申し上げましたが、これまでに村内には、６か所

の醸造所が点在しております。 

 中でも、ワイン特区による醸造所は最低製造数量基準が2,000ℓで品種にもよりますが、少なくと

も30aから50a程度の栽培面積が必要と言われております。 

 さらに、安定した収入を確保するためには、一人で栽培から醸造まで一貫して行った場合、70a

程度が必要と言われております。 

 また、農地を確保するためには、農薬のドリフトの問題があるため、農地を集約化して作業の効

率化を図ることなどの課題があり、経営の安定を図るためには、かなり難しいのが実情であります。 

 そのような中で、村の支援といたしましては、栽培から醸造、販売までを一貫して行う、ワイナ

リーを経営できる人材養成を兼ね備えた信州たかやまワイナリーと連携して、ワイナリー経営を目

指す生産者を養成するとともに、醸造所施設整備の支援につきましては、2,000万円を限度に加工

施設や設備に対して、20％を上限に「高山村６次産業化推進事業補助金」などにより、支援するこ

ととしております。 

 一方、県におきましては、６次産業化に取り組む皆さんの商品力や営業力、経営力の向上を図る

ため、「長野県農山漁村発イノベーションサポートセンター」を設置し、専門家や関係機関による

相談業務を始め、加工所等の施設整備については、国や県の補助事業導入の指導助言を行っており

ます。 
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 したがいまして、このような支援によって、小規模なワイナリーが集積することにより、本村特

有の自然条件を生かした様々な品種のワイン用ぶどうの栽培ができ、いろいろな味わいが楽しめる

ワインが醸造され、多様なワインの味わいを求めて訪れる愛好家によって、高山村産ワインのブラ

ンド化が図れるものと期待しておりますので、引き続き、関係の皆様と連携を図りながら世界に通

じるワイン産地を目指してまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────沖島祥介議員。 

○５番（沖島祥介議員） 

 時間も過ぎておりますので、そろそろかと思いますので、１点だけ再質問させていただきたいと

思います。 

 今、いろいろな支援事業を言っていただいて、それはハードの面かと思うんですが、あとソフト

面って言いますか、やはり高山村のワイン醸造があるよ、ということでいろいろな観光客の方とか、

そういった形がいかにそういった方々を見学って言いますか、ワインツーリズムって言うんですか、

そういうことができないのかなと、ソフト面的にですね。 

 それは醸造所さんによって、見学は困るよとかいろいろな方もいらっしゃるかと思うんですが、

高山村にこれだけワインがあるので外から来た観光の人とか、そういった形がうまく回れるような

勧誘できるような形とか、ワインをそこで買ってもらうとか、知らしめるとか、ちょっとソフトの

面で何かいいお考えがないのかどうか、ちょっとその辺、最後の質問として、ちょっとお聞かせ願

えればと思います。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 今、ソフトとハードの面ということで再質問がありましたけれども、限度がありますけれども、

ハードについてはそれなりの支援策があるということで、村として十分支援、できる限り支援をし

てまいりたい、このように考えております。 

 そして、ソフトの面でありますけれども、この辺が非常に何ていうんですか、難しいっていいま

すか、いろいろな工夫があると思いますけれども、昨日の議員から質問されて、やはりイベントの

やり方としてあるんですね。そういった点で、やっぱりいわゆるその携わっている皆さんがどのよ

うにしたら皆さんに来ていただける、そういうイベントが実施できるか、それらも含めてしっかり

と努力していただきたい。また、それに伴って相談等ありましたら、自治体としてもしっかりと対

応してまいりたい。このように考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 以上で沖島祥介議員の質問を終わります。 
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 これで一般質問を終わります。 

 以上で本日の日程は全て終了しました。 

 本日はこれで散会します。 

 お疲れさまでした。 

午後２時17分  散 会 

                                  

 地方自治法第123条第２項の規定により署名する。 

          令和６年３月６日 

                 高山村議会議長  西 原 澄 夫 

 

                 署 名 議 員  梨 本   進 

 

                 署 名 議 員  沖 島 祥 介 

 

                 署 名 議 員  髙 井 央 葉 
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    事務局出席職員 

事 務 局 長 山 嵜 賢 一  書 記 槇 田 和 子 

                                  

 

午後１時31分  開 議 

○議 長（西原澄夫議員） 

 これから本日の会議を開きます。 

 なお、本日の日程は、お手元に配付しました印刷物のとおりです。 

 

──────────────────────────────────── 

諸般の報告 

○議 長（西原澄夫議員） 

 日程に先立ち、諸般の報告を行います。 

 広報担当職員による写真撮影を、会議規則第102条によって許可しましたので報告します。 

 これで諸般の報告を終わります。 

 

──────────────────────────────────── 

日程第１ 議案第３号 

～  

日程第12 議案第14号 

○議 長（西原澄夫議員） 

 日程第１ 議案第３号 印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例から日程第12 

議案第14号 辺地に係る総合整備計画についてまでの12件を一括議題とします。 

 議案第３号から議案第７号及び議案第12号の６件について、委員長の報告を求めます。 

─────沖島総務文教常任委員長。 

○総務文教常任委員長（沖島祥介議員） 

 ただいま議題となっております総務文教常任委員会に付託されました案件は、議案第３号から議

案第７号及び議案第12号の６件であります。 

 審査の経過及び結果について報告します。 

 委員会は、去る３月12日午後１時より、委員全員出席の下、所管の職員の出席を求め、委員外議

員の発言を許可し、慎重に審査をいたしました。 

 議案第３号 印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例については、実際にスマー

トフォンへの登録の仕方や、登録後のセキュリティー対策について質疑が行われ、討論を省略して
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採決の結果、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

 議案第４号 高山村個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例

については、特定個人番号利用事務や利用特定個人情報とは具体的にどういうものかとの質疑が行

われ、討論を省略して採決の結果、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

 議案第５号 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例及び議案第６号 高山村特定

教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例及

び議案第７号 高山村消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例については、特段質疑も

なく、討論を省略して採決の結果、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

 議案第12号 下水道整備基金条例を廃止する条例については、基金の取崩しは一般財源になるの

かなどの質疑が行われ、討論を省略して採決の結果、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 以上で総務文教常任委員会に付託されました議案６件についての審査の経過及び結果の報告とい

たします。 

 議員各位におかれましては、適切な御判断の上、御賛同賜りますようお願い申し上げます。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 議案第８号から議案第11号及び議案第13号の５件について、委員長の報告を求めます。 

─────梨本福祉産建常任委員長。 

○福祉産建常任委員長（梨本 進議員） 

 ただいま議題となっております福祉産建常任委員会に付託されました案件は、議案第８号から議

案第11号及び議案第13号の５件であります。 

 審査の経過及び結果について報告します。 

 委員会は、去る３月12日午前11時より、委員全員出席の下、所管の職員の出席を求め、委員外議

員の発言を許可し、慎重に審査をいたしました。 

 議案第８号 高山村介護保険条例の一部を改正する条例については、第９期に係る各所得段階の

対象者について質疑が行われ、討論を省略して採決の結果、全員賛成で原案のとおり可決すべきも

のと決定いたしました。 

 議案第９号 高山村指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例等の一部を改正する条例については、特段質疑もなく、討論を省略して採決の結果、全員賛

成で原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

 議案第10号 高山村営水道条例等の一部を改正する条例については、特段質疑もなく、討論を省

略して採決の結果、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

 議案第11号 高山村水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例については、特段質疑

もなく、討論を省略して採決の結果、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 
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 議案第13号 下水道事業特別会計条例等を廃止する条例については、特段質疑もなく、討論を省

略して採決の結果、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

 以上で福祉産建常任委員会に付託されました議案５件についての審査の経過及び結果の報告とい

たします。 

 議員各位におかれましては、適切な御判断の上、御賛同賜りますようお願い申し上げます。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 これから議案第３号について委員長の報告に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第３号 印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例を採決します。 

 本案に対する委員長の報告は可決です。 

 本案は委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、委員長の報告のとおり可決されました。 

 これから議案第４号について委員長の報告に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（発言する者なし） 
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○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第４号 高山村個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正

する条例を採決します。 

 本案に対する委員長の報告は可決です。 

 本案は委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、委員長の報告のとおり可決されました。 

 これから議案第５号について委員長の報告に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第５号 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を採決します。 

 本案に対する委員長の報告は可決です。 

 本案は委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、委員長の報告のとおり可決されました。 

 これから議案第６号について委員長の報告に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 
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 これから討論を行います。 

 討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第６号 高山村特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例を採決します。 

 本案に対する委員長の報告は可決です。 

 本案は委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、委員長の報告のとおり可決されました。 

 これから議案第７号について委員長の報告に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第７号 高山村消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を採決します。 

 本案に対する委員長の報告は可決です。 

 本案は委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、委員長の報告のとおり可決されました。 

 これから議案第８号について委員長の報告に対する質疑を行います。 
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 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第８号 高山村介護保険条例の一部を改正する条例を採決します。 

 本案に対する委員長の報告は可決です。 

 本案は委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、委員長の報告のとおり可決されました。 

 これから議案第９号について委員長の報告に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第９号 高山村指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準

等を定める条例等の一部を改正する条例を採決します。 

 本案に対する委員長の報告は可決です。 

 本案は委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 
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○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、委員長の報告のとおり可決されました。 

 これから議案第10号について委員長の報告に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第10号 高山村営水道条例等の一部を改正する条例を採決します。 

 本案に対する委員長の報告は可決です。 

 本案は委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、委員長の報告のとおり可決されました。 

 これから議案第11号について委員長の報告に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第11号 高山村水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を採決します。 
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 本案に対する委員長の報告は可決です。 

 本案は委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、委員長の報告のとおり可決されました。 

 これから議案第12号について委員長の報告に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第12号 下水道整備基金条例を廃止する条例を採決します。 

 本案に対する委員長の報告は可決です。 

 本案は委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、委員長の報告のとおり可決されました。 

 これから議案第13号について委員長の報告に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（発言する者なし） 
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○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第13号 下水道事業特別会計条例等を廃止する条例を採決します。 

 本案に対する委員長の報告は可決です。 

 本案は委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、委員長の報告のとおり可決されました。 

 これから議案第14号について質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 これから議案第14号 辺地に係る総合整備計画についてを採決します。 

 本案は原案のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は原案のとおり可決されました。 

 

──────────────────────────────────── 

日程第13 議案第15号 

～  

日程第20 議案第22号 

○議 長（西原澄夫議員） 
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 日程第13 議案第15号 令和６年度高山村一般会計予算から日程第20 議案第22号 令和６年度

高山村下水道事業会計予算までの８件を一括議題とします。 

 議案第15号から議案第22号までの８件について、委員長の報告を求めます。 

─────髙井予算決算審査特別委員長。 

○予算決算審査特別委員長（髙井央葉議員） 

 ただいま議題となっております令和６年度予算決算審査特別委員会に付託されました所管事項に

ついて、委員会審査の経過並びに結果を報告します。 

 付託された案件は、議案第15号から議案第22号までの８件で、去る９月７日から12日までの４日

間にわたり審査を行いました。 

 審査は、所管課ごと細部説明を受け、各委員から質疑、意見、要望などがありました。主な質疑

と答弁を所管課別に申し上げます。 

 最初に、総務課においては、企画一般経費において、昨年行われた「日本で最も美しい村連合」

の再審査の結果で、課題と将来に向けた改善点はどう受け止め、今後どうしていくのかとの質疑が

あり、所管課からは、高山村とはどんな村か、何をしたいのか分からないという指摘だった。今後、

村民と一緒に考えながら、ブランド力を高めていきたいとの回答がありました。 

 選挙常時啓発一般経費において、投票所統合に際して、投票率を上げる対策についての質疑があ

り、所管課からは、期日前投票における移動投票所の開設や投票区外でも投票できるシステムなど、

何かしら対策を講じていきたいとの回答がありました。 

 非常備消防一般経費において、消防団員の募集について及び女性消防団員についての質疑があり、

募集については、温泉等の優待があることも含めて広報していきたい。女性消防団員は、難しい点、

改善すべき点等あるが、検討していきたいとの回答がありました。 

 次に、住民税務課においては、国民健康保険特別会計歳入において資産割をなくしたが変化はあ

まりない、今後の方向性はとの質疑があり、所管課からは、村も県が目指している方向に沿ってい

きたいとの回答がありました。 

 議会事務局においては、特に質疑はありませんでした。 

 続いて、健康福祉課では、社会福祉施設費において、公共交通事業に関して、複数の委員より、

今後の展望、進め方についての質疑があり、令和６年度で調査研究を行い、令和７年度から運行し

ていきたいとの回答がありました。 

 地域包括支援センター費においては、寄ったい市場の現状についての質疑があり、令和５年６月

から再開し、11月からは翁会の振る舞いやステージ発表なども行われるようになり、参加者が増え

ている。令和６年度も大勢の方に参加していただけるように開催していきたい旨の回答がありまし

た。 

 母子衛生費において、令和６年度に開始する母子手帳アプリ導入に至った経緯についての質疑が
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あり、県内自治体の約半数で導入しており、プッシュ型での情報発信となるので、相談できる保健

師がいるといったことを含めて情報提供できるように周知していきたいとの回答がありました。 

 続いて、産業振興課では、農業振興費の自ら守ろう農作物推進事業において、有害鳥獣駆除の実

績についての質疑があり、熊６頭、イノシシ44頭、猿12頭、鹿55頭で、鹿以外は昨年より多い頭数

である旨の回答がありました。 

 地力増進施設費において、牛ふんの問題について今後どのように考えているかとの質疑があり、

資源循環型農業のためにいろんなことを検討しながら進めていきたいとの回答がありました。 

 林業振興費においては、森林景観整備について、秋の紅葉に支障のないようにしてほしいとの要

望があり、国立公園内であるので、相談しながら行っていくとの回答がありました。 

 続いて、建設水道課及び定住支援室では、交通安全対策費において、自転車用ヘルメット購入補

助金の内容についての質疑があり、2023年４月１日より、改正道路交通法が施行され、自転車乗車

時のヘルメット着用が全ての人を対象に努力義務となったことから、着用を促進するため、補助率

２分の１以内、上限2,000円の補助があるものであるとの回答がありました。 

 住宅費において、克雪住宅整備事業補助金について、その内容と実績件数、令和６年度では何件

分を見込んでいるのかとの質疑があり、融雪設備の設置に対する補助金であり、実績としては申込

みが１件あったが、県で該当しないということになった。令和６年度では１件分を見込んでいると

の回答がありました。 

 また、空き家対策、移住定住対策について、空き家を購入される方が増えている中で、入区金や

区費に関しての説明はどのようにしているかとの質疑があり、定住支援室で説明を行うとともに、

令和５年度の途中からは、区長宅への訪問時に係の者が同行するなど、できる限りのフォローを行

っている。今後も考えていきたいとの回答がありました。 

 続いて、教育委員会及び人権推進室においては、児童福祉施設費について、たかやま保育園で行

われた第三者評価からの改善点の対応、また、育休退園に対する考え方についての質疑があり、第

三者評価の改善点については、マニュアル不足の部分があり、早速アレルギー対応のマニュアルを

作成した。今後も対応していきたい。育休退園については、保育園側からは求めることはない旨の

回答がありました。 

 男女共同参画推進費について、男女共同参画推進協議会が「いきいきフォーラム」の実行委員会

としてだけでなく、意識向上していけるような考えはとの質疑があり、研修する機会などを増やし

ていきたいとの回答がありました。 

 体育施設費について、高井トレセンのＬＥＤ化に際して更新した発電機は余剰電力が生じるので

はとの質疑があり、所管課からは、災害時に非常電力として利用できる旨の回答がありました。 

 給食施設費について、全額無償の中で、給食の質の確保とその公表についての質疑があり、質の

確保と充実を図り、地域食材を積極的に使っていきたい考えであること、公表については、ホーム
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ページ等でのＰＲが不足している、意識して進めたいとの回答がありました。 

 ここで、議案第15号 令和６年度高山村一般会計予算の産業振興課所管部分である観光費、にぎ

わいの場創出事業について、多くの委員から疑問の声があったことから、改めて所管課職員の出席

を求め、説明をいただきました。 

 委員からは、放牧事業との兼ね合い、管理についてなど、どのようにしていくのか、どのくらい

の人が来ると想定しているのか、ハイキングコースができても人が来ていることが見えづらく、に

ぎわっているように見えないのでは、どのようににぎわいの場としていくのか、ハイキング中の天

候悪化などに際しての避難についてはどう考えているのかといった質疑があり、地元と協議しなが

ら進めていく。ビューポイントなども設けてＰＲしていく。山田牧場全体として、観光寄りに考え

ていきたい。避難小屋なども考えていくなどの回答がありました。 

 以上で質疑を終結し、討論を省略して、挙手による採決を行いました。その結果、議案第15号 

令和６年度高山村一般会計予算については賛成多数、議案第16号 令和６年度高山村国民健康保険

特別会計予算については賛成多数、議案第17号 令和６年度高山村診療所特別会計予算については

全員賛成、議案第18号 令和６年度高山村介護保険特別会計予算については賛成多数、議案第19号

 令和６年度高山村後期高齢者医療特別会計予算については全員賛成、議案第20号 令和６年度高

山村温泉開発事業特別会計予算については全員賛成、議案第21号 令和６年度高山村上水道事業会

計予算については全員賛成、議案第22号 令和６年度高山村下水道事業会計予算については全員賛

成で、原案のとおり可決すべきものと決定しました。 

 この後、委員会にて、黒岩委員より、議案第15号 令和６年度高山村一般会計予算に対する附帯

決議（案）が提出され、提出者より提案説明を受け、質疑、意見がありました。 

 その結果、議案第15号に対して、今後の状況を見ながら丁寧に取り組んでほしい旨の附帯決議の

発議を本委員会として提出することに決しました。 

 以上が予算決算審査特別委員会に付託されました議案８件の審査の経過並びにその結果です。委

員会の審査の中で委員より出されました意見、要望などが十分尊重され、村民の安心安全でよりよ

い暮らしのために反映されますことを委員長として切に要望いたします。 

 最後に、委員会審査に当たり、説明と答弁に当たられました職員の皆さんに感謝するとともに、

長時間の質疑に真剣に取り組んでいただきました委員の皆様にも御礼を申し上げまして、令和６年

度予算決算審査特別委員会の報告といたします。ありがとうございました。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 これから議案第15号について委員長の報告に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 
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 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 原案に反対者の発言を許します。 

─────10番 山嵜秀治議員。 

○10番（山嵜秀治議員） 

 ただいま議題となっています議案第15号 令和６年度高山村一般会計予算について、反対の立場

から討論します。 

 今、国会で審議されている国の予算案は、衆議院で採決が強行され成立、参議院での採決がなく

とも年度内の自然成立が確実となっていますが、その中身は暮らしと平和、そして政治の在り方そ

のものが問われるような、激動する内外情勢の下で編成され、国会審議が行われております。 

 第一に、能登半島地震の発生です。被災者の救済、被災地の復興のため、十分な予算になってい

るのかが問われます。 

 第二に、自民党派閥のパーティー金収入をめぐる裏金疑惑で、12月14日に４閣僚が辞任するなど

して、異例の予算編成となっていることです。こんな政治家に予算編成を任せられるのかという怒

りが高まっています。 

 第三に、国民の暮らしと営業が危機的となっている経済情勢です。消費者物価指数は、1982年以

来の41年ぶりの上昇率、実質賃金は22か月連続で前年同月割れ、暮らしを守る予算となっているの

かが問われています。 

 第四に、平和を揺るがす世界情勢、ロシアによるウクライナへの侵攻、イスラエルによるパレス

チナ・ガザ地区への武力攻撃、死者は既に２万7,000人を超えています。 

 こうした中で、大軍拡に突き進む内閣の姿勢が問われているのです。 

 自民党の裏金疑惑では、昨日も参議院で審査会が行われましたが、とても真相が明らかになった

とは言えません。さらなる究明が求められていると思うところです。 

 この問題で、全国商工団体連合会が２月26日、裏金議員への追徴税額の試算を公表しております。

追徴税額は１億3,533万円ということです。さらに、自民党青年局近畿ブロック会議の懇親会、い

わゆる自民ダンサー懇親会に批判が広がり、自民党政治はますます行き詰まりが明らかとなってい

るのではないでしょうか。 

 さて、村の一般会計予算は総額45億4,600万円、村民１人当たり70万円。国が進める新自由主義、

自己責任とする悪政の防波堤になり、村民の福祉向上をどう進めるのかが問われるのです。 

 まず、歳入では、基金の有効活用を求めるものです。 

 村の基金は、令和４年度末で財政調整基金３億4,600万円、特定目的基金は、ふるさとづくり基

金に17億円など30億7,200万円、全て合わせて37億1,100万円。これまでも財政調整基金を取り崩し、

有効活用されてきましたが、改めて37億円の基金活用が必要だと思うところです。 
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 基金をめぐっては、2017年度頃から、財務省が、国は借金を増やしているのに地方は貯金が増え

ているなどと、自治体の基金増加などを理由に、国から地方への財政の削減を狙ってきました。 

 実際に、財政制度等審議会は、2022年11月、地方創生臨時交付金の廃止や、感染症対策における

国と地方の負担の見直しを主張しております。 

 こうした動きを受け、総務省は全国の自治体に対し、基金の活用を2023年度と2024年度の事務連

絡で促しています。それは、地方公共団体の基金については、その規模や管理などについて十分検

討を行った上で、それぞれの基金の設置の趣旨に則して確実かつ効率的な運用を行いつつ、優先的

に取り組むべき事業への活用を図るなど、適正な管理運用に努めていただきたいことというもので

す。 

 これを受けて、どうかというつもりはありませんが、村の基金総額は、一般会計予算総額の80％

強あります。村民の福祉向上のため、積極的な活用を改めて求めるものです。 

 歳出では、ようやく学校給食が無償となる予算となっています。内山村長が公約を掲げて以来、

８年目でようやく実現をいたしました。このこと自体は評価をいたしますが、内山村長が公約され

たのは１期目のときです。本来ならば、１期目のときに実現すべきことではなかったのではありま

せんか。２期目のときに、１期目の公約を実現できなかったことを素直に詫びることが求められた

と思うのは、私だけでしょうか。 

 日本は、子どもと親に冷たい国です。以前も述べましたが、政府の国際調査では、日本は国民の

過半数が、自分の国は子どもを産み育てやすい国だと思わないと答えた唯一の国です。その理由は、

教育費が高過ぎること、雇用が不安定なこと、子どもを産み育てることに対する社会の理解がない

ことなどです。 

 教育費が完全無償で、親の働き方が安定しているスウェーデンでは、97％が自分の国は子どもを

産み育てやすい国だと思うと回答しているのと対照的です。 

 日本が子育て、子どもに冷たい国になっている最大の責任は政治にあります。 

 第一に、子ども・子育ての予算を低水準のまま放置してきたことです。 

 第二に、子どもの権利の保障を怠ってきたことにあります。 

 さて、医療費の無料化ですが、１レセプト500円の手数料負担がいまだに求めていますが、これ

は、撤廃すべきです。 

 飯山市では、既に、令和５年度から500円撤廃しています。中野市や木島平村でも来年度から撤

廃する方向ですし、県と長野市においても、撤廃に向けて検討すると報道をされています。 

 県、市町村、受給者が共に支え合う制度と言いますが、この理屈は、既に破綻しているのではな

いでしょうか。それは、県内の４分の１の自治体が無料に踏み切っている、さらに増えていく傾向

であることが示しています。他自治体の後塵を拝するのではなく、本村でもこうした方向、無料化

に進むべきではありませんか。 
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 保育園では、いわゆる育休退園を求めないとされたことは歓迎します。さらに、保育園でも主食

を提供できるよう検討することを求めたいと思います。 

 さらに、小中学校の入学祝い金、１人１万円にとどまっています。大幅な引上げを求めるもので

す。入学に際して、保護者には大きな負担が求められます。村のお祝い金は形だけ、やっているだ

けと言えるのではありませんか。実態に見合うお祝い金で、子どもさんや家族を応援するなど、

様々な点で子育て支援を一層充実し、村民の皆さんに喜んでいただける村、多くの皆さんに選んで

いただける村づくりを進めようではありませんか。 

 また、高齢者等への補聴器購入への助成なども実現を求めるものです。 

 次に、にぎわいの場構想についてです。 

 今回の山田牧場のハイキングコースの整備について、特別委員会の審査では、多くの疑問や意見

が出されました。そもそも、にぎわいの場構想とは何なのでしょうか。 

 2021年の広報たかやま２月号では、拠点整備に当たっては、できる限り既存の施設を活用し、行

政主導でなく、民間活力を最大限生かす形で、村は各種支援策や必要に応じて用地の確保など、側

面から支援することとしていますとあります。これからかけ離れていませんか。 

 繰越明許となる休憩所の建設とハイキングコースの整備による効果について、数値目標も持ち、

検証することが必要かと思います。 

 今後の山田牧場の振興をどう進めていくかは大変難しいものがあると感じています。こうすれば

よいという決定打がなかなか見つけにくいという状況において、議会でも論議を重ねていくことが

求められていると思うところです。 

 次に、人権政策ですが、同和問題は解消に向けて大きく前進しています。そうした中、運動団体

に、減少してきているとはいえ、他団体と比して多額の補助金の交付となっています。同和問題の

現状に鑑み、運動体への補助は減額、廃止すべきです。 

 次に、直接予算に関係するものではありませんが、訪問介護報酬の引下げの問題です。 

 12日付の新聞報道にもあるように、訪問介護事業所36％が赤字と言われます。訪問介護は、介護

保険制度の中でも中心的なサービスと言えます。しかし、村社協も、ヘルパーの高齢化などの人手

不足、サービス希望者数の減少などを理由に、この事業からの撤退をするという事態になっていま

す。制度はあっても、訪問介護が受けられないということになりかねません。 

 介護報酬の基本料金引下げを許さず、介護を守るという立場に立って、村が責任を果たすことを

強く求めるものです。 

 最後に、昨年も述べましたが、職員の働く環境の改善が求められていると思います。毎日のよう

に遅くまで残業する職員の姿を見るにつけ、この問題、一朝一夕に解決とはいかないかもしれませ

んが、村長など、理事者が先頭に立ち、見える形での改善努力を改めて求めるものです。 

 また、会計年度任用職員について、その処遇改善を一層図り、使い捨てにすることなく働く人を
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大切にする村づくりを一層進めることを求めるものです。 

 以上、述べさせていただき、反対討論とします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 原案に賛成者の発言を許します。 

─────11番 黒岩清道議員。 

○11番（黒岩清道議員） 

 ただいま議題となっております議案第15号 令和６年度高山村一般会計予算について、賛成の立

場から討論いたします。 

 令和６年度の一般会計予算を見ますと、厳しい財政状況の中で、第六次高山村総合計画に掲げる

村の将来像である「ずっと住みたい また訪れたい いいね 信州高山」を目指して、きめ細かな

施策がバランスよく予算配分され、活気ある村づくりを目指した予算編成となっているものと考え

ます。 

 特に、村長の公約の１つである小中学校の学校給食費を全額公費負担とし、給食費無料化にする

など、子育て世代の経済的負担を軽減するきめ細かな施策が盛り込まれております。 

 また、山田牧場にハイキングコースを整備するにぎわいの場創出事業の実施など、観光資源の整

備、保全、活用により重点を置くとともに、本年５月に開催が予定されております第79期本因坊戦

により、広く全国に本村の情報の発信に努めるなど、戦略的に観光ＰＲが計画されております。 

 また、若者住宅建設促進事業の充実や空き家の有効利用を図るため、空き家対策事業など、若者

の移住定住促進施策を積極的に推進しているものと考えます。 

 また、本村では、ゼロカーボンの実現に向け、役場、保健福祉総合センターに続き、高山中学校

に太陽光発電設備や蓄電池設備を整備などするために国庫補助金を有効に活用するなど、計画的に

地産地消に努め、地域温暖化防止に寄与しています。 

 また、保育園における教育・保育の充実や、小中学校の教育環境の整備や充実に積極的に予算が

計上されているほか、生涯学習の機会の充実や多様性な文化活動の促進などを図られています。 

 最後に、予算審査の中で議員より出された意見及び要望を真摯に受け止め、この予算を最大限に

発揮し、村民の暮らしと活力ある村づくりを村民とともに進めていただくことを切に期待し、令和

６年度高山村一般会計予算について、予算決算審査特別委員会委員長の報告のとおり可決すること

に賛成するものであります。 

 議員各位の御賛同を賜りますようお願い申し上げ、賛成討論といたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 原案に反対者の発言を許します。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 
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 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第15号 令和６年度高山村一般会計予算を採決します。 

 この採決は起立によって行います。 

 本案に対する委員長の報告は可決です。 

 本案は委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は、起立願います。 

（起立９人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 起立多数です。 

 本案は、委員長の報告のとおり可決されました。 

 しばらく休憩します。 

午後２時18分  休 憩 

──────────────────────────────────── 

午後２時22分  再 開 

○議 長（西原澄夫議員） 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 ただいま髙井央葉議員から、会議規則第63条の規定によって、委員長報告の際の審査日程及び期

間の部分の発言を訂正したいとの申出がありましたので、これを許可します。 

─────髙井議員。 

○６番（髙井央葉議員） 

 先ほど委員長報告の中で、審査を９月７日からと発言いたしましたが、審査した期間は３月７日

から12日までの４日間と訂正をさせていただきます。失礼いたしました。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 お諮りします。 

 ただいま髙井央葉議員外２名から発議第２号が提出されました。 

 これを日程に追加し、追加日程第１として議題にしたいと思います。御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 異議なしと認めます。 

 発議第２号を日程に追加し、追加日程第１として議題とすることに決定しました。 

 

──────────────────────────────────── 

追加日程第１ 発議第２号 

○議 長（西原澄夫議員） 
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 追加日程第１ 発議第２号 議案第15号 令和６年度高山村一般会計予算に対する附帯決議を議

題とします。 

 職員に朗読させます。 

─────書記 槇田和子さん。 

○書 記（槇田和子） 

 ＝発議第２号朗読＝ 

令和６年３月12日 

高山村議会議長 西 原 澄 夫 様 

提出者 高山村議会予算決算審査特別委員長 

高山村議会議員  髙 井 央 葉 

賛成者 高山村議会議員  黒 岩 清 道 

高山村議会議員  梨 本   進 

 

議案第15号 令和６年度高山村一般会計予算に対する附帯決議 

 

 上記の議案を、別紙のとおり地方自治法第112条及び会議規則第13条の規定により提出します。 

 

議案第15号 令和６年度高山村一般会計予算に対する附帯決議（案） 

 

 議案第15号 令和６年度高山村一般会計予算において、観光費のにぎわいの場創出事業に関して

は、地元の状況が今後変わることが予測され、しかしながらどう変化していくのかは、まだ見通せ

ない中であるため、実施にあたっては、地元の皆さんとの十分な協議のうえ、将来に渡って継続的

にたくさんの人が訪れる場所が創出されるよう、丁寧に計画し取り組まれるよう求めます。 

 

１．地元の状況が今後変化していくことが予測される中で、施設整備においては村民に対して透明

性を確保し、地元住民との十分な協議の上、最適な事業展開されたい。 

２．この事業の推進にあたっては、将来に渡って継続的にたくさんの人が訪れる場所を創出出来る

よう、地域の特性や民間の力を活かし、丁寧な対応をされたい。 

 

 以上、附帯案件としてここに決議します。 

令和６年３月12日 

高山村議会予算決算審査特別委員会 

○議 長（西原澄夫議員） 
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 本件について、提出者の説明を求めます。 

─────６番 髙井央葉議員。 

○６番（髙井央葉議員） 

 ただいま議題となっております議案第15号 令和６年度高山村一般会計予算に対する附帯決議

（案）について、提出者を代表して提案理由の説明を申し上げます。 

 議案第15号 令和６年度高山村一般会計予算において、観光費のにぎわいの場創出事業に関して

は、地元の状況が今後変わっていくことが予測されております。しかしながら、どう変わっていく

のか、先はまだ見通せない状況でもあります。 

 そのため、実施に当たっては、地元の皆さんと十分協議した上で、将来にわたって継続的にたく

さんの人が訪れる場所となるよう、丁寧に計画し、取り組まれることを求める旨の附帯決議提出の

動議が出され、協議の結果、全会一致により委員会として提案いたします。 

 何とぞ議員各位の御賛同を賜りますようお願い申し上げて、提案理由の説明といたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 これから発議第２号について質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから発議第２号 議案第15号 令和６年度高山村一般会計予算に対する附帯決議を採決しま

す。 

 この採決は起立によって行います。 

 本案は原案のとおり決定することに賛成の方は、起立願います。 

（起立11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 起立全員です。 

 本案は原案のとおり可決されました。 

○議 長（西原澄夫議員） 
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 これから議案第16号について委員長の報告に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 原案に反対者の発言を許します。 

─────８番 湯本辰雄議員。 

○８番（湯本辰雄議員） 

 ただいま議題となっております議案第16号 令和６年度高山村国民健康保険特別会計予算につい

て、反対の立場から討論いたします。 

 国民健康保険は、国民皆保険制度の基礎となる医療保険であり、国民の約３割弱が加入していて、

中でも65歳から74歳ではおよそ70％の皆さんが加入されていると言われております。 

 さて、皆さん御存じとは思いますが、国保税は、勤労者が加入する健康保険と比べると保険料は

約２倍となっています。そのため、全国知事会、全国市長会などは、低所得者が加入する医療保険

なのに保険料が高いという国保の構造問題があるので１兆円を投入して解決せよと要求しておりま

す。あわせて、子どもに係る均等割保険料を軽減する支援制度の創設も提言しております。 

 国は、このような切実な国民の要求を受け、ようやく就学前児童の均等割の半額を令和４年度か

ら公費の負担としております。 

 ところで、2018年に国保の運営主体を市町村から県に移行されました。これで県が標準保険料率

を算定し、市町村が保険料率を決定することとなりました。従来は、各市町村において、個人の保

険料負担を軽減させるために、法定外繰入れを行ったりしてきました。国は、これを中止させよう

としているわけであります。 

 あわせて、国は、応能負担と応益負担の割合を50対50にすることも求めております。 

 本村の一昨年までの国保税収入では、応能負担分と応益負担分の関係は59対41でしたが、新たな

国の方針のように50対50に近づけるため、昨年の令和５年度予算では、資産割を廃止して、応能負

担と応益負担の割合を57対43とすることを目指しました。そのため、前年、昨年ですが、前年比で

1,630万円の収入減となるということで、その穴埋めに基金から600万円を取り崩して充当するとい

う予算も組んでいるわけであります。 

 さて、本村の今年の国保加入者は985世帯1,610人、村民のおよそ25％の皆さんが加入されており

ます。令和６年度の国保会計予算総額が８億9,100万円です。歳入の一般被保険者国保税収入は１

億5,983万円、本村の１人当たり保険料はおよそ９万9,000円となります。国保会計の歳入総額との

比較では、およそ18％になります。また、昨年との比較では、1,290万円の増額となっております。 
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 このように、被保険者の国保税収入は昨年より増加の予算となっておりますが、その理由は、村

民所得の向上ということで、大変私としては喜ばしいことと考えておりますが、応能負担と応益負

担の割合ということについては、59対41で従来の保険負担割合に戻ってしまうという説明も受けて

おります。 

 このように、多少の制度変更をしても従前と同じということでしたら、やはり従来のままという

ことで最良だというふうに考えます。いかがとお思いでしょうか。 

 昨年の質疑で、令和９年までに、県が求める51対49に近づけていくという答えがありました。応

能負担と応益負担の割合の変更は、国の方針には従いづらく、本村にはなじめないものとしていけ

ると言っていただければというふうに思っております。 

 私は、全国的にも、国保税負担が重いという現在の国保制度ですので、今後も保険税収入が確保

できるとするならば、負担額の軽減にこそ、理事者の皆さん、尽力してほしいと考えております。 

 また、次に、先ほども言いましたが、国保税収入は、勤労者が加入する健康保険料と比べると約

２倍で高額となっております。 

 そこで、私は、従来から子どもの均等割の廃止を求めてきております。従来の答弁では、市町村

独自で軽減を実施した場合、保険者努力支援制度の指標により、ペナルティーが課せられるという

話も聞いております。 

 まず、自治体独自に軽減策を実施した場合、ペナルティーが課せられるということが言われてお

りますが、本来、各市町村には自治が許されているはずです。 

 現在、岩手県の宮古市では、市のホームページによって、子育て支援充実の一環として、平成31

年度から国民健康保険税の子どもの均等割の減免を実施しております。18歳以下の方、高校生以下

ですが、係る均等割額が全額減免となっていますと掲載しております。ほかにも、他の市町村も部

分的に減免しているところもあります。 

 岸田政権が、国保の都道府県化で市町村独自の施策をさせないよう圧力をかけ、国保の値上げを

押し付ける下で、幾つかの自治体がここ一、二年の間に均等割減免も廃止しております。これは、

住民の世論と運動で、自治体独自の運動が広がっていることに間違いはありません。 

 私は、早期に子どもの均等割の減免も求めたいと思います。 

 先ほども言いましたが、本村での応能負担と応益負担の割合を、令和９年までに51対49に近づけ

ていくという県の求めに応じれば、応能負担である所得割を減額し、応益負担である均等割と平等

割を増額することにならざるを得ません。 

 現在、均等割は、子ども１人２万1,700円、平等割は１世帯２万1,200円です。これらが値上げす

れば、子どもが多い家庭には大変な負担増になりますし、低所得の世帯にも大きな負担増となりま

す。この制度は、高額所得者を保護し、低所得者をさらに苦しめる制度となると考えます。 

 現在の憲法では、能力がある人が能力によって税金を負担するという考え方であります。 
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 村長、税と量の違いがあると以前答弁されましたが、協会けんぽでは、所得割のみで制度をつく

っているわけであります。被保険者の収入から算出される金額を本人と使用者が負担することによ

って、家族の保険料も賄っている制度になっているわけです。 

 私は、先ほども言いましたが、均等割には働くことができない子どもにも課税されるという制度

であります。子育てに奮闘されている家庭には、大きな負担がさらに生じるわけであります。少子

化対策には逆行と言わなければなりません。 

 この制度、ぜひ取り組まないようにということを求めまして、私は本議案に反対討論としたいと

思います。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 原案に賛成者の発言を許します。 

─────１番 久保田雄吉議員。 

○１番（久保田雄吉議員） 

 ただいま議題となっております議案第16号 令和６年度高山村国民健康保険歳入歳出予算につい

て、私は賛成の立場から討論いたします。 

 国民健康保険は、国民皆保険制度の中核を担い、地域医療の確保や地域住民の健康の保持増進に

大変重要な役割を果たす医療のセーフティーネット、つまり、私たちの暮らしの安全装置とも言え

る大事な保険制度であります。 

 しかし、国民健康保険は、比較的所得の低い方や、高齢者の皆さんの加入割合が高いなど、構造

的な問題を抱え、全国の多くの自治体で国民健康保険の運営が厳しい状況にあるとされております。 

 このため、国では平成30年度から、都道府県が市町村国保の運営に中心的な役割を担い、財政運

営の主体となり、さらに、これから令和９年度をめどに、保険税の算定に当たり、県下の市町村が

統一した算定方式となるよう、各市町村に保険税の改定を促しております。 

 こうした中で、令和６年度の高山村国民健康保険の予算は、歳入歳出総額で８億9,193万2,000円、

前年比では6.7％の増となっており、この増加は、保険給付費では4,933万3,000円の増、率では

8.0％の増加が主な要因となっております。 

 本村のように小規模な保険者は、一たび高額な医療費が発生すると保険給付費が一気に増大する

危険性を抱えており、新年度の予算のように、ある程度の保険給付費の増加は想定しなければなら

ない中で、本村の国民健康保険の保険給付費は、年度ごとの増減はあるものの、比較的安定して推

移しております。 

 国民健康保険税については、平成25年度（2013年度）に引上げを行って以降、引上げが10年間据

え置かれ、さらにこの令和５年度、そして新年度は、県の示す応益・応能割合に近づけるために資

産割を廃止して、全体で７％程度の保険税を引下げられたところであり、本村では安定した国民健

康保険の運営に努められているものと評価を申し上げる次第であります。 
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 新年度におきましては、いよいよ県の示す保険税の応能割・応益割の統一化に向けての保険税の

改定を検討される予定とされており、この改定に当たっては、低所得者に負担を強いる平等割、平

均割、均等割の金額を上げることが不可欠であり、大変憂慮されるところであります。 

 ただ、現在、村の国民健康保険事業基金では１億4,000万円余りの基金を有しておりますことか

ら、この基金を有効利用するなどして、負担増となる低所得者の皆さんの負担の激変緩和に十分に

配慮して改定が行われることを要望するものであります。 

 また、健康診査などの受診率をさらに引き上げ、重度の疾病になる前に、予備軍とされる生活習

慣病の皆さんへの予防の指導に努めるなど、一層の健康づくりの増進により、保険給付費の減少に

つなげることなど、今後とも安定した国民健康保険の運営に努められること期待するところであり

ます。 

 以上、賛成の立場から私の考えを申し上げましたので、議員各位には御賛同賜りますよう、よろ

しくお願い申し上げます。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 原案に反対者の発言を許します。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第16号 令和６年度高山村国民健康保険特別会計予算を採決します。 

 本案に対する委員長の報告は可決です。 

 本案は委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手９人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手多数です。 

 本案は、委員長の報告のとおり可決されました。 

 これから議案第17号について委員長の報告に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（発言する者なし） 
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○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第17号 令和６年度高山村診療所特別会計予算を採決します。 

 本案に対する委員長の報告は可決です。 

 本案は委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、委員長の報告のとおり可決されました。 

 これから議案第18号について委員長の報告に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第18号 令和６年度高山村介護保険特別会計予算を採決します。 

 本案に対する委員長の報告は可決です。 

 本案は委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、委員長の報告のとおり可決されました。 

 これから議案第19号について委員長の報告に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 
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 討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第19号 令和６年度高山村後期高齢者医療特別会計予算を採決します。 

 本案に対する委員長の報告は可決です。 

 本案は委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、委員長の報告のとおり可決されました。 

 これから議案第20号について委員長の報告に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第20号 令和６年度高山村温泉開発事業特別会計予算を採決します。 

 本案に対する委員長の報告は可決です。 

 本案は委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、委員長の報告のとおり可決されました。 

 これから議案第21号について委員長の報告に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 
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○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第21号 令和６年度高山村上水道事業会計予算を採決します。 

 本案に対する委員長の報告は可決です。 

 本案は委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、委員長の報告のとおり可決されました。 

 これから議案第22号について委員長の報告に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 議案第22号 令和６年度高山村下水道事業会計予算を採決します。 

 本案に対する委員長の報告は可決です。 

 本案は委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、委員長の報告のとおり可決されました。 
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 これより本休憩とします。 

 ただいまから議場内の換気のため、20分間休憩します。会議は午後３時10分から再開します。 

午後２時49分  休 憩 

──────────────────────────────────── 

午後３時10分  再 開 

○議 長（西原澄夫議員） 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 

──────────────────────────────────── 

日程第21 議案第23号 

～  

日程第29 議案第31号 

○議 長（西原澄夫議員） 

 日程第21 議案第23号 令和５年度高山村一般会計補正予算（第８号）から日程第29 議案第31

号 令和５年度高山村上水道事業会計補正予算（第４号）までの９件を一括議題とします。 

 本案について提案理由の説明を求めます。 

─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 追加で提案をいたしました議案第23号から議案第31号までの９件につきまして、一括して御説明

申し上げます。 

 議案第23号 令和５年度高山村一般会計補正予算（第８号）について申し上げます。 

 この補正予算は、国の予備費を活用した重点支援地方交付金による住民税所得割非課税世帯に対

する臨時特別給付金事業及び物価高騰対応子育て世帯臨時特別給付金事業に係る給付金等必要経費

や降雪量の増加に伴い不足する除雪委託料等を追加計上するとともに、広域消防事務委託料や障害

者自立支援給付金など、事業費の精査等により、歳入歳出それぞれ１億2,752万7,000円を減額し、

当初予算からの累計額を49億1,272万8,000円とするものであります。 

 補正の主なものは、歳出では、総務費の総務管理費で、ふるさと創生基金利子積立金を追加する

一方、事業費の精査により、ふるさと景観育成寄附金に係る報償費及び手数料のほか、ふるさと創

生基金積立金など4,499万3,000円を減額。 

 選挙費では、県議会議員選挙事務費581万7,000円減額。 

 民生費では、社会福祉費で生活困窮子育て世帯生活支援特別給付金事業及び物価高騰対応重点支

援臨時交付金事業に係る事務費及び補助金を追加する一方、事業費の精査により、障害者自立支援

給付費や地域生活支援事業給付費のほか、後期高齢者医療広域連合医療給付費負担金など2,379万
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6,000円減額。 

 衛生費では、保健衛生費で、診療所において新型コロナウイルスワクチン等接種事業に係る予防

接種委託料等が増額となったことに伴い、繰出金を減額するとともに、他の事業費の精査により、

2,261万3,000円減額。 

 清掃費で、クリーンセンター施設整備工事に係る入札差金などにより834万円減額。 

 農林水産業費では、農業費で、事業費の精査により、新規就農者支援補助金や中山間地域総合整

備事業負担金のほか、千本松の用水路等維持工事請負費の減額など3,448万4,000円減額。 

 林業費で、森林造成事業委託料の減額により717万9,000円減額。 

 商工費では、事業費の精査により、商工業指導事業補助金や温泉開発事業特別会計繰出金など

1,112万9,000円減額。 

 土木費では、道路橋梁費で除雪委託料を追加する一方、事業費の精査により、道路台帳整備委託

料や大型除雪機械購入費のほか、村道改良工事請負費など951万8,000円減額。 

 下水道費で、下水道事業特別会計繰出金の追加により1,243万9,000円追加。 

 消防費では、消防費で、事業費の精査により、広域消防事務委託料など1,306万6,000円減額。 

 教育費では、教育総務費で語学指導講師報酬や外国青年招致負担金など314万円減額。 

 小学校費で、会計年度任用職員人件費など641万9,000円減額。 

 中学校費で、空調設備工事に係る入札差金など605万7,000円減額。 

 社会福祉費で、一茶ゆかりの里一茶館施設改修工事請負費など552万2,000円を減額し、歳入では、

村税で主に給与所得の伸びによる村民税の個人所得割や法人の事業拡大による法人税割の増のほか、

固定資産税の徴収率の向上等に伴い4,641万4,000円追加。 

 地方交付税の普通交付税で6,328万6,000円追加。 

 国庫支出金で、事業費の確定に伴い、社会保障税番号システム整備費補助金や新型コロナウイル

ス感染症対応等地方創生臨時交付金を追加する一方、障害者自立支援給付費負担金や児童手当負担

金のほか、二酸化炭素排出抑制対策事業費補助金や道路更新防災等対策事業費補助金など3,914万

5,000円減額。 

 県支出金で、障害者自立支援給付費負担金や造林造成事業補助金、県議会議員選挙費委託金の減

など2,735万2,000円の減額。 

 財産収入で、ふるさと創生基金利子など937万7,000円追加。 

 寄附金で、ふるさと納税寄附金3,500万円の減額。 

 繰入金で、下水道整備基金繰入金を追加する一方、減災基金繰入金やふるさと創生基金繰入金、

道路橋梁施設整備基金繰入金を減額するなど5,601万4,000円の減額。 

 村債で、急傾斜地崩壊対策事業債を追加する一方、防災・減災国土強靭化緊急対策事業債や緊急

自然災害防止対策事業債、村道改良事業債や地域活性化事業債、臨時財政対策債を減額するなど
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8,577万円を減額し、歳入超過となる6,465万4,000円を予備費に追加して、収支均衡予算といたし

ました。 

 なお、総務費の庁舎管理経費のほか７事業については、その事業の全部または一部を翌年度に繰

越しして実施することといたしました。 

 議案第24号 令和５年度高山村国民健康保険特別会計補正予算（第２号）について申し上げます。 

 この補正予算は、歳入歳出それぞれ2,294万9,000円を追加し、当初予算からの累計額を９億254

万4,000円とするものであります。 

 補正の主なものは、歳出では、保険給付費の療養諸費で1,317万2,000円を追加し、歳入では、国

民健康保険税で1,142万1,000円追加、県支出金の県補助金で1,317万2,000円追加、繰入金の基金繰

入金で600万円減額、諸収入の雑入で555万7,000円を追加し、歳入超過となる995万8,000円を予備

費に追加して、収支均衡予算といたしました。 

 議案第25号 令和５年度高山村診療所特別会計補正予算（第２号）について申し上げます。 

 この補正予算は、歳入歳出それぞれ236万1,000円を減額し、当初予算からの累計額を7,699万

4,000円とするものであります。 

 補正の主なものは、歳出では、総務費の施設管理費で265万2,000円を減額し、歳入では、繰入金

の他会計繰入金で一般会計からの繰入金236万1,000円を減額し、歳入不足となる25万9,000円を予

備費から減額いたしました。 

 議案第26号 令和５年度高山村介護保険特別会計補正予算（第３号）について申し上げます。 

 この補正予算は、歳入歳出それぞれ5,826万6,000円を減額し、当初予算からの累計額を７億

8,519万1,000円とするものであります。 

 補正の主なものは、歳出では、保険給付費の介護サービス等諸費で地域密着型介護サービス給付

費を追加する一方、居宅介護サービス等給付費や地域密着型介護サービス給付費などの減額により

2,620万円減額、介護予防サービス等諸費で611万円減額、特定入所者サービス等費で1,169万円を

減額し、歳入では、国庫支出金の国庫負担金で775万5,000円減額、国庫補助金で調整交付金など

1,992万9,000円減額、支払基金交付金で1,231万7,000円減額、県支出金の県負担金で661万円減額、

繰入金の一般会計繰入金で576万2,000円減額、基金繰入金で750万円を減額し、歳入不足となる

1,153万5,000円を予備費から減額いたしました。 

 議案第27号 令和５年度高山村後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）について申し上げま

す。 

 この補正予算は、歳入歳出それぞれ262万5,000円を追加し、当初予算からの累計額を１億27万

5,000円とするものであります。 

 補正の主なものは、歳出では、後期高齢者医療広域連合納付金で195万5,000円を追加し、歳入で

は、後期高齢者医療保険料245万8,000円を追加し、歳入超過となる67万円を予備費に追加して、収
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支均衡予算といたしました。 

 議案第28号 令和５年度高山村温泉開発事業特別会計補正予算（第５号）について申し上げます。 

 この補正予算は、歳入歳出それぞれ221万9,000円を減額し、当初予算からの累計額を6,152万

4,000円とするものであります。 

 補正の主なものは、歳出では、温泉給湯事業費で森林スポーツ公園温泉給湯事業及び奥山田温泉

給湯事業の施設整備基金積立金を追加する一方、森林スポーツ公園温泉給湯事業及び奥山田温泉給

湯事業の電気料などの精査により221万9,000円を減額し、歳入では、繰入金の他会計繰入金で一般

会計繰入金242万1,000円を減額いたしました。 

 議案第29号 令和５年度高山村農業集落排水事業特別会計補正予算（第２号）について申し上げ

ます。 

 この補正予算は、歳入歳出それぞれ543万3,000円を追加し、当初予算からの累計額を8,552万

1,000円とするものであります。 

 補正の主なものは、歳出では、農業集落排水事業費の総務管理費で、処理場維持管理事業の電気

料や工事請負費の精査により233万5,000円を減額し、歳入では、繰入金の基金繰入金で下水道事業

会計移行に伴う基金の廃止により593万円を追加し、歳入超過となる776万8,000円を予備費に追加

して、収支均衡予算といたしました。 

 議案第30号 令和５年度高山村下水道事業特別会計補正予算（第２号）について申し上げます。 

 この補正予算は、歳入歳出それぞれ9,217万1,000円を追加し、当初予算からの累計額を２億

9,509万8,000円とするものであります。 

 補正の主なものは、歳出では、下水道費の総務管理費で、高山処理区維持管理事業の修繕費や山

田温泉処理区維持管理事業の浄化センター維持管理委託料の精査により177万1,000円減額、流域下

水道事業費の総務管理費で千曲川流域下水道下流処理区維持管理負担金など307万円を減額し、歳

入では、繰入金の基金繰入金で、下水道企業会計移行に伴う基金の廃止により8,318万8,000円追加、

村債で事業費の確定に伴い、流域下水道事業債380万円を減額し、歳入超過となる9,701万2,000円

を予備費に追加して、収支均衡予算といたしました。 

 議案第31号 令和５年度高山村上水道事業会計補正予算（第４号）について申し上げます。 

 この補正予算は、水道事業収益の営業収益で、給水収益など246万5,000円を追加し、累計額を1

億2,180万9,000円とする一方、水道事業費用の営業費用では、水道施設等修繕費の追加などにより

35万円を追加し、累計額を１億2,163万7,000円とし、資本的収入では、消火栓移転工事請負費の精

査により、一般会計からの繰入金の追加など53万4,000円を追加し、累計額を2,454万8,000円とす

る一方、資本的支出では、建設改良費で減圧弁更新工事請負費の精査に伴い50万円を減額し、累計

額を9,644万4,000円とするものであります。 

 以上、９件につきまして一括して申し上げましたが、十分に御審議をいただき、議決を賜ります
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ようお願い申し上げ、提案理由の説明といたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 しばらく休憩します。 

午後３時32分  休 憩 

──────────────────────────────────── 

午後４時８分  再 開 

○議 長（西原澄夫議員） 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 これから議案第23号について質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第23号 令和５年度高山村一般会計補正予算（第８号）を採決します。 

 本案は原案のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、原案のとおり可決されました。 

 これから議案第24号について質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 
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（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第24号 令和５年度高山村国民健康保険特別会計補正予算（第２号）を採決します。 

 本案は原案のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、原案のとおり可決されました。 

 これから議案第25号について質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第25号 令和５年度高山村診療所特別会計補正予算（第２号）を採決します。 

 本案は原案のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、原案のとおり可決されました。 

 これから議案第26号について質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論の通告はありません。 
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 討論はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第26号 令和５年度高山村介護保険特別会計補正予算（第３号）を採決します。 

 本案は原案のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、原案のとおり可決されました。 

 これから議案第27号について質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第27号 令和５年度高山村後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）を採決しま

す。 

 本案は原案のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、原案のとおり可決されました。 

 これから議案第28号について質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 
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 これから討論を行います。 

 討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第28号 令和５年度高山村温泉開発事業特別会計補正予算（第５号）を採決します。 

 本案は原案のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、原案のとおり可決されました。 

 これから議案第29号について質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第29号 令和５年度高山村農業集落排水事業特別会計補正予算（第２号）を採決し

ます。 

 本案は原案のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、原案のとおり可決されました。 

 これから議案第30号について質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 
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○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第30号 令和５年度高山村下水道事業特別会計補正予算（第２号）を採決します。 

 本案は原案のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、原案のとおり可決されました。 

 これから議案第31号について質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論の通告はありません。 

 討論はありませんか。 

（発言する者なし） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第31号 令和５年度高山村上水道事業会計補正予算（第４号）を採決します。 

 本案は原案のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は、原案のとおり可決されました。 

 

──────────────────────────────────── 
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日程第30 閉会中の継続調査の申出について 

○議 長（西原澄夫議員） 

 日程第30 閉会中の継続調査の申出についてを議題とします。 

 各委員長から所管事務の調査について、会議規則第74条の規定によって、お手元に配りました申

出書のとおり、閉会中の継続調査の申出があります。 

 お諮りします。 

 委員長からの申出のとおり、閉会中の継続調査とすることに御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 異議なしと認めます。 

 委員長からの申出のとおり、閉会中の継続調査とすることに決定しました。 

 

──────────────────────────────────── 

日程第31 議員派遣について 

○議 長（西原澄夫議員） 

 日程第31 議員派遣についてを議題とします。 

 お諮りします。 

 議員派遣につきましては、お手元に配りましたとおり派遣することにしたいと思います。御異議

ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 異議なしと認めます。 

 議員派遣は、お手元に配りましたとおり派遣することに決定しました。 

 

──────────────────────────────────── 

○議 長（西原澄夫議員） 

 お諮ります。 

 本定例会の会議に付された事件は全て終了しました。 

 会議規則第６条の規定によって、これで閉会としたいと思います。御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 異議なしと認めます。 

 本定例会は、これで閉会することに決定しました。 
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 会議を閉じます。 

 この機会に、議長として一言御礼を申し上げます。 

 本３月定例会は、２月29日から本日15日までの16日間の会期でありました。 

 村長から提出された承認、同意案件から、議案提出のあった規約の変更、条例の改正、廃止など

の案件、そして令和６年度一般会計、特別会計及び企業会計予算の審査案件８件につきましては、

予算決算審査特別委員会において、７日から12日までの４日間慎重に審議をいただき、ここに終結

できましたこと、厚く御礼を申し上げます。 

 また、議会発議の委員会条例の一部改正につきましても、予算決算常任委員会の設置の議決をい

ただき、予算及び決算の審査等に係る事業の適正かつ的確な行政執行及び行政効果の評価を図るこ

とができるようになりました。 

 一般質問につきましては、10名の皆さんが登壇され、23項目にわたり、当面の課題など多岐にわ

たっての質問、提言をいただきました。理事者並びに役職員から真摯な答弁を賜りましたこと、厚

く御礼を申し上げます。 

 さて、このたびの能登地方を震源とする大規模地震により、犠牲となられた方々に心よりお悔や

みを申し上げるとともに、被災された方々に心よりお見舞いを申し上げます。 

 被災地域の皆様の安全確保と一日も早い復旧、復興を衷心よりお祈りを申し上げます。 

 昨日の新聞に、能登半島地震で起きた土砂災害が新たに440件であったことが確認されたこと、

それにより住宅の被害、道路寸断で救助が難航、国道の原状回復も難航しているとも書かれており

ました。私ども中山間地の高山村も、大規模地震により土砂崩れやのり面崩壊で道路が寸断され、

救助が難航する地域が数多く出るのではないかとも考えます。 

 本定例会の一般質問でも４名の議員の皆様から、地震災害への対応力強化に向けての提言が行わ

れました。あと２週間ほどで、課題の多い新年度がスタートします。議員一丸となって理事者の皆

様とともに、力を合わせて安全安心な村づくりに向けて頑張ってまいります。よろしくお願いを申

し上げます。 

 結びになりますが、今年の冬は温暖な日や寒冷の日が繰り返され、いまだに寒い日が続いていま

す。新年度を迎えるに当たり、理事者を始め執行機関の皆様、そして、議員各位におかれましては、

健康に十分御留意をいただきまして、さらなる活躍をされることを御祈念申し上げて、議会閉会に

当たり、御礼の挨拶とさせていただきます。ありがとうございました。 

 この際、村長の発言を許します。 

─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 ３月定例会の閉会に当たりまして、一言御礼の御挨拶を申し上げます。 

 今定例会は、去る２月29日から本日までの16日間にわたり、追加提案いたしました議案９件を合
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わせた34件と大変多くの議案を御審議いただきました。 

 議員各位には、活発な御議論と慎重に御審議いただき、それぞれ原案どおり議決を賜りましたこ

とに厚く御礼申し上げます。 

 特に、今定例会におきましては、予算決算審査特別委員会で令和６年度予算案を慎重に御審議い

ただき、貴重な御提言を賜りましたことに厚く御礼を申し上げますとともに、村政運営に生かして

まいりますので、よろしくお願い申し上げます。 

 まず初めに、固定資産評価審査委員会の選任につきまして、このたび御退任されます涌井冨生さ

んには、５期15年の長きにわたり、公正な課税を実現するため、公平、中立的な立場から固定資産

の価格が適正に評価されたものであるかどうかについて審査していただきました。おかげさまで、

在任期間中は審査の申出等もなく、任期を迎えていただくこととなりました。改めて、長い間の御

尽力に対しまして感謝を申し上げます。大変ありがとうございました。 

 新たに御就任いただきます中沢尚夫さんは、地域の実情を十分熟知され、その経験から適正で公

平な審査をいただけるものと御期待申し上げておりますので、今後とも公正な課税実現のために御

尽力を賜りますようお願い申し上げます。 

 さて、ロシアによるウクライナ侵攻から２年が経過しましたが、軍事侵攻は激化するばかりで、

大変憂慮する事態でありますので、各国による国際協調力を強化し、一刻も早い軍事侵攻の停止を

図ってほしいものと強く望むものであります。 

 １月１日の令和６年能登半島地震発生から２か月半が経過いたしますが、まだまだ復旧の見通し

が大変厳しいと報道されていますので、早期の復旧を願うものでありますが、地震大国日本では、

いつ、どこでも大地震が起こり得ることを前提にした対策を強化しておくことが重要であると思っ

ておりますことから、本村の地域防災計画の見直しを行うとともに、村民の皆様の防災意識の向上

と啓発の充実を図ってまいりますので、よろしくお願いいたします。 

 また、今会期中の11日には、東日本大震災から13年が経過しましたが、犠牲となられました大変

多くの御霊に哀悼の意を表しますとともに、今なお避難生活を続けておられます多くの方々のふる

さとへの帰郷を願うものであります。 

 先月の18日に開催しました「信州ムラビトフォーラム」におきましては、藤井八冠の師匠である

杉本昌隆棋士を講師にお迎えし、将棋界における人材育成について有意義な御講演をいただきまし

たので、今後とも本村の人づくりに生かしてまいりたいと考えております。 

 さて、内閣府が去る11日に発表した令和５年10から12月期の国内総生産（ＧＤＰ）改定値は、物

価変動の影響を除いた実質で前期比0.1％増、年率換算で0.4％増と、一次速報段階の前期比0.1％

減、年率換算0.4％減を上方修正して、プラス成長に転じたと公表しました。 

 上方修正の理由は、企業の設備投資が想定よりも堅調だったとしていますが、ＧＤＰの半分以上

を占める個人消費は伸び悩んでいるとしていますので、地方にとりましては物価高騰の影響もあり、
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引き続き厳しい財政運営が迫られるものと思っておりますが、先ほど議決を賜りました新年度予算

の執行に当たりましては、切れ目のない事業の実施に努めてまいりますので、議員各位並びに村民

の皆様のなお一層の御支援、御協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 結びに、３月も半ばを過ぎ、今年はこれまでになくまとまった雪の降る日が多く、しかも寒い日

が続いておりますが、日ごとに春の気配が強まり、本村でも間もなく桜の季節が訪れてまいります。 

 議員各位におかれましては、くれぐれも健康に御留意いただき、ますますの御活躍を御祈念申し

上げまして、閉会の御挨拶といたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 令和６年第１回高山村議会３月定例会を閉会します。 

 御苦労さまでした。 

午後４時29分  閉 会 
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